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はじめに―問題の所在と研究課題－ 

 

１．問題意識 

わが国における女性労働の特徴の一つである年齢階級別の女性労働力率（15 歳

以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合）が M 字型カーブを描

くことは，長らく政策上の課題として認識されてきた。このM字型カーブの示すことは，

女性の労働力率が結婚・出産期に当たる年代に一旦低下し，育児が落ち着いた時期

に再び上昇するという状況である。しかし，近年ではわが国でも，女性の労働力率が

上昇傾向にあることからこのM字型カーブの底が引き上げられ，他の先進諸国で見ら

れる台形型に近づきつつある1。 

この背景には，人々の性別役割分業やワーク・ライフ・バランスに対する意識の変化

も影響していよう。2019 年の「男女共同参画社会に関する世論調査」2によると，「夫は

外で働き，妻は家庭を守るべきである」という「固定的性別役割分担意識」に「反対」と

する回答は全体で 59.8％と過去最多となった3。また，「子どもができてもずっと職業を

続ける方がよい」という就業継続を支持する回答の割合が 61.0％と初めて 6 割を超え

た4。これらの結果からは，女性が働き続け，男女ともに子育てと仕事を両立させる志

向へと男女ともに意識が変化してきていることがわかる。また，育児介護休業法や次世

代育成支援推進法をはじめとする法整備とワーク・ライフ・バランス施策の推進により，

両立環境の整備が進んでいることも，これらの意識変革を後押していよう。実際に育児

休業取得率は上昇しており，出産を経ても働き続ける女性は増えている5。 

そして，未婚率の上昇によるシングル女性の増加も M 字型カーブの底上げに影響

を与えている。2021 年の婚姻件数は 50 万 1,138 組と戦後最小を記録し，シングル人

口は増加している6。世帯で見ても，2020 年の「国勢調査」によると，世帯人員が 1 人

の世帯が 2,115万 1000世帯と最も多く，一般世帯の約 4割を占めるまでになった。M

字型カーブから想定されていた，「結婚して子どもを持つ」「育児により離職しその後再

就職する」というこれまでの女性の生き方・働き方のイメージは，近年では大きく変化し

ているといえる。 

 
1 内閣府［2022：126］，を参照。 
2 内閣府［2019］，を参照。 
3 男女別の結果では，女性が 63.4％，男性が 55.7％であり，男女ともに 2016 年実施の前回調査

よりも「反対」とする割合が増加している。 
4 男女別の結果でみても，女性が 63.7％、男性が 58.0％と、男性も 6 割近くが就業継続を支持し

ていることがわかる。 
5 2021 年の「雇用均等基本調査」によると，女性の育児休業取得率は 85.1％。ただし，男性は

13.97％にとどまり，男女で取得率に大きな差があることがわかる。 
6 30歳時点の未婚割合は2020年には女性は40.5％，男性は50.4％にのぼる（内閣府［2022:10］）。 
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その一方で理解しておくべきことは，女性が「働き続ける」状況となっているといって

も，それは正規雇用で就業を継続している状況が高まっているわけではなく，非正規

雇用で働く女性が増加している点である。経済のグローバル化を背景に雇用形態は

多様化し，非正規労働者は男女ともに増加の一途にある。「2021 年労働力調査年報」

によれば，正規の職員・従業員数は男性 2,334 万人，女性 1,221 万人である一方，非

正規の職員・従業員数は男性が 652 万人，女は 1,413 万人となっており，女性の非正

規雇用者は男性の約 2.2 倍である。学校卒業後に就いた初職から非正規雇用でキャ

リア形成をしてきたというケースも見られるようになり7，未婚で非正規労働者として働き

続けている状況も珍しくない8。そして，人々のワーク・ライフ・バランスをめぐる意識が

変化してきたとはいえ，家事・育児・介護等をはじめとするケア労働は，いまだ女性に

その負担が偏っており，労働時間や勤務日という面で両立が可能な柔軟な働き方とし

て，パートタイマー等の非正規雇用を選択する人が多い状況もこれまで通り続いてい

る。 

さらに 2019 年末からの新型コロナウイルス感染症拡大防止によって，外出制限や

行動規制が実施され経済活動の停滞を引き起こした。このことは，雇用や就業に大き

な影響を及ぼし，我々は「コロナ不況」とも呼ばれる事態に直面することとなった。 

世界的に見ても，女性が多く就業する飲食，宿泊等の対面サービス型内需産業で

の不況が目立ち，女性の就業に大きな影響が確認された。このことから，男性比率の

高い製造業や建設業が強い影響を受け「男性不況」9ともいわれた 2008 年のリーマン

ショックと対比して，「女性不況（シーセッション（She-Cession））」という言葉も登場した10。

この「女性不況」は，働く女性の半数以上が非正規雇用という就業構造と，非正規雇

用が雇用の調整弁として利用されやすい立場にあることなど，女性労働をめぐる構造

的な問題を明らかにした11。さらに緊急事態宣言の発出に伴う学校や保育園の一斉臨

時休業は，子どもの世話という点で特に女性に負担が偏り，女性の非労働力化が促

 
7 日本労働組合総連合会による「非正規雇用で働く女性に関する調査 2022」では，初職（学校卒

業後に初めて就いた仕事）が「非正規雇用」だった割合は，46.1％と半数近い。また，本論文で取

り上げる 2018年に実施した大阪市の調査でも，初職が「正社員」以外だった割合は，44.3％であ

った。 
8 初職を非正規で就職する女性の状況については，鈴木［2015］，を参照。 
9 男性不況については，永濱［2012］［2022］，に詳しい。 
10 シーセッションについては，周［2020］［2021］，を参照のこと。 
11 外出制限により，リモートワーク等の急速な進展など，働き方にも大きな変化がもたらされたが，

医療，介護，保育などのエッセンシャルワーカーは感染拡大期においても出勤を余儀なくされた。

これらの業種は，以前より女性労働者が多く占めており，報酬など労働条件が低いままに据え置か

れていることも問題視される機会となった。 
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進されたことも指摘された12。国は，2020年に女性の雇用や生活への影響及び女性の

視点からの政策課題を把握する目的で，「コロナ下の女性への影響と課題に関する研

究会」を開催し，その内容が政府の経済対策に反映されるに至った（内閣府［2021］）。 

このように，現在も女性をめぐる労働・生活の状況は，業種，雇用形態，賃金等の労

働面，家事や子育て・介護等の生活面においてジェンダー格差が大きい状況となって

おり，性別役割分業意識の影響も未だに大きい。そのため，女性のライフスタイルが多

様化するなかで，今後の女性の労働・生活支援のありようについて改めて現状を明ら

かにし，その具体的な支援策を検討する必要がある。 

そこで，本論文では，「非正規雇用」で働く「子どものいない」「未婚の女性」（以下，

「非正規シングル女性」，とする。）に焦点を当てる。既婚女性と比べて家事や育児の

負担が低いと考えられる「子どものいない未婚女性」が，低賃金や不安定雇用，教育

訓練の機会不足といった課題があるにもかかわらず，なぜ非正規雇用で働くのか，そ

の選択の理由や背景にあるものは何なのかを明らかする。そのことによって，非正規シ

ングル女性が現在置かれている労働や生活の現状や課題が浮かび上がり，女性の多

様な生き方・働き方への具体的方策を導き出すことが可能となるからである。また，そ

れは非正規シングル女性が終身雇用を前提とする正規雇用の夫と，専業主婦の妻と

子どもという核家族をモデルに設計されてきた社会保障の枠外に存在しており，その

制度の枠組みについて再検討を行うためにも必要である。 

現在も，女性が非正規雇用でシングルであることは，ライフステージにおける一時的

な姿として認識されており，当事者である本人も行政や支援に携わる人々も，その生

活リスクに備える意識が低く，対策や支援が不十分な状況である。そして，未婚率の

増加によって家族の在り方が変化し，主たる生計維持者である「正規労働者」の男性

によって生活が支えられるといった家族（標準世帯）を単位とする社会保障のあり方も

見直されなければならない。また，右肩上がりの経済成長が見込めないなかで，これ

までのように，終身雇用を前提とした企業による福祉の提供も期待できない。このよう

な社会・経済状況のなかで，今後ますます増加が見込まれる「非正規シングル女性」

が，どのような労働・生活の状況にあるのか，またその働き方と将来についてどのように

考えているかを確認し，今後，必要とされる支援を検討することが必要である。 

  

 
12 また，ロックダウン（都市封鎖）や外出自粛による在宅時間の増加は，世界的に見ても DV（配偶

者暴力）や女性に対する暴力の増加や深刻化が進んだことが国連により指摘され，重点的な対応

が各国政府に求められた。 
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２．研究の背景 

女性労働研究では，1980 年代以降マルクス主義フェミニズムの影響を受け，女性

労働者が「労働市場には周辺層として出入りせざるをえない」ことから生じる女性労働

者固有の問題を，「資本主義的蓄積と家族との関連構造から理論化」してきた（木本

［2000a：22‐24］）。 

竹中［1989］は，『戦後女子労働史論』において「労働力商品化体制」という概念を

示し，「雇用における性別分業の究極的原因は，労働市場の成立そのものが，労働力

の直接的生産単位としての家族を内的存在条件とし，労働力の再生産労働を女性の

排他的機能とする性別分業を内包した労働力商品化体制に基礎をおいている点にあ

る」13とした。つまり，稼ぎ手としての夫と，家を守る主婦という性別分業を内包した「近

代家族」にあって，稼ぎ手である夫の労働は，家事労働を担う妻の存在により可能とな

っており，この家事労働は女性によって無償で提供されているということである。また久

場［1993］は，「男性は，不払いの再生産労働を女性にゆだね，この労働から解放され

ていることによって労働市場においては女性に対して優位に立ち，一方，家庭にあっ

ては扶養者，あるいは世帯主として位置付けられている。それに対して女性は，結婚

をとおして夫に扶養される存在になるか，あるいは労働市場においては，100％企業

や資本のために労働能力を発揮しえない二次的労働力として位置づけられている」14

と指摘する。 

これらの議論の背景には，1970 年代以降の経済のサービス化とグローバル化のな

かで，総労働人口に占める女性の労働人口の上昇，つまり「労働力の女性化」15が先

進諸国において進展したことがある。わが国の場合，それは特に雇用労働者において

進展したため，「雇用の女性化」16という言い方がふさわしいものであった。そのなかで，

家事・育児・介護といったケア役割を担う女性たちは，労働時間が制限されるために，

柔軟に働くことのできる職場環境を求めた。サービス経済化による生産のフレキシビリ

ティに対応できる労働力としての需要もあり，日本における「雇用の女性化」は，パート

タイム労働者数の増加によって進展していったといえる。 

さらに高度成長期になると，家族手当をはじめとする企業の福利厚生が充実し，「男

性労働者と専業主婦と子ども」からなる核家族を標準モデルにした税制や社会保険制

度も創設された。配偶者控除（1961 年），基礎年金における第 3 号被保険者制度

（1985 年），配偶者特別控除（1987 年）の創設は，会社員や公務員などの「被扶養の

 
13 竹中［1989：25］，より引用。 
14 久場［1993：79］，より引用。 
15 労働力の女性化については，Jenson,Hagen&Reddy,Feminization of Labour Force,1988，およ

び竹中［1994：5‐30］，において詳しく論じられている。 
16 竹中［1994：17］，久場［1994：310］，大沢［1992］［1993ｂ:29］，を参照。 
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妻」の地位にとどまることによって経済的メリットが与えられた。このような制度導入のな

かで，出産・子育てにより一時的に雇用を中断し，その後子育てがひと段落したころに，

家事・育児との両立が可能な働き方としてパートタイマー等の非正規雇用で再就職す

る人も増加することなる。そのため，他の先進諸国において年齢別女性労働力率のカ

ーブが M 字型から台形型に変化していくなかでも，日本では M 字型カーブが維持さ

れるという特徴が変わらず続いた17。竹中［1994］は，「わが国女性パート労働者は，

“企業を支える補助労働者”であると同時に，“家族機能を維持する家内労働者”という，

二つの役割を担う象徴的労働者」でもあり，そのことにより「先進諸国の中でもきわだっ

て大きい男女賃金格差」が残り続けることとなったと述べた18。 

1975 年の国際婦人年を契機に，女性差別撤廃条約批准にむけて日本国内におい

ても女性の社会的地位向上に向けた機運が高まった。1985 年には，国内法制の整備

の一環として，勤労婦人福祉法の一部改正により男女雇用機会均等法が成立し，募

集・採用という入口から定年・退職という出口まで，男女が均等に扱われることが定め

られた。しかしながら，募集・採用，配置・昇進に関する男女均等な取り扱いについて

は，事業主の努力義務を求めるにとどまり，男性と同様に転勤を含む長時間労働が求

められる総合職と，補助的職務に従事する一般職というコース別人事による労務管理

を生み出した。 

また同時期に，基礎年金制度の導入に伴い第三号被保険者制度，また税制にお

いては配偶者特別控除が導入されるなど，「女性をめぐる社会政策において，雇用女

性に重点を置く政策と，家庭女性を優遇する政策とが混在」19した状況が生まれた。そ

の結果，男女において就業形態や職務分離によって賃金格差が生じているだけでな

く，女性労働者のなかでも，一部の大卒女性からなる「エリート」層と，それ以外の「一

般職」女性，および非正規雇用で働く女性とに分断されていった20。 

その一方で，非正規雇用のなかでも，その大半を占めるパートタイム労働は，当初

の縁辺的労働者という位置づけから，量的拡大と定着によって基幹的役割を果たして

いった。中村［2006］は，大阪婦人少年室での事例研究21より，職務遂行能力から「基

幹パート」と「補完パート」の類型化を行った。また，三山［1991］は，企業がパートタイ

マーに期待する責任感に関しての分析を行い，基幹化したパートタイムの実態を明ら

 
17 大森［2014：17］は，「女性の M字型就労は男性の働きすぎと対の関係であることこそ，むしろ強

調されなければならない」とし，M字型就労を女性のみの問題として捉えることに警鐘を鳴らす。 
18 竹中［1994：20］，より引用。 
19 塩田［1994：146］，より引用。 
20 とはいえ男女雇用機会均等法により，「従来は女性たちに固く閉ざされていた門戸が開放され

たことは確か」（大森［2014：19］）であり，この法律の制定をきっかけに，働く女性を取り巻く様相が

ポジティブに変化していった面があることは間違いない。 
21 大阪婦人少年室［1989］，を参照。 
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かにした。さらに脇坂［1998］は，女性のパートタイム労働者の就業意識に着目した「不

本意パートと自発的パート」，労働時間に着目した「疑似パートと典型パート」，仕事内

容や技能に着目した「補完型パートと基幹型パート」の 3 つの類型の別に，パートタイ

ム労働に対する理論的政策的意味づけと位置づけを整理し，分析した。 

このように，女性の非正規労働者をめぐる様々な課題は，パートタイム労働者，特に

「主婦パート」に関する研究を中心に長年にわたり論じられ，非正規シングル女性に関

する研究には十分な光があたっていなかった。また，非正規雇用をめぐる不安定雇用，

低賃金などの問題への社会的な関心の高まりという点では，2008 年のリーマンショック

により若年男性非正規労働者の「派遣切り」や「年越し派遣村」が報道されるのを待た

ねばならなかった。それは，これまで女性の非正規雇用が，家計補助的な「自分の都

合のよい」働き方として，主に「主婦パート」であるパートタイム労働者を対象として把握

され，またそのほかの非正規雇用で働く女性においては，結婚することが前提であり

一時的な状態として捉えられていたことが関係しているであろう。 

 

３．本論文の目的と構成 

（１）本論文の目的 

労働環境の悪化により，女性だけでなく男性も非正規雇用者が増加するなかで，よ

うやく非正規雇用の問題に注目が寄せられその対応施策も整備されつつある。また，

未婚化の進展も踏まえ，非正規で働く女性をめぐる貧困をはじめとする生活上の困難

にもその支援の在り方が検討され始めている。研究においても，若年女性の貧困問題

（労働政策研究・研修機構［2013a］，小杉・宮本編著［2015］，古賀［2017］等）や，壮

年期の未婚女性の生活満足度に関する分析（池田［2018］），中高年期の未婚女性の

老後保障（直井［2015］，丸山［2016］），といった研究成果が蓄積されつつある。 

女性支援の実践現場では，横浜市の男女共同参画センターを運営する公益財団

法人横浜市男女共同参画推進協会が，1988 年の開館以来女性の再就職支援事業

に注力している。同協会では，非正規雇用のなかでも，若年や無業でもなく，シングル

マザーでもない女性に対して支援ニーズが高いにもかかわらず十分な支援策がない

ことに着目し，先駆的に支援策の検討をはじめた。そのなかで同協会が中心となり，大

阪・福岡を含めた 3 都市の非正規職22で働くシングルで子どものいない女性を対象に

した「非正規職で働くシングル女性の社会的支援に向けたニーズ調査」（2015 年）が

実施された。この調査結果分析から，非正規職で働くシングル女性が，低収入と雇用

継続の不安を抱えていることと，労働力調査等の国の調査結果と異なり不本意非正規

 
22 同調査は，「『非正規シングル女性』とすると女性本人を形容する語として『非正規』が付いてし

まい，人間への否定的なニュアンスをもたれるのではないかと危惧した」ことから，総称として「非正

規職」という用語を用いることで，社会の問題であることを表そうとしている。（小杉ほか［2017：4］） 
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が 6 割と高い割合を占めたことなどが明らかとなった。この結果は，多くのメディアで取

り上げられ，非正規シングル女性が抱える生活の困難に光があたるきっかけとなった。 

そして，非正規シングルの女性への支援を考える際に，確認しておくべき点が一つ

ある。それは，非正規シングル女性に「不本意非正規」が多いという視点から支援を進

めることによって，女性労働が抱える問題の本質を捉えにくくする面があるのではない

かという点である。なぜならば，「不本意非正規」が多いことを根拠に支援の必要性を

説くことは，「不本意非正規以外」の女性への支援は必要がない，あるいは優先順位

を低く扱うことにもつながりかねないからである。非正規労働者への施策を考えるうえ

で，シングルマザーと比べて子どものいない女性は生活の困難度が低いと捉えること

や，「不本意非正規」と比べて，「不本意非正規以外」の女性は自ら望んだ働き方であ

り不満が少ないと考えることは，彼女たちが労働・生活面で困難な状況にあっても，そ

の課題を見過ごし，支援の手が届かないまま留めおくことにつながる。 

以上のような問題意識のもとに，本論文では，「非正規シングル女性」（非正規雇用

で働く子どものいない未婚女性）に焦点を当て，なぜ非正規雇用を選択するのか，そ

の理由とその背景を探る。未婚の女性は，結婚して家庭を持つ女性と比べ，「家族的

責任」23が少ないと一般的に考えられがちであるが，家族の事情等の制約が少ないな

かで非正規雇用で働くことを自ら選択するのはなぜか，または選択せざるを得ない背

景があるのかについて検討する。 

本論文の目的は，次の二点である。第 1 に，働く女性の多くが，なぜ，非正規雇用

という就業形態を選択するのか，またはせざるを得ないのか，その理由と背景を探るこ

とである。女性の労働問題について，パートタイム労働や派遣労働等における，不安

定雇用，低賃金などの問題が繰り返し問われ研究の蓄積がある。しかし改めて，「非

正規シングル女性」という切り口から，特にその就業形態選択の背景と理由を探ること

で，非正規女性や非正規シングル女性が現在置かれている状況を把握し，その課題

を明らかにすることができる。   

第 2 に，非正規雇用という就業形態の選択が，「非正規シングル女性」の労働と生

活にどのような影響を与えているのかを明らかにし，より効果的な支援の方策を導き出

すことである。特に，「非正規シングル女性」に着目する理由は，雇用において非正規

が増加するなかでも，女性の非正規化傾向が顕著であること，その上，未婚率の上昇

によりシングル人口が増加していることを背景に，「非正規シングル女性」が今後ます

ます増加すると考えられるためである。また，今日の労働環境の悪化，標準世帯を基

本とした社会保障制度によって，非正規シングル女性の労働・生活状況は非常に厳し

い状況であることが予想され，その支援が必要であると考えられるからである。 

 
23 「家族的責任」の概念と日本における状況については，服部［2007］，に詳しい。 
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（２）本論文の構成  

本論文の構成は，以下のとおりである。 

第 1章では，女性の就業形態と労働政策の展開について，働く女性を取り巻く法律

を年代ごとに確認をすることを通じて，特に非正規雇用で働く女性が政策上どのように

位置づけられていたのか再整理する。 

第 2章では，女性の非正規雇用者に対して，各種政府調査における就業形態選択

理由を問う設問の選択肢を分析することで，先行研究において主に用いられてきた，

「自発／非自発」「本意／不本意」という用語が何を指し示すかを整理する。そして，非

正規雇用で働く女性にとって「自分の都合がよい」とはどのようなことを指すのか明らか

にする。 

第 3 章では，2018 年に実施された大阪市の「非正規雇用で働くシングル女性の実

態調査」（以下「大阪市調査」とする）の結果から，非正規雇用で働くシングル女性の

労働や生活実態を明らかにし，どのような理由と背景で非正規雇用を選択しているの

か，また労働・生活の課題は何なのかを明らかにする。 

そして第 4 章では，第 3 章で分析した「大阪市調査」において，特に就業形態の選

択について回答者である非正規シングル女性がどのように捉えているかをより具体的

にとらえるため，選択した理由についての自由記述回答を分析する。これらの「当事者

の視点と言葉」をもとに，非正規シングル女性の就業形態の選択理由とその背景をよ

り具体的に明らかにしたい。そして，第 3章での分析結果とあわせて，非正規シングル

女性がなぜその就業形態を選択するのかについて，非正規シングル女性の労働・生

活の実態と照らし合わせながら，今後の支援に向けた視点を示したい。 

その上で，本論文には以下の 2 点の意義があると考える。まず 1 点目は，女性の非

正規雇用をめぐり，これまで先行研究や労働施策等でも用いられてきた「自発／非自

発」「本意／不本意」という用語に着目して，就業形態の選択理由を分析することであ

る。それは，非正規雇用を選択する女性にとって，「自分の都合のよい」働き方はどの

ような働き方なのか，本当に「自分の都合のよい」働き方なのかを明確にできる点であ

る。これにより，非正規雇用という働き方が「不本意」である理由と背景は何か，また，

たとえその就業形態の選択が「本意」であったとしても，実際には，どのような不安を抱

え，生活上の課題があるのかについて，分析することが可能となる。 

2 点目は，非正規シングル女性が置かれている労働・生活の課題とその意識を，調

査分析により明らかにすることで，「当事者の視点と言葉」を踏まえた支援の方策を提

示することができる点である。近年，非正規シングル女性に着目した研究は増えつつ

あるが，それらは，若年女性の貧困という問題や高齢期の所得保障など対象を区切っ

たものが中心である。本論文では，これまで支援の対象としてとらえられてこなかった
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非正規シングル女性が抱える不安や，生活の実態について明らかにすることが可能と

なる。そして，これらの検討を通じて，個々の非正規シングル女性への施策のあり方を

提示することが可能となる。 
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第 1章 働く女性をめぐる施策の展開 

 

１．はじめに  

2015年 8月「働く場面で活躍したい」という希望を持つすべての女性が，「その個性

と能力を十分に発揮できる社会」の実現を目的に，「女性活躍推進法」（正式名称「女

性の職業生活における活躍の推進に関する法律」）が成立した。この法律は，事業主

に対し，女性活躍に必要な施策の策定と実施に関する責務を明らかにするとともに，

「行動計画」の策定や女性活躍推進に関する情報公表を義務付けたものである。本法

律の対象となるのは，正規や非正規といった雇用形態や自営業等の就業形態に関わ

らず，既に働いている女性，またこれから働こうとしている女性を含めた「すべての女性」

である。法律成立の背景には，結婚や子育てを理由に離職する女性が未だ多いこと

を念頭に，少子高齢化の進展による人口減少と労働力人口の減少を見据えて，女性

の力を「わが国最大の潜在力」として成長戦略に位置づけ，その活用を意図するところ

があった。 

このように，女性の労働力を経済政策に位置づけ「活用」しようとすることは，今に始

まったことではない。女性労働の歴史を振り返れば，近代産業の進展以来，経済的，

社会的な状況に応じて，その時々に女性労働力の「活用」を意図した政策が取られて

きている。しかも，それは，女性労働研究の蓄積において繰り返し指摘されているよう

に，家事・育児・介護等をはじめとするケア役割を，女性が無償労働で提供することを

前提としたうえでの労働である。男性が家計の稼ぎ手に位置づけられることにより，そ

の労働には女性よりも高い賃金と企業の福利厚生，そして社会保障等における優遇

が与えられた。それを可能にするのは，女性がこれらのケア役割を無償で担うことを前

提とした構造である。そのなかで，多くの女性は，ケア役割と仕事の両立という状況か

ら生じる障壁を，パートタイムをはじめとする非正規雇用で就労するということで解決し

てきた。しかも，この非正規雇用という就業形態は，主たる家計の稼ぎ手である夫や父

親との同居が想定されることから，家計補助的な労働とみなされ，景気調整弁的労働

力として，不況時には解雇され人手不足の時には雇用されるという役割を担い続けて

きた。 

現代においてもなお，「仕事と家庭の両立」が特に女性の課題として認識されている

こと，さらにコロナ禍がその構造的課題と男女の生活と働き方の非対称を露呈したこと

からも，性別役割分業意識はいまだに根強いことは明らかである。女性労働力の「活

用」は，この性別役割分業のもとで家事や育児・介護といったケア役割を女性が担うこ

とを前提としたうえでの「活用」であったといえよう。 
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男女雇用機会均等法以降，女性が社会に進出し，女性が働くことが当たり前になっ

た。しかしながら，性別役割分業意識と世帯を基本単位とする社会保障制度が維持さ

れるなかで，多くの女性は多様な理由・背景から非正規雇用という就業形態を選択し，

またその就業形態ゆえに低賃金で不安定な労働状況に留め置かれている。そこで次

節からは，非正規雇用で働く女性たちがどのように取り扱われていたのか，働く女性を

取り巻く法施策を年代ごとに概観し，その再整理を行う。 

 

２．雇用労働者としての女性の登場と活用 

（１）雇用労働者としての女性の「登場」 

農業をはじめとする第一次産業で家族従業者として働いてきた女性たちが，雇用労

働者として働き始めるのは，明治期以降に日本の近代化が進展するなかであった24。

製糸業や紡績業において貧しい農村から「口減らし」として奉公に出された若年女性

たちは，生産の主力として大きな役割を果たした。ただしこれらの女性労働者たちの

賃金は，明治民法下の「家制度」における家父長制に基づく性別役割分業規範により，

一家を担う男性に対して，未婚期の家計補助として低く抑えられていた（大森［1990：

2‐6］；藤井［1995：2‐7］）。藤井の指摘にあるとおり，「いまも残る女性の家計補助的労

働の性格は，既に日本の資本主義が成立する当初から採用されていた」わけである

［1995：4］。 

大正期に入ると，教育や医療などの分野において，専門職の「職業婦人」として活

躍する女性も登場しはじめた。しかし，「権利としての就労を望む一部の職業婦人と，

もっぱら経済的理由によって自分の意思にかかわりなく労働力を販売せざるを得ない

労働婦人とを分化」25させる状況になっていったという。 

その後，1937年日中戦争以降の戦時下においては，軍需産業の拡大と，男性が軍

事応召されることによる労働力不足により，重化学工業分野も含めて女性の労働力が

活用された。ここから 1944 年の女子挺身勤労令による動員政策26に至るまで，女性た

 
24 藤井［2006：41］は，農業を中心に女性労働について「家父長制や家族制度の下で女性には過

酷な労働が強いられたが，反面生産者の一人として，決して男性に扶養されるだけの立場ではな

かった」ことを指摘する。 
25 藤井［1995：9］，より引用。このように，働く女性の置かれる立場が二分されることは，女性活躍

推進法が制定された現代において，管理職として旧来の男性並みの働き方と活躍を求められる

「正社員」女性と，低賃金・不安定雇用の「非正規」女性が分断されている状況が指摘される状況

にも通じるといえよう。 
26 塩田［2000：23‐25］によれば，女子勤労挺身隊の出動を前に，「家制度における女子役割の維

持と女子勤労報国を理念とする女子の母性保護と労働能率の向上」をねらいとして，「工場法によ

る保護行政に代わる女子労務管理指導」が作成されたという。この時期の人口政策に関連した「産

む性」としての女性の母性保護政策は，戦後，労働基準法の女子保護規定に継承され，「女子の

労働条件改善だけではなく，伝統的女子役割，つまり女性には家事・育児役割があるから保護が
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ちは不足する男性労働力の代わりに働くことが求められていたのである。ただし，政府

は「産めよ殖やせよ」という戦時下の富国強兵による人口政策と，「家制度」に基づき，

女性に対して，結婚・出産し，母として家庭を守ることをも求めてもいたために，戦争が

拡大するなかで女子労働力の動員が遅れたことも指摘されている（大森［1990］，藤井

［1995］，塩田［2000］）。そして，戦後になれば，男性の復員に伴う失業対策のなかで，

戦時中に不足する男性労働力の代わりとして働いていた女性たちは「家庭に戻れ」の

名のもとに，職を追われ，妻として，また母としての役割が求められていくこととなるの

だ。 

 このように，戦前から働く女性たちは，低賃金の労働力としてその時々の労働力不足

を補う形で「活用」され続けた。それと同時に，性別役割分業に基づき，出産という人

口の再生産と一家の稼ぎ手である男性を支える「家庭」という場を守る立場としての

「家事・育児役割」が，同時に求められ続けてきたこともわかる。大森［1990：14］は，

「人手が足りなければ女性をひっぱりだし，あまれば家庭へ返そうとする。戦時下とそ

の直後の女性労働には，それがもっともよくあらわれているが，同時に，これを当然とし

て受け入れる素地が社会にあった」と指摘する。 

 

（２）戦後女性労働政策のはじまり 

戦後になり婦人参政権が認められると，1946 年 4 月に行われた戦後初の衆議院議

員総選挙において女性が初めて参政権を行使し，女性議員 39 名が当選した。1946

年 11 月には日本国憲法が公布され，憲法第 14 条（法の下の平等），第 24 条（婚姻

における両性の平等）の規定に基づき民法も大幅に改正され，家督相続など「家制度」

に関する規定が廃止された。そして，1947年 9月には労働基準法が施行され，また同

月に「婦人少年局」が発足することで，女性の労働政策が本格的に取り組まれはじめ

る。 

占領初期の「婦人少年局」は，山川菊栄局長のもとで「日本の民主化促進の重大な

役割を担い，女性，年少者の低賃金による搾取や，女性の隷属などを解放するため

の行政機関と位置付けられ」27，雇用問題に限らず，女性の地位向上全体に関わる取

組みを推進した。労働基準法の第 4 条では，「男女同一賃金」の原則が規定されるな

ど，女性の地位と労働条件の改善が図られた。しかし，生理休暇，危険有害業務禁止，

坑内労働禁止など，労働基準法の女性保護条項規定には，働く女性の労働条件の

 
必要であるという考え方」をも引き継いでいき，「戦後の復興期には，女性を家庭の戻したり，女性

の職域を限定してゆく手段」となる面があった。 
27 藤井［1995：45］，より引用。 
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改善28という面だけでなく，「伝統的女子役割，つまり女性には家事・育児役割がある

から保護が必要であるという考え方も引き継がれ」ていく側面もあった29。そのため，戦

時中に，勤労奉仕や男性の労働力を補うための強制的労働動員という形で職業に就

いていた女性たちが，戦後の男性の復員に伴い「家庭に帰れ」という名のもとに失業

対策のなかで仕事を失うという状態におかれていた。 

1950 年代半ばより高度成長期に入ると，農業などの第一次産業から第二次産業，

第三次産業へと就業構造が変化していった。男性たちは企業に雇用され，年功序列

型の賃金のもとで定年まで終身雇用で働く「日本型雇用慣行」が形成された。また，こ

れらの男性労働者を，専業主婦である妻が支えるという形での性別役割分業が強化さ

れていった。 

そのような状況のなかで，1961 年の税制改正により配偶者控除が創設される。配偶

者控除は，納税者である夫の所得稼得に対し，妻が家庭を守ることによって貢献する

いわゆる「内助の功」を，税制上評価する趣旨で導入されたものである。これにより，

「伝統的な専業主婦の保護と被扶養の妻の座の強化につながり，ひいては被扶養の

妻を持つ男性の優遇措置となる税法上の仕組み」が完成した30。 

 

（３）「主婦パート」の登場から「勤労婦人福祉法」制定まで 

高度成長期には，労働力不足と賃金の上昇を背景に，若年の労働者の代わりとし

て既婚女性がいわゆるパートタイマーとして労働市場に定着していった。いわゆる「主

婦パート」の登場である。 

農業など第一次産業で家族就業者として働く女性は大きく減少したことにより，労働

力率は低下していったものの［大森，1990：15；坂東，2009：41］，雇用されて賃労働に

就く女性は増加し，女性雇用者数は，1969 年には 1,048 万人に達し雇用者総数の 3

割を占めるまでとなった。この年の女性雇用者数を配偶者の有無の別にみると，未婚

は 49.5％，既婚は 50.5％と，はじめて既婚者が未婚者を上回った(労働省婦人少年局

［1970］)。このように，女性雇用者のうち既婚者が増加することの背景には，女性の高

学歴化による若年女性の就業率の低下があった。戦前には日本の女性の働き方は

「若年・未婚型」であったのと比べれば大きな変化いえよう。若年の安価な労働力が不

足するなかで，家事・育児をはじめとする家庭責任のために労働時間に制約がある主

婦と，賃金の上昇を抑えつつ労働力を確保したい企業側のニーズがマッチし，「特定

 
28 豊田は，女性の労働保護について深夜業禁止などの一般女性保護は「本来であれば労働の

場における健康と安全のための保護であり，その対象は男女両方の労働者であるべきものである」

にも関わらず，「母性保護と同義に語られ，女性の雇用機会を狭め，職域を限定してきた」ことを指

摘する（豊田［2007:14‐15］）。 
29 塩田［2000：25］，より引用。 
30 横山［2002：49］，より引用。 
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の日，特定の時間帯にのみ必要となる労働力の確保にはパートタイム労働者をあてる

という労務管理が普及」していったのである31。 

既婚女性を担い手としたパートタイム労働者は，その家計補助的な性格から「正規

雇用ではない調整しやすい低賃金労働力として，企業に歓迎」され32，その数は増加

していった。それに伴い，低賃金，労働条件の低さなど，パートタイム労働が抱える問

題点も多数指摘されるようになる33。そのため 1960 年代後半から，婦人少年局におい

てパートタイム労働をめぐる政策が進められていった34。1967 年に設置された「女子パ

ートタイム雇用に関する専門家会議」では，パートタイマーの常用雇用化，労働条件

の改善が主要な目標に据えられ，1969 年には婦人少年問題審議会により「女性パー

トタイム雇用対策に関する建議」も出された。建議では，「パートタイム雇用は，短時間

の就労形態をさすものであって，身分的な区分ではない」と明確に指摘されるなど，パ

ートタイムをめぐる対策は，その労働条件の向上と雇用制度の整備により進めるべきで

あるとされた35。 

このように，女性のパートタイム労働をめぐる施策は，身分的な区分ではないことの

周知徹底や，フルタイムの労働者と同様の労働条件の適正化などを志向してスタート

した。しかし，大森は，実際の行政の取組みは，パートタイム労働者の増加に対して，

「きわめてゆるやかなものに終始」し，「フルタイマーを前提としてできあがっている法や

行政のしくみが，パートタイマーの出現に対処できるような融通性をもちえなかったた

めに，政策としては，パートタイマーを積極的に活用していく具体策を打ち出し損ねた

という可能性」を指摘している（大森［1990：85‐88］）。 

また，パートタイム労働を中心に女性の労働市場への進出が拡大するなかで，1972

年には「勤労婦人福祉法」が施行された。この法律は，女性が「次代をになう者の生育

について重大な役割を有するとともに，経済及び社会の発展に寄与するものであるこ

 
31 松原［1994：14］，より引用。 
32 大森［2010：37］，より引用。 
33 竹中［1989:254‐259］は，この時期の女子雇用の問題点について，「性別雇用管理と女子労働

権の不安定性」が特徴であるとし，労働権の不安定性を支えているのは「第一は，経営内での女子

の新陳代謝をはかる労務管理であり，第二は，こうした労務管理を許す女子の労働権をめぐる法

的不備と，労働組合機能の不在にある。さらに第三は，女子を過当競争労働市場に登場せざるを

えなくさせている女子労働者の無技能的性格，これを規定している公的職業制度の欠如であり，

第四は，職業と家庭の両立を阻む社会的・経済的条件にあるといわねばならない」と指摘してい

る。特に四つ目の点について，「女子の労働権が真にその社会的裏付けをうるためには，家事労

働の社会化と労働時間の短縮をめぐる労働諸条件の改善がいかにおしすすめられるかにかかっ

ている」とし，保育所の増設，育児休暇制度の確立，家事労働の社会化は，「母性的機能に対する

諸権利の充実とともに，女子雇用問題の重要施策である」と強調する。 
34 この時期のパートタイム労働政策の展開と経緯については，松原［1994］，伊岐［2011］，を参照

のこと。 
35 中原［2009］，を参照。 
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ととにかんがみ」（同法第 2 条「基本理念」），職業生活と家庭生活を調和させることと，

職業人としての自覚をもち，その能力を有効に発揮して充実した職業生活を営むこと

ができるよう，働く女性の福祉の増進と地位の向上を図ることを目的にしたものであっ

た。同法では，事業主に対し，育児休業の実施など育児に関する便宜の供与に努め

るように定めており，その背景には「育児休業が『長期勤続』にとって不可欠という認識」

があったとされる36。大森も，勤労婦人福祉法は，「女性労働者の仕事の中断よりも，

継続をねらっていたとみてさしつかえないだろう」とし，「高度経済成長にともなう若年

労働力不足と，産業構造の変化による女性労働力需要の高まりのなかで，労働政策

はかならずしもパートタイマー一辺倒ではなかった」と評価する［1990:85］。 

ただし，その一方で，当時の働く女性を取り巻く状況は，塩田［2000］の指摘にもあ

るとおり，「企業は高度成長下の労働力不足を補う方策として，技術革新と機械化とで

単純化された作業をなすに足る労働力を，子育てを終えつつある家庭の主婦に見出

した。一方，主婦の側にも，家事や育児に支障のない働き方ができて，しかも膨張する

家計を補う程度の賃金収入を得ればよいといった了解があった」というのが実態であっ

た37。そのため，勤労婦人福祉法は性別役割分業を前提としたうえで，働く女性に対し

てのみ職業生活と家庭生活の両立を説き，事業主に対しては，育児休業や母性健康

管理の努力義務を示すにとどまったといえよう。 

働く女性を主要な対象に据えた勤労婦人福祉法は，「これまで個別に行われてきた

女性労働者に対する労働・厚生行政による福祉的対策を，総合的かつ一体的に推進

するための根拠法としての基本的性格をもつ立法として登場した」38ものではあるが，

その対象である「勤労婦人」とは，既婚女性が念頭におかれ，女性の家族的責任を強

調した上で「家庭と仕事の両立」を目指すものであった。そのため，働く女性を一個人

として捉え，その福祉を目ざしたものとは言えない。さらに，この時期は結婚退職制や

若年定年などの制度も一般的であり39，一定の年齢を迎えれば結婚することが当たり

 
36 伊岐［2011：55］，より引用。 
37 実際，「女子パートタイム雇用に関する専門家会議」は，「女子パートタイム雇用の現状と当面の

諸対策について」（1969年）において，女性のパートタイム労働の増加について，「昭和 38年頃か

ら急速に増加しつつあるものと思われる」とし，その背景には，「労働力不足とそれにともなう賃金の

上昇が著しく」なったことや，供給側の要因として，「ライフサイクルの変化」や「家庭責任との両立」

と「短時間就業に対する選好」などもあり，「フルタイム雇用に比し，時間的にも仕事の内容からみ

ても職業経験のない，あるいは，職業生活の中断期間の長い既婚婦人が就業しやすいと感じさせ

るものを持っている」ことなどを指摘している。 
38 浅倉［1991：347］，より引用。 
39 大森［2017］によれば，この時期，企業側が「女性を非正規雇用化するだけにとどまらず，さらに

結婚退職制および若年対象性を組み合わせて導入する事例がいくつもみられる」という。そして自

発的に結婚退職する女性にとって「退職金割増が望まれた」という側面に留意すべきとしつつ，

「結婚・若年退職制や結婚退職の退職金優遇は，ある年齢までに結婚するよう女性たちに迫る“社

会的圧力”として働いたことも忘れてはならない」と指摘する。 
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前とされた時代でもある。女性全般に対し，結婚し子どもを産み育てることが期待され

るなかで，働く女性は結婚・出産により退職し，その後，子育てがひと段落就いたらパ

ートタイムで復帰する，という M 字型のカーブを描く働き方が形成され定着してきたの

がこの時代と言えるだろう。 

 

３．雇用機会均等法成立－男女平等に向けて－  

（１）パートタイム労働の定着と法制化の兆し 

第 1 次オイルショック（1973 年），第 2 次オイルショック（1979 年）と，1970 年代に入

ると経済は低成長期にはいる。1975 年の『婦人労働の実情』によれば，この時期，景

気後退に伴い雇用の停滞が見られ，企業の雇用調整策により女子雇用者数は減少

に転じ，労働時間も短縮傾向が進んだ。そのなかで，「週 35 時間未満の短時間就業

者数は 49 年現在 184 万人で，40 年当時（42 万人）の 4 倍以上に増加しており，この

間の女子雇用者の増加率を上回る伸びを示してい」た40。 

さらに産業構造の転換により，サービス業や小売業，飲食店等の第 3 次産業の割

合が大きくなった。これらの産業は，従来から女性比率が高く，また非正規従業員の

割合が高いという特徴もある。そのような背景のなかで，「当初，高度経済成長下の労

働力不足の時代に限って生じる一時的なもの」41と予想された主婦パートは，労働力

不足という理由ではなく，人件費の安い，調整可能な労働力としてますます定着して

いった。 

パートタイムの量的な増大に伴い，パートタイム対策についての施策化も進み始め

た。1980 年代にはパートタイム労働者専用の職業紹介機関であるパートバンクが設置

され，雇い入れ通知書によるモデル様式の普及による労働条件の明確化促進などの

対策が進んだ。1984 年には「パートタイム労働対策要綱」が策定され，これに基づい

て施策が講じられる［松原，1994：53；堀江，2005：190‐197；伊岐，2011：103‐105］。そ

の後，労働省婦人局により設置された「女子パートタイム労働対策に関する研究会」は，

1987 年 10 月に報告書「今後のパートタイム労働対策の在り方について」を公表し，

「パートタイム労働者福祉法（仮称）」の早期制定が必要だと示した［松原，1994：68‐

73；堀江，2005：190‐197；伊岐，2011：103‐105］。この報告を踏まえ，1988 年には「パ

ートタイム労働問題専門家会議」よる「パートタイム労働専門会議」（中間報告）が示さ

れるが，早急な立法に向けた提言には至らなかった。その背景について，伊岐［2011：

112］は「パートタイム労働者の就業条件の整備のために事業主に一定の義務をかけ

 
40 労働省婦人少年局［1975：10］，より引用。 
41 塩田［2000：47］，より引用。 
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る等の内容について労使の合意形成が不可能であれば，労働省も立法についての

決断をするのは難しかった」と指摘する。 

1989 年には労働省が「パートタイム労働指針」を告示し，「パートタイム労働対策要

綱」（1984 年）に示されていた事項に加えて，「期間の定めのある労働契約のもとで更

新の際の労働契約期間をできるだけ長くすること，賃金・賞与・退職金について，就業

実態や通常の労働者との均衡等を考慮して定めること，就業の実態に応じて教育訓

練を実施すること等について努力を求める内容」が追加された［伊岐，2011：113］。こ

のように，パートタイムの労働条件の整備に向けた動きが続いているものの，1980 年

代には法制化には至らないままであった。 

 

（２）「国連婦人の十年」と女性の社会的地位向上に向けた気運の高まり 

国際的な動きに目を向ければ，1967 年の国連における「女子差別撤廃宣言」の採

択，1975 年の「国際婦人年」，そしてそれに続く「国連婦人の十年」により，この時期は

女性の社会的地位向上に向けた機運が高まった時期でもあった。 

国内では，1975 年に内閣総理大臣を本部長に「婦人問題企画推進本部」が設置さ

れ，女性行政関連施策の整備は急速に進んでいった。1979 年の国連総会における

「女子差別撤廃条約」の採択を受け，日本国政府も同条約批准にむけた諸条件の整

備を開始した。そのなかで，国内法の整備の一環として，雇用分野における男女の均

等な機会と待遇確保に向け，男女雇用機会均等法が勤労婦人福祉法の改正という形

で 1985 年に制定された。その翌年の 1986 年には労働基準法も改正され，時間外労

働規制の廃止や深夜勤務ができる業務の拡大など，女子保護規定が緩和された。 

男女雇用機会均等法は，募集・採用，配置・昇進，教育訓練等，雇用管理の各ステ

ージにおける性別を理由とする差別の禁止，婚姻・出産等を理由とする不利益取り扱

いの禁止などが定められたものである。同法は「従来の性役割分業を前提とする性別

の雇用管理から，性役割分業を解消する男女を問わない個別の雇用管理を促進する

第一歩となりうる」42ものであった。ただし制定当初は，差別禁止の対象が女性に限定

されており，募集・採用や配置・昇進に関する均等処遇も「努力義務」にとどまっていた。

また，同一管理区分内での均等を求めていたことから，結果として，総合職と一般職と

いうコース別人事を生み出すなどの課題も多かった。特にコース別人事制度は，一部

の大卒女性に対しては，総合職として転勤・長時間労働など男性と同じ働き方を求め

るものであり，それ以外の女性については，「一般職」として補助的な業務に就き，均

等法以前と同じように一定の年齢がくれば結婚による離職が暗に求められ，結果とし

て，女性労働者において，階層の違いによる格差を生み出したという一面もあった。 

 
42 塩田［2000：68］，より引用。 
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また，女性差別撤廃条約の批准に向けた動きは，公的年金制度にも影響を与えた。

1985 年の改正により，国民年金の改正による基礎年金制度が創設され，第 3 号被保

険者制度が発足した。これにより，これまで年金に任意加入していないために，離婚

により無年金になる可能性のあったサラリーマンの無業の配偶者（主に専業主婦）に，

保険料の負担なく第 3 号被保険者として国民年金に加入することが義務付けられた。

ただし，横山の指摘にもあるように，個人単位の年金権とはいえ婚姻上の地位が拠出

を左右すること，専業主婦世帯は無拠出で共働き世帯と同額の基礎年金を受給でき

ることなどから，「加入者間の平等に大いに問題を残している」ものであったといえよう

［2002：348］。 

税制においては，1986年に配偶者特別控除が創設された。これは既婚女性がパー

トタイムで働くことで，配偶者控除適用除外となり世帯全体の手取り額が減少する手取

りの逆転現象をなくすためのものであるが，「いわゆる最高限度額一三〇万円という夫

の被扶養の枠内に収まる（パートタイム）就労である限り，税も社会保険料の支払いも

免除されるというもので，そのような形の『主婦パートタイマー』の選択に大きなインセン

ティブを与えるもの」43であった。結果として，年収を一定の範囲内に抑えるために就

労時間を調整する「就業調整」という働き方が導きだされるなど，性別役割分業をさら

に強化するものでもあった。 

このように，男女平等に向けた国際的な潮流において，女性差別撤廃条約の批准

を契機に，男女雇用機会均等法の制定，基礎年金制度の創設のほかにも，国籍法の

改正（1984 年），家庭科の男女共修（1994 年）など，男女平等に向けた様々な法制度

も整備された。しかし社会的には性別役割分業意識が解消されるような意識の変容に

至ったとは言い難いのが実情であった。 

男女雇用機会均等法以降，働く女性には企業の第一線で活躍する人も増加していっ

たが，多くの女性は，コース別人事のもとで，一般職として結婚・出産による退職を暗

黙の前提として働いており，男性稼ぎ主モデルは依然として継続した。また，女性に対

する雇用の場が拡充されたにもかかわらず，家事・育児等のケア役割負担は依然とし

て女性に偏っており，総合職として就職した女性の多くも，結婚や育児を理由に離職

を余儀なくされた。離職した元総合職の女性の多くは，その後，パートタイム労働という

形で再就職するという M 字型カーブに沿った就業形態をたどることにより，女性の非

正規雇用化はますます進展していった。さらに，たとえ就業を継続していたとしても，

「男性とは異なり上位役職に就けない『ガラスの天井型』や，昇進スピードが男性より遅

 
43 久場［1994：313］，より引用。 
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い『昇格遅れ型』の異動パターンを取る女性が半数を占める」44というのが実態であっ

た。 

男女雇用機会均等法成立と同年には，労働者派遣法（正式名称「労働者派遣事業

の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律」）が制定さ

れる。労働者派遣法は，これまで職安法により禁止されていた「労働者の供給」（職安

法第 44 条）のうち，「供給元と雇用契約を結び，供給先の指揮命令を受けて，供給先

のために労働に従事させる形態のみを『労働者派遣』として抜き出し，適法」45とされた

ため，一般職の女性の業務の多くが派遣労働に置き換えられていくということも起きて

いった。1986年からのバブル経済という景気拡大期において雇用が増大するなかで，

特に女性の雇用は著しく増加するが，その増加の内訳を見ると 6 割が非正規雇用に

おいて増加しており，女性雇用の非正規化傾向は，この時期一層進行したことが確認

できる。 

 

４．就業形態多様化の時代  

（１）バブル経済崩壊と就業形態多様化の進展 

1991年にはバブル経済が崩壊し，日本経済は長い低成長期に突入する。この時期

に学校卒業期を迎えた人たち，いわゆる「就職氷河期」世代は，望む就職先が決まら

ないために，フリーターや非正規雇用などの不安定就労という形で労働市場に出るこ

とになった。また，たとえ就職できたとしても本人の望む業種や企業での就職が叶わず，

それ以外の企業での就職を余儀なくされたことによるミスマッチから，十分な能力開発

の機会を得ることないまま，早期に離転職を繰り返すことで，転職時に企業に評価され

るような職務経歴を積めない状態におかれた。同時に経済のグローバル化を背景に，

労働法制の規制緩和も相次ぎ，雇用形態はますます多様化し非正規労働者は増加

の一途をたどっていく。 

1985 年に制定された「労働者派遣法」は，労働力の需要調整機能の発揮と派遣労

働者の就業条件の整備と福祉の増進を図ることを目的とし，制定当初はソフトウェア開

発，通訳・翻訳など，専門的な知識や技術，経験を必要とする 16業務（制定当初は 13

業務）に対象業務を限定していた。しかし 1996 年に新たに 10 業務が追加され，対象

業種は 26 業務にまで拡大する。そして，1999 年には派遣対象の業種が原則自由化

され， 2003 年にはこれまで禁止業務とされていた製造業においても解禁された。これ

らの改正を受け，これまで一般職として採用された女性が多く担っていた一般事務や

 
44 大石［2012：110］，より引用。 
45 神林［2017：377］，より引用。 
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営業事務，経理等の事務業務が派遣に置き換わっていっただけでなく，製造業の解

禁を受け男性においても派遣労働者は大きく増加することとなった。 

また，これまで女性労働政策の中心的な議題の一つであったパートタイムをめぐっ

ては 1993年にようやく立法化に至り，「パートタイム労働法」（「短時間労働者の雇用管

理改善に関する法律」）が成立する。パートタイム労働法では，労働条件の文書明示

の努力義務や，事業主が講ずべき雇用管理改善の措置に関して（旧）労働大臣が指

針を定める旨などが定められた。しかし，そこで示される施策は「指針」でいわれてい

た範囲にとどまり，「女性労働者からは，『指針』に比べても『後退している』」と言われる

ようなものであり，法律の制定に際しても，使用者の一貫した反対姿勢が影響したため

か，「パート労働法をめぐる政治過程は均等法とは比較にならないほど，盛り上がりを

欠いたものとなった」（堀江［2005:212‐213］）。 

しかし，その後の 2007 年改正において，労働条件の文書交付等による明示，通常

の労働者との均衡のとれた待遇の確保，正規雇用への転換推進，苦情の自主的解決

および紛争解決の援助などの改正がされ，その内容の充実が図られた［伊岐，2011：

237］。川田［2013］が指摘するように，「主として行政指導の根拠規定にすぎなかった

が，2007 年のパートタイム労働法改正により，労働契約内容を規律する『労働契約の

法』の体裁を整えるように」なったといえる46。 

 

（２）家族的責任を有する労働者条約の批准に向けて 

また，この時期には少子高齢化を背景にこれまで女性のみを対象としてきた家庭生

活と仕事の両立に関わる制度が，ようやく男女ともに対象とする形へと整えられていっ

た。これまでは，性別役割分業意識のもとで女性が家族的責任を有することは自明の

ものとされ，育児休業などの職業生活と家庭生活の調和に向けた制度は女性のみを

対象に充実が図られてきた。しかし 1992 年の育児休業法（正式名称「育児休業等に

関する法律」）の施行により，男女労働者の法的権利となった。その後 1995 年には，

「育児・介護休業法」（正式名称「育児休業等育児または家族介護を行う労働者の福

祉に関する法律」）に改正され，男女ともに介護や育児等の家族的責任を有する労働

者への機会と待遇の均等を目ざすよう法制度も整った。これにより，1981 年に採択さ

れたＩＬＯ第 156号条約「家族的責任を有する労働者条約」をようやく批准することにな

る。 

 
46 2008年の一部改正により，昇給，退職手当，賞与の有無の文書交付等による明示義務等が示

されるなど，その後も改正が重ねられている。2014年の改正では，「短時間労働者の待遇の原則」

（第 8条）が新設され「通常の労働者と差別的取り扱いが禁止されるパートタイム労働者」の対象範

囲が拡大された（第 9条）。 
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また，男女雇用機会均等法も 1997 年の第 2 次改正において，募集・採用，配置・

昇進に関する均等取扱いがそれまでの努力義務規定から禁止規定化され，セクシュ

アルハラスメントについても事業主の配慮義務が定められた。また同時に，労働基準

法の時間外・休日労働や深夜業の規制が解消され，母性保護以外の女性保護規定

が廃止されることとなった。続いて，2006 年の第 3 次改正では，募集・採用，配置・昇

進等について男女双方に対し性別を理由とする差別的取り扱いが禁止された。さらに，

募集・採用における身長・体重・体力要件や，コース別雇用管理制度における総合職

の募集・採用時の全国転勤要件，昇進における転勤経験要件を合理的理由なく付す

る，いわゆる「間接差別」についての禁止規定も追加となった。また，職場におけるセク

シュアルハラスメント防止規定については，女性労働者だけでなく，男性労働者につ

いても対象に追加され，男女労働者に対する雇用管理上の措置義務規定となった。 

これまで女性を特に保護すべき労働者として男性を上回る保護を義務付けるなど，

働く女性の福祉という視点から女性を対象に整備されてきた施策が，ようやく ILO156

号条約に規定された男女ともに「家族的責任を有する労働者」として扱われるようにな

った。男女双方に対して差別の禁止が法律に明記されるに至り，女性のみを保護する

片面的な側面が解消されたといえる。 

しかし，法律面では男女ともに「家族的責任を有する労働者」と認識されるに至った

とはいえ，個々人の就業形態の選択という点では家族的責任との両立を考慮したうえ

で，「自らの意思」により非正規雇用という就業形態が選択されていることは否めない

だろう。パートタイムにしても，派遣労働にしても，雇用体系の多様化の背景には，需

要側のニーズだけでなく，供給側が多様な働き方要請するという現状もある。雇用形

態の多様化に伴い，女性たちの多くは，ますます「自らの意思」によりパートタイムや派

遣労働などの非正規雇用を選択していくことになる。ただし，たとえ「自らの意思」によ

り非正規雇用を選択しているとしても，女性に家事・育児・介護等をはじめとするケア

労働や家族的責任があるとされるなかで，社会からの期待を背景に女性自らが選択し

ている，あるいは選択せざるを得ない状況に置かれていることに，注意することが必要

であろう47。 

 

 
47 たとえば三山［2018］は，スーパーで働くパートタイマーの事例の分析を通じて，「パートは扶養

されている人たちであるという前提で，契約労働時間制度が作られている」と指摘したうえで，「被

扶養者が自活できない賃金は，特定の生活スタイルを人びとに強要するものとなる」と分析する。ま

た，正社員には，男女を問わず管理・経営業務の担い手として，「空間的時間的制約なしに働く」と

いうケア無しモデルというべき働き方が，労働力再生産を担っている労働者を，中核的な正社員雇

用からドロップアウト・排除させていると指摘する。つまり，待遇が良くても正社員になりたくない人が

一定数あるということであり，「一人で育て働いているひとり親」労働者を，労働基準の設定標準に

据えるべきと主張する。 
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５．不安定雇用対策と「働き方改革」  

（１）セーフティネットの強化 

2008 年の「リーマンショック」を契機に，世界規模での金融危機が発生した。これ以

降，「派遣切り」という言葉に代表されるような契約途中での打ち切りや，次期契約の

更新の取りやめなど，派遣労働者が雇用の調整弁として使われている事態があからさ

まとなり，非正規雇用という就労形態に対して社会の関心が集まった。 

特にこの年の年末に開催された「年越し派遣村」をめぐる一連の報道は，雇用を失

うことで，同時に住まいも失う場合があることを明らかにした。これまでは，親や夫という

同居家族があることにより，住まいもあり扶養家族という形で社会保障の枠組みのなか

にあると考えられていた非正規雇用で働く人々が，実際には家計補助的な働きとして

ではなく，生計の主たる担い手として働く単身世帯も多いことを露わにした。特に，住

宅保障をはじめ，企業福祉や家族による提供に頼ってきた戦後日本における社会保

障制度において，企業福祉の対象とならない非正規労働者は結果として社会保障の

仕組みから排除されていることがより明確となった48。 

このような状況を受けて，非正規労働者に対するセーフティネット機能を強化する必

要が認識され，雇用保険と生活保護の間を補完する仕組みとして，「第二のセーフテ

ィネット」である「生活困窮者自立支援法」の法制化などが行われ，住宅支援給付や就

業支援を目的とした生活資金や住宅入居の貸付支給などの制度が整えられていった。 

2009年の雇用保険法改正によって，雇用保険の受給要件が緩和され，雇止めにあ

った場合も解雇と同様の取り扱いとなり，再就職が困難な場合の支給が強化された。

また 2011 年には「求職者支援制度」により，雇用保険を受給できない者で，就職を希

望し支援を受けようとする者に対し，職業訓練受講給付金が支給されるようになるなど

の施策がとられた。 

その後 2012年には「生活困窮者自立支援法」が成立し，2015年より施行された。こ

の法律は，生活保護受給者や生活困窮に至るリスクの高い層の増加を踏まえ，「最後

のセーフティネット」である生活保護に至る前の段階での包括的な相談と支援の充実

を図ることで，自立を支援しようとするものである。前述した求職者支援制度とともに，

「第 2のセーフティネット」に位置づくものであり，自立相談支援事業による生活全般に

わたる横断的な相談支援や，離職等により住むところを失う恐れがある人へ住居確保

 
48 伊藤［2013：151‐152］は，エスピン―アンデルセン［2000］の福祉レジーム論を引き合いに，従

来の福祉国家論では，社会保障を担う「国家」（政府）の役割のみが強調され，「市場」（企業福祉）

の果たす役割が軽視されてきたとする。ただし日本においては，正規労働者に対して「住宅手当」

が支給されていることから，政府の社会保障だけでなく「企業福祉」による福祉生産が行われてき

た点を指摘する。また，1990年代後半以降，「企業福祉の対象とならない非正規労働者の活用，

派遣労働者や請負労働者など外部人材の活用」というかたちで，「市場」の福祉生産が縮小してき

たと述べる。 



23 

 

給付金の支給，就労準備に向けたサポートや，中間的就労など，包括的な支援体系

を創設し，生活困窮者の自立と尊厳の確保と，支援を通じた地域づくりを目指した。 

 

（２）非正規雇用をめぐる施策の整備 

そのほかにも，就業形態の多様化に伴い，非正規雇用をめぐる施策はさらに整備さ

れていった。個別労働紛争が増大したことなどを背景に，2007 年には「労働契約法」

が制定され，労働契約の基本的なルールが明確化された。2012 年の改正では，無期

転換ルールが導入され，同一企業との間で有期労働契約が 5 年を超えて更新された

場合には，労働者の申し込みにより無期労働契約に転換されることとなった。これは，

有期労働契約の反復更新のなかでの「雇止め」の不安の解消を図るものであった。た

だし更新上限を設定することで通算 5 年の契約が終わる直前に雇止めが行われるな

どの問題も生じている。労働政策研究・研修機構「無期転換ルールへの対応状況等

に関する調査」結果（2019 年）をみると，有期労働者のなかには，「辞めにくくなるから

（長く働くつもりはないから）」，「責任や残業等，負荷が高まりそうだから」，「無期労働

契約ではなく，正社員になりたいから（無期労働契約に移行してしまうと，正社員になり

にくくなる恐れがあるから）」など，働き方の負担感への忌避や，無期労働契約と正規

雇用との相違点に警戒心から，無期転換を希望しない人がいることもわかった。 

派遣労働については，2012 年の派遣法改正において，はじめて法律の名称に「派

遣労働者の保護」が明記された。目的規定に，派遣労働者の保護と雇用の安定を明

記し，保護法としての側面を強化された。日雇い派遣の原則禁止など，事業規制を強

化し，派遣労働者の無期雇用化と待遇改善や，直接雇用への移行などが規定される

など，派遣労働者の保護がはっきりと示されるに至った。 

2018年に成立した働き方改革関連法では，個々の事情に応じた多様で柔軟な働き

方を自分で選択できるための「働き方改革」に向けて，労働時間法制の見直しによる

働きすぎの防止やワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組みと，雇用形態に関わ

らない公正な待遇の確保に向けた措置が取られた。 

そして，2019 年には，いわゆる「就職氷河期世代」の支援に向けて「就職氷河期世

代支援推進室」が内閣官房に設置された。1990 年代から 2000 年代の雇用環境が厳

しい時期に就職活動を行った人々のうち，「不本意非正規」労働者と，無業者，そして

社会参画に向けた支援を必要とする人などを対象に，「就職氷河期世代活躍推進プ

ラン」を策定し，ハローワーク，地域若者サポートステーション，ひきこもり等を対象とす

る各種支援機関等，地域基盤を活用した地域一体の支援を目指した。就職氷河期支

援は，西村［2021a:120］が指摘するように「単純に非正規雇用者を正規雇用者に転換

するというわけではなく，この世代の生活困窮者あるいは引きこもりなどの無業者を対
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象としているとも読むことができる」ものであり，この世代が抱える幅広い将来への不安

に対応することを目指して，「きめ細やかな伴走支援型」で相談，教育訓練から就職ま

での切れ目のない支援と，個々人の状況に合わせた寄り添い支援を意図している。ま

た，2021 年の行動計画をみると，特に女性向け就労支援として，デジタルスキル取

得・向上のための学び直し・教育訓練のほかに，様々な課題を抱える女性や若年女

性などの対象を想定したうえで，ＮＰＯ等の民間知見を活用したアウトリーチ型の支援

等が示されている。 

 

６．女性労働を取り巻く状況・施策を振り返って 

ここまで，戦後以来の働く女性を取り巻く法施策を再確認するなかで，働く女性の増

加，雇用形態の多様化，セーフティネットの必要性の高まりなど，その時々の社会状

況や要請に応じて様々な手立てがされていることが確認できた。しかし，非正規雇用

の女性に対象を特化した施策はない。生活困難な状況にある人，就職氷河期世代に

当たる人，など，それぞれが置かれた状況に応じて活用できる施策があるのみだ。 

雇用に関する施策という点で考えれば，取り立てて特定の女性に特化した施策を検

討する必要はなく，雇用形態別の支援があれば十分であるという考え方も成り立つで

あろう。しかし，特定の対象を想定した支援としては，2000 年代に入ってようやく若年

層，特定の集団として就職氷河期世代に対する支援も始まったが，これらは男女を共

に対象とするものであり，特に女性に対する視点を持った支援という点では十分では

ない。 

税制や年金制度の在り方について，性別役割分業意識があることが繰り返し指摘さ

れてきていることからもわかるように，女性は親や夫などに扶養される存在として長く位

置づけられてきた。また，非正規雇用に着目されるときも，実労働数でみれば女性が

多いにも関わらず，フリーター議論においても，リーマンショック以降の経済危機の際

の報道でも，非正規雇用施策の対象としてイメージされるのは男性である。実際の施

策がどうであれ，一般的にそれらの施策の対象者として第一に男性が想起されるとい

うことは想像に難くない。 

ここまで見てきたとおり，非正規雇用の女性を重点的な対象とした施策はこれまでな

いことは明らかだが，鈴木［2013:75］が指摘するように，「未婚女性の困窮者支援が新

たな縦割りの支援療育を増やすものであってはならないだろう。これまで関連する支

援領域，さらにはこれまであまり存在が見えていなかった領域において可視化され，

自らの支援対象として認識されることが第一」にあるという点に注意することが重要であ

る。つまり，非正規シングル女性を対象とした施策がないわけではなく，活用可能な法

施策の数々に対して，支援する側が彼女たちを支援の対象として十分に認識してい
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ないこと，当事者自身が自らが支援の対象であること，そしてこれらの法施策を利活用

する立場にあるという意識を持っていない，あるいは持ちにくいという点に課題がある

のではないだろうか。そして，このような状況にあることの背景には，施策の基本単位

が「世帯」であることから，家族から離れた単身の場合に活用できるものが少ないこと，

また，それらの根底には性別役割分業意識があることなどが影響しているといえよう。 
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第 2章 女性にとって「自分の都合の良い」働き方とは何か 

―「行動」と「解釈」の視点からみる非正規雇用という就業形態の選択理由－ 

 

１．はじめに 

近年，少子高齢化の進展による労働力人口減少への対応として女性の労働参加が

ますます期待されている。経済のグローバル化・サービス化に伴い雇用が多様化する

なかで，わが国では 1980 年代以降，女性の雇用労働への進出傾向が著しい。総務

省「2019年労働力調査年報」によれば，女性の労働力人口（15歳以上人口のうち，就

業者と完全失業者を合わせた人口）は 3,058 万人と前年に比べ 44 万人増加し，労働

力人口総数に占める女性の割合は 44.4％と過去最高を更新した49。また，10年前と比

較して全ての年齢階級で労働力率は上昇しており，長年わが国の女性労働における

課題とされてきた M字型カーブ50は，諸外国と同様の台形型に移行している。 

しかし，ここで注意してみるべきは，女性雇用者数の増加は正規雇用ではなく非正

規雇用の増加によって達成しているという点である。「2019 年労働力調査年報」51にお

いて，女性の雇用者数 2720万人のうち，正規の職員・従業員は 1161万人，非正規の

職員・従業員は 1475 万人であり，女性の雇用者総数に占める非正規の職員・従業員

の割合は 56.0％と半数を超えている。また，非正規雇用の割合を年齢階級別にみると，

女性では「35～44 歳」以降のすべての層で非正規雇用の割合は 5 割を超え，年齢層

が上がるごとに割合は高くなっている。つまり，女性雇用労働が増加し M 字型カーブ

に変化がみられるといっても，それは非正規雇用の増加によりもたらされている。その

一方，1990 年代半ば以降の景気低迷期における企業の雇用再編によって，新規学

卒者の一定部分はパートタイム労働者や派遣社員などの非正規雇用となり，さらに

2008 年末のリーマンショックを契機とした経済危機以降，男性の非正規労働者の存在

 
49 「2020年労働力調査年報」では，新型コロナウイルス禍のもとで，労働力人口は 2020 年平均

で 6,868万人と，前年に比べ 18 万人の減少（8年ぶりの減少）となり，女性は 3,044万人と 14万

人減少している。「2022年労働力調査年報」では，労働力人口は 2021年平均で 6,860万人と 2

年連続の減少となったが，男女別にみると男性は 3,803万人と 20万人の減少，女性は 3,057万

人と 13万人の増加となった。 
50 M字型カーブは，性別役割分業意識をもとに女性が無償で家事・育児を担うことを前提とした

男性中心の雇用慣行と家族を単位とした社会保障の仕組みに関係することは，女性労働研究の

なかで繰り返し指摘されている（久場［1991］，竹中［1994］，深澤［2000］）。つまり有配偶の女性

は，配偶者控除等の社会保険料や税の控除を通じて，「『被扶養の妻』の地位に留まることに，経

済的なメリットが与えられている」［竹中，1994：20］ため，年収を一定に抑えられる労働時間の調整

（就業調整）が可能な働き方としてパートタイム労働を選択することが多く，それは「主婦」による働

き方として定着した。 
51 2019年末からの新型コロナウイルスの影響が労働力人口等の統計結果に影響を与えているこ

とと，本論文で主に取り上げる「大阪市調査」の実施が 2018年であったことを考慮し，本章で取り

上げる各種政府統計調査は主に 2019年の結果を中心に引用する 
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に注目が集ったことで，非正規雇用の低収入や不安定雇用，将来不安といった課題

が浮き彫りとなった52。このように，非正規雇用において，これまでその中心であった女

性のパートタイム労働者や学生アルバイトだけでなく，若年者や男性において非正規

労働者の増大が進んでいる。そのため，非正規労働者は「家族のだれかに経済的に

扶養されており，低賃金で有期雇用であっても生活には困らない」［野依，2017:1］と

考えられてきたこれまでの前提を問い直す動きが活発化しつつある。 

政府は，「正社員として働ける会社がなかった」という理由により非正規雇用で働く

いわゆる「不本意非正規」を対象に，正社員転換や無期転換など積極的な非正規雇

用対策を展開しているが，「2019 年労働力調査年報」をみると，施策の対象となる「不

本意非正規」は非正規労働者の 1 割ほどであった。一方で，非正規雇用の大半を占

める「不本意」以外の非正規労働者は，果たしてどのような理由でその就業形態を選

択しているのだろうか。これまで，いわゆる主婦パートやフリーター，派遣労働者にお

いて，非正規雇用という働き方は「自分の都合のよい」働き方として，「自発的」にある

いは「本意」に選択された就業形態であると肯定的に捉えられてきた側面がある。しか

し，大沢［2020：83］は，「女性は『自由な選択』によってパートにつくという見方が，依

然として根強」くあるなかで，「女性たちの『選択』がどれほど本当に『自由』か問いかえ

す必要がある」と指摘している。近年の労働者を取り巻く環境の悪化や未婚率の上昇

に伴うシングル化の進行53を考えあわせると，多くの女性労働者が本当に「自分の都

合のよい」という理由で非正規雇用を選択しているのだろうか。この点こそ，詳細に検

討されなくてはならない54。 

本章の目的は，次の 2点である。第 1に，女性が非正規雇用という就業形態を選択

する理由に焦点をあて，非正規雇用で働く女性にとって「自分の都合がよい」とはどの

ようなことを指すのかを明らかにすることである。先行研究において，「自発パート」，

 
52 これらの背景には，社会経済の変化，とくに産業構造の転換と景気変動への対応が進行するな

かでの雇用形態の多様化がある。ただし，雇用形態の多様化について大森［2014：26］は，「性別

でみれば，雇用形態が多様化しているのは，圧倒的に女性側である」と指摘する。 
53 木本［2003：18］の指摘するとおり，「実際には，晩婚化や未婚化によってシングル女性も徐々に

増えてきており，また子どもを持たない女性もいる」にもかかわらず，未だに強固な近代家族モデル

規範を背景に，「女性を『主婦』の家計補助的就労者として位置づけ，未婚女性はその予備軍たる

短期勤続者」と見立てた日本的雇用慣行は維持され続けてきた。 
54 久場［1994：312］もまた，「女性のパート就労のなかには，正規就労への道を閉ざされた『非自

発的パートタイマー』だけではなく，仕事と家庭との両立のために，一般的労働者よりも短い時間を

自ら選ぶ『自発的パートタイマー』が含まれている。とはいえ，『主婦パートタイマー』の創出をめぐ

っては，たんに女性の選択の問題としてみることはできない。なによりも，女性の選択が，国家や企

業のすすめる政策・制度によって左右されていることも見落とすことはできない。八〇年代には女

性に関係する税制度や社会保険制度の手直し，また男性（世帯主）優先の賃金政策がすすめら

れ，そもそもそれらが就労における女性の選択に大きな影響を与えるものとなっている。」と指摘す

る。 



28 

 

「不本意非正規」などの表現で用いられる「自発／非自発」「本意／不本意」という用語

は，その指し示す定義が自明であるかのように用いられている。しかし，定義は曖昧で

あり，その意味も重なり合いながら使用されていることが多い。第 2 に，女性にとって非

正規雇用という働き方が，「誰にとって都合がよいのか」，「なぜ都合がよいと思うのか」，

「どのように都合がよいのか」を明らかにし，個々人の判断基準である「自発／非自発」

と「本意／不本意」との関係を明確にすることである。これらの点を明らかにすることで，

非正規雇用全体に対する政策的インプリケーションと社会保障政策との接合に関する

有用な知見を得ることができるであろう。 

 

２．先行研究にみる就業形態の選択理由の位置づけ 

 これまで非正規雇用という就業形態の選択理由を取り上げた研究では，就業形態の

選択理由と，その行為を選択するに至る判断を推し量る基準として「自発／非自発」

「本意／不本意」の用語を用いて分析がなされてきた。本節では，先行研究において

これらの用語がどのように使われているか，また就業形態の選択理由をどのように評

価しているかを確認する。 

非正規雇用という就業形態の選択が，特に女性の場合において「自発的」に選択さ

れているとする認識は，国の施策においても非正規雇用という就業形態を積極的な意

味合いで捉える根拠となってきた。中原［2009：4］によると，国のパートタイム労働対策

は 1960 年代後半には正規雇用化を目指していたが，1980 年に入ると一転して「良好

な雇用形態」として積極的な評価に変化するという。その背景には，女性自身が自発

的にその就労形態を選択しているということ，つまり「本人の『自発性』や『属性』」とい

った個人的要因に注目した評価の視点が根拠とされていると指摘する55［中原，2009：

13］。実際，（旧）労働省官僚であった松原［1983］も，「多くの者がそれを自発的に選

択していることが示すように，女子自身の要望に合致した就労形態であり，それなりに

評価されるべきものである」56と記すなど，非正規雇用という就業形態の選択が「自発

的」な行動であると評価している。このように，政府は，非正規雇用という就業形態につ

いて「自発的」な選択によるものであり，労働者が自ら望む働き方57の一つであるとする

認識を持っているということは明らかである。 

 
55 さらに中原［2009：12］は，「ジェンダーに基づく二重基準が存在」するために，パートタイム労働

対策において「若年パートタイム労働者については構造的要因に，有配偶女性パートタイム労働

者については個人的要因に注目するといった違い」により異なる対策を生みだしているとも指摘す

る。 
56 松原［1983：122］，より引用。 
57 労働者側からみた非正規雇用のメリットについての考察の必要性について，田中［2000：94］

は，「今の段階では，パートタイム労働のメリットを評価するには至っていないという指摘もあろう。し

かし，本来パートタイムのフレキシビリティは使用者側にだけあるのではない。労働者にとっても，
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では，「自発的」な選択による非正規労働者とはどのような人を指すのか。脇坂

［1993：132－153］は，「不本意」と「自発」という用語を用い，希望労働時間，パートで

働く理由などの就業意識，労働者の持っている技能の三つについて「不本意性」とい

う切り口から女性のパートタイム労働者を分析している。脇坂は，特に就業意識につい

て，「自分の都合のよい時間に働けるから」，「勤務時間・日数を短くしたいから」といっ

た「時間」理由から自発的にパートタイムを選択していること，さらにフルタイム正社員

への希望は少ない58，という状況を明らかにした。また「時間」理由による自発的選択

については，「家事・育児・介護」理由による選択と，「余暇時間や自分の時間を大切

にしたい」という理由による選択を区別し，後者を「純粋な『自発パート』」と位置づけ，

「家事・育児・介護」理由による選択にみられる「不本意性」について着目している（脇

坂［1998：146］）。なお「不本意パート」（involuntary part-timer）という用語については，

「非自発的パート」と訳されることも多いが，日常用語として「非自発的」という言葉はな

いことから「不本意」という方がふさわしいとしている59（脇坂［1995：2］）。 

佐藤［1998］は，「非典型的労働」60 について「本意／不本意」という用語は用いず，

「自発／非自発」という用語と，それに加えて「生活重視／仕事重視」という労働志向

の類型を提示し，就労形態と労働志向の関係性から就業形態の選択を評価している。

さらに佐藤は，女性の派遣労働者およびパートタイマーは「生活重視の『労働志向』」

を有しており，特に女性の派遣労働者，既婚女性パート，若年者パート，高齢者パー

トにおいて，「それぞれの『労働志向』や就業ニーズに合致した働き方として，現在の

就業形態を自発的に選択している者が多い」61とした。そして最終的に佐藤は，自己

の「労働志向」62 に合致した働き方として自発的に選択されている場合には，「非典型

的労働」を「柔軟な働き方」を提供していると肯定的に評価する。 

 
家計補助というだけではなく，個人が自発的に選択できるという意味でのフレキシビリティが存在す

るべきである」と指摘する。 
58 ただし，「職場にパートの正社員への登用の道があるかという点も考えあわせないといけない」と

し，日本労働研究機構の調査結果から，「『今のままの勤務形態で正社員になれるならなりたい』と

いう主婦パートが，かなり多いと考えられる」と指摘する。（脇坂［1998：140］） 
59 さらに技能面において，今後の希望する仕事や労働条件の満足度などからその不本意性を分

析しており，「技能の意味での不本意パートと対になる用語」としては「自発的パート」はそぐわず，

「『満足パート』『本意パート』などが考えられるが，いいものはない」としている（脇坂［1995：26］）。 
60 佐藤［1998：2］は，「典型的労働は，『特定の企業と継続的な雇用関係を持ち，雇用先の企業で

フルタイムで働くこと』を意味し，それ以外が非典型的労働となる」とし，「両者は重なる部分が多い

ものの，非典型的労働のすべてを非正規労働によって包括することはできない」とし，非正規労働

ではなく非典型的労働という用語を用いている。 
61 佐藤［1998：11］，より引用。 
62 厚生労働省「1994年就業形態の多様化に関する総合実態調査」の「あなたは生活と仕事を比

べるとどちらに重きを置いていますか」という設問への回答から生活重視指数を算出し，生活と仕

事の重視度を比較してその労働志向を分析している。 
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一方で，若年者や男性の非正規雇用の増大を背景に，近年では「不本意非正規」

に着目した研究とその取り組みが進んでいる。山本［2011］は，「不本意型」の非正規

雇用を「正規社員で働くことを希望していたが，雇ってくれる会社がなかったから」を選

択している人とし，それ以外の「賃金・労働条件・待遇などがよかったから」，「個人的な

事情から正規社員の労働条件では働けないから」，「その他」63を選択した人を「本意

型の非正規雇用」と定義している。非正規雇用で就業している雇用者の大多数は「自

ら選択している本意型」64であるが，「不本意型」は失業と同程度にストレスが大きく「失

業と同様に政策的な対応を施す必要」があり，非正規雇用問題を議論する際には，本

意型と不本意型に区別する視点が必要だとしている。また黒川［2020］は，不本意非

正規を「現在の職（非正規雇用）に就くときに『正規の職がなかったから』やむを得ず

選択した働き方を示すもの」65と定義し，女性の不本意非正規労働について年齢構成

や婚姻状態，学歴などを踏まえた特徴を整理している。分析結果より本意非正規の女

性を「家計補助的な役割にある主婦であり，非正規雇用でも十分な収入が得られるこ

とや融通の利く働き方に従事できることから，自発的に非正規雇用という働き方を選択

した女性であるといえる」66としており，「自発的な選択」という表現を「本意非正規」の

説明として用いている。これらの「不本意非正規」に着目した研究では，不本意非正規

を，就業形態の選択理由のうち「正社員として働ける会社がなかったから」という選択

肢を指すと明確に定義している。その一方で，それ以外の選択肢については，その指

し示す内容が多様であるにも関わらず一つのカテゴリーとして扱い，「自発的」あるい

は「本意」による選択として一括して分析していることがわかる。 

以上のように，これまでみてきた先行研究では，時間的要因などにより非正規雇用

という就業形態を「自発的」に選択する場合や，その選択が個人の労働志向に合致し

ている場合に，その働き方を「自発的」あるいは「本意」による選択として肯定的に捉え

ている。また国の施策においても，「自発的」選択は非正規雇用を積極的に評価する

ことの根拠となっている。しかし，非正規労働者における「不本意」という用語が指し示

す理由が「正社員として働ける会社がなかった」と明確に説明されているのに対して，

「自発」や「本意」という用語が指し示す理由は多岐にわたっており曖昧なままである。

しかも「自発的」に選択しているとされる者たちは，いわゆる「不本意非正規」以外の非

正規労働者すべてを一括して指しており，そこに含まれる多様な就業形態の選択理

由やその選択の背景について，十分に検討はされていない。 

 
63 これらの選択肢は『慶応義塾家計パネル調査（KHPS）』の個票による。 
64 山本は「非正規型」以外のすべて選択肢について「本意型」として分類しているが，「正規雇用

に伴う長時間労働などのデメリットと非正規雇用に伴う不安定性などのデメリットを比較考慮し，消

去法的に自ら非正規雇用を選んでいる人も含まれるだろう」（山本［2011:4］）としている。 
65 黒川［2020：5］，より引用。 
66 黒川［2020：13］，より引用。 
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３．政府調査からみる就業形態選択の主な理由 

非正規雇用という働き方が女性にとって「自分の都合のよい」働き方であると認識さ

れている背景には，各種政府調査において，現職の就業形態選択の主な理由として

「自分の都合のよい時間に働きたいから」という選択肢が最も多く選択されているから

であろう。この選択肢は女性だけでなく男性でも最も多く選ばれている選択肢である。

しかし，実数でみると非正規雇用で働く女性は男性の２倍以上であることや，就業形

態の選択理由は複数回答によるために「家事・育児・介護等と両立しやすいから」など

の選択理由とともに選択されていることを踏まえると，「自分の都合のよい」という表現

が「女性にとって都合のよい」という意味で捉えられていると考えられる。さらに「自分の

都合のよい」という言葉からは自発性が類推され，先行研究にもあるように，就業形態

選択における自発性が，就業形態そのものへの肯定的な評価に結びついてきた面も

ある。 

以上のように，これまで非正規雇用という働き方は女性自らが「自分の都合のよい働

き方」として選択しているとみなされてきた。一方で，前節でみたとおり先行研究では

「自発的」選択あるいは「本意」とされる選択として分類される就業形態の選択肢には，

「正社員として働ける会社がなかったから」という内容の選択肢以外がすべて含まれ，

一括して取り扱われていることもわかった。つまり，「自発的」あるいは「本意」とされる選

択には，「自分の都合のよい時間に働けるから」や「家事・育児・介護等と両立しやす

いから」以外の就業形態の選択理由も含まれているということである。 

一般的に就業形態の選択理由について触れる際に取り上げられるデータは労働力調

査の「現職の雇用形態についた主な理由」であることが多い67。労働力調査で「現職の

雇用形態についた主な理由」について調査を始めたのは 2013 年の調査票の変更か

らであるが，それ以前からも「パートタイム労働者総合実態調査」や「就業形態の多様

化に関する総合実態調査」において，現在の就業形態を選んだ理由は調査されてき

た。そこで本章ではこの 3 つの政府調査を取り上げ，就業形態の選択理由としてどの

ようなものが挙げられているのかを確認し，それぞれの選択肢とその表現の違い，調

査結果について確認する。 

 

（１）労働力調査 

労働力調査は，就業及び不就業の状態を明らかにするための基礎資料を得ること

を目的に，総務省統計局が都道府県を通じて実施しているものである。非正規の雇用

者について現職の雇用形態についている理由は，2013年より設問に登場する。 

 
67 例えば，厚生労働省が 2016年に発表した「正社員転換・待遇改善プラン」では，不本意非正規

について，労働力調査で現職の雇用形態（非正規雇用）について主な理由が「正規の職員・従業

員の仕事がないから」と回答したものと定義している。 
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2019 年の調査結果（平均）の「現職の雇用形態についた主な理由」を確認すると，

男女ともに最も多い回答が「自分の都合のよい時間に働きたいから」である。男性で

29.3％，女性で 31.2％と，男女ともに約 3 割を占める。年齢階級別にみると,女性では

「25～34 歳」を除く全ての年齢階級で，「自分の都合のよい時間に働きたいから」を選

択した人は 2 割以上を占める。一方男性では「25～54 歳」まででは 1 割を切っており,

若年層と 55 歳以上の高齢者層で 1 割～2 割を占めている。若年層だけでなく 55 歳

以上の男性でも 1割以上の人が「家計の補助・学費等を得たいから」という理由を選択

していることから,この理由を選択する人たちのなかには,若年層のアルバイトや,家計補

助的に働く「主婦パート」以外に，経済的な理由により非正規雇用として働いている人

たちが含まれていることが推察される。 

次に，「家計の補助・学費等を得たいから」は女性では 21.9％と二番目に多く,男性

でも 12.7％と三番目に多い理由となっている。また「家事・育児・介護等と両立しやす

いから」という理由を選択した人は,女性では 3 番目に多く 19.1％を占めるが，男性で

は 1.1％と最も少ないことから，家事・育児・介護といった無償のケア労働が女性に偏っ

ている状況が見えてくる。一方で，「正規の職員・従業員の仕事がないから」は 18.0％

と男性で二番目に多い理由だが，女性では 8.6％にとどまる。経年でみると不本意非

正規は減少傾向にはあるものの，男性では 25歳から 64歳までで 20.8％～35.7％と 2

割を超えており，女性でも 25～34 歳で 13.4％となっていることから，一定の数を占め

ている。 

 

図表 2－1 2019年労働力調査における雇用形態選択の主な理由 

 

（出典）総務省統計局「2019年労働力調査（年報）」，より筆者作成。 

 

（２）パートタイム労働総合実態調査 

厚生労働省では，「雇用の構造に関する実態調査」として雇用情勢に応じてテーマ

と対象を変えて不定期に実施しており，「パートタイム労働者総合実態調査」（以下，

22.3%

18.0%

12.5%

4.1%

1.1%

12.7%

29.3%

9.4%

8.6%

5.0%

4.9%

19.1%

21.9%

31.2%

その他

正規の職員・従業員の仕事がないから

専門的な技能等をいかせるから

通勤時間が短いから

家事・育児・介護等と両立しやすいから

家計の補助・学費等を得たいから

自分の都合の良い時間に働きたいから

女 男
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「パート調査」とする。）は 1990 年以降，1995 年，2001 年，2006 年，2011 年，2016 年

と，これまでに 6回実施している68。 

現職の雇用形態に就く理由については，「働いている理由」と「パートを選んだ理由」

の二段階に分けて聞いており，「働いている理由」について，「家計の主たる稼ぎ手と

して生活を維持するため」，「主たる稼ぎ手ではないが，家計の足しにするため」，「資

格・技能を活かすため」など 12項目の選択肢から聞いている。 

「パートを選んだ理由」としては，①自分の都合の良い時間（日）に働きたいから，②

勤務時間・日数が短いから，③就業調整（年収の調整や労働時間の調整）ができるか

ら，④簡単な仕事で責任も少ないから，⑤すぐ辞められるから，⑥正社員として採用さ

れなかったから，⑦正社員としての募集が見つからなかった，⑧家庭の事情（育児・介

護等）で正社員として働けないから，⑨仕事を辞めてからの期間が長く正社員として働

く自信がないから，⑩正社員として働くことが体力的に難しいから，⑪正社員のような

責任や人事異動を課されて働くことが困難・負担だから，⑫やりたい仕事がたまたまパ

ートだったから，⑬転勤がないから，⑭その他の 14 項目から，該当するものすべてを

複数回答方式で尋ねている。選択肢は調査年により変化があるが，「自分の都合のよ

い時間（日）に働けるから」という選択肢は 1990年調査から一貫して聞かれている項目

である69。 

ところで「自分の都合」という表現がパートタイムを対象とした国の調査に登場するの

は，旧労働省婦人局による 1985 年「パートタイム労働実態調査」70からで，「今の仕事

についている理由」を尋ねる 5 つの選択肢の一つとして「勤務時間帯や勤務日を自分

の都合に合わせられるから」という理由が設定されている71。それ以前に実施された

「製造業における女子パートタイム雇用個人調査」72（1966 年 2 月実施）は，国による

パートタイム雇用に関する最初の実態調査と思われるが，パートタイムという就業形態

での就労理由について，「（１）フルタイムのつとめ口がない，（２）病身のためフルタイ

ムで働けない，（３）家事のためフルタイムで働けない，（４）育児のためフルタイムで働

けない，（５）ほかに仕事を持っているのでフルタイムで働けない，（５）その他」の 5 つ

の選択肢の設定であり，そこでは「自分の都合のよい時間」という表現は用いられてい

 
68 パートタイム労働総合実態調査は 2016年調査を持って終了し，2021年からは「パートタイム・

有期雇用労働者総合実態調査」が実施されている。 
69 1990年調査では，「自分の都合よい時間に働きたいから」とあり，都合のよい時間（日）という表

現は用いられない。 
70 労働省婦人局［1985］，を参照。 
71 この調査では，「今の仕事についている理由」を①勤務時間帯や勤務日を自分の都合に合わ

せられるから，②家事・育児等の事情で通常の労働者として勤務できない，③通常の労働者として

勤務するのは身体に無理がある，④通常の労働者としての仕事がなかった，⑤知人・友人がパー

トタイムで勤務している の 5択より尋ねている。 
72 労働省婦人少年局［1965］，を参照。 
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ない。中原［2009］は，「女子パートタイム労働対策に関する研究会」（1985 年～1987

年）の前後で，それまで正規雇用化を目指していたパートタイム労働対策が，「パート

タイムを良好な雇用形態として労働市場に位置づけること」を目指す方向へと変容し，

その背景に「パートタイム労働増加の背景に社会・生活問題が存在しているという構造

的要因に注目していた視点が，自発的に就労形態を選択しているという労働者の個

人的要因に注目する視点へと変わっていった」と指摘する。「パートタイム労働実態調

査」の実施時期とも一致しており，調査票にある「自分の都合」という選択肢での文言

は労働者の自発性を問うたものであると解釈することができるだろう。 

「パート調査」の 2016 年結果をみると，パートを選んだ理由（複数回答）として「自分

の都合の良い時間（日）に働きたいから」は，男女ともに最も割合が高い（女性60.2％，

男性 47.9％）。続いて，「勤務時間・日数が短いから」（女性 43.3％，男性 28.0％）で，

男女ともに 2番目に割合が高い。男女ともに，時間の問題にかかわる課題が，パートタ

イムという働き方を選択する理由の大部分を占めることがわかる。その他の選択肢では，

「就業調整（年収の調整や労働時間の調整）ができるから」（女性 22.8％，男性 12.6％）

と，「家庭の事情（育児・介護等）で正社員として働けないから」（女性 21.7％，男性

1.9％）と，特に女性において時間の問題が選択の大きな要素として影響していること，

また「家庭の事情」には男女で明確に差が表れていることがわかる。 

 

 図表 2－2 2016年パート調査における雇用形態選択の主な理由 

 

（出典）厚生労働省「2016 年パートタイム労働総合実態調査」，より筆者作成。 
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正社員として採用されなかったから

正社員としての募集が見つからなかったから

家庭の事情(育児・介護等）で正社員として働けないから

仕事を辞めてからの期間が長く正社員として働く自信がないから

正社員として働くことが、体力的に難しいから2)

正社員のような責任や人事異動を課されて働くことが困難・負担だから

やりたい仕事がたまたまパートだったから

転勤がないから

その他

不明

女 男
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（３）就業形態の多様化に関する総合実態調査 

「就業形態の多様化に関する総合実態調査」（以下，「多様化調査」とする。）は，正

社員と非正社員の別に，働き方の多様化の実態や労働者の意識を明らかにすること

を目的に 1987 年より調査を開始し，1994 年，1999 年，2003 年，2007 年，2010 年，

2014年，2019年と，これまでに 7回実施されている。 

2014 年調査では，現在の就業形態の選択理由として，①専門的な資格・技能を活

かせるから，②より収入の多い仕事に従事したかったから，③自分の都合のよい時間

に働けるから，④勤務時間や労働日数が短いから，⑤簡単な仕事で責任も少ないか

ら，⑥簡単な仕事で責任も少ないから，⑦就業調整（演習の調整や労働時間の調整）

をしたいから，⑧家計の補助，学費等を得たいから，⑨自分で自由に使えるお金を得

たいから，⑩通勤時間が短いから，⑪組織に縛られたくなかったから，⑫正社員として

働ける会社がなかったから，⑬家庭の事情（家事・育児・介護等）と両立しやすいから，

⑭他の活動（趣味・学習等）と両立しやすいから，⑮体力的に正社員として働けなかっ

たから，⑯その他 の 16の選択肢から尋ねている。 

選択肢のうち，「より収入の多い仕事に従事したかったから」，「自分で自由に使える

お金を得たいから」，「組織に縛られたくなかったから」，「他の活動（趣味・学習等）と

両立しやすいから」という選択肢は，「労働力調査」と「パート調査」には見られないもの

であり，正社員と比べた働き方の自由さに着目した選択肢といえることができる。本調

査が，就業形態の多様化をテーマとした調査であり，非正規雇用という働き方を積極

的に評価する姿勢に基づく調査であることがうかがえる。 

2014年結果をみると，現在の就業形態を選んだ理由（複数回答 3つまで）として「自

分の都合の良い時間に働けるから」が男女ともに最も割合が高い（女性 40.6％，男性

32.8％）。続いて，女性では「家計の補助，学費等を得たいから」73 （38.2％），「家庭

の事情（家事・育児・介護等）と両立しやすいから」（35.9％），男性では「専門的な資

格・技能を活かせるから」（28.9％），「正社員として働ける会社がなかったから」（22.8％）

の順である。「家庭の事情（家事・育児・介護等）と両立しやすいから」は女性では

35.9％と 2番目に多い回答であったが，男性では 5.6％と低く，「パート調査」と同じよう

に男女により明確な差が表れた結果となった。 

また就業形態別に見ていくと，パートタイム労働者では「自分の都合のよい時間に

働けるから」（50.0％），契約社員（専門職）では「専門的な資格・技能を活かせるから」

（46.0％），派遣労働者では「正社員として働ける会社がなかったから」（37.7％）と，就

業形態によって非正規雇用で働く理由が異なる傾向にあることがわかる。 

 
73 家計補助を得たいからという選択肢は，パート調査では「働いている理由」に関する質問の選択

肢である。 
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図表 2－3 2014年多様化調査における就業形態選択の主な理由 

 

（出典）厚生労働省「2014 年就業形態の多様化に関する総合実態調査」，より筆者作成。 

 

４．各種政府調査の「就業形態の選択理由」の共通要素とその位置づけ 

（１）就業形態の選択理由の６つの共通要素 

これまで確認してきた政府調査における「現在の就業形態の選択理由」に関する選

択肢をみると，「自分の都合のよい時間」，「家事・育児・介護等との両立」，「正社員と

して働く会社がない」の 3 つは，表現に若干の違いがあるものの全ての調査で共通し

て聞かれている内容である。さらにそれ以外の選択肢についても，いくつかの共通す

る要素が見られる。それは，「時間」，「両立」，「収入」，「正社員になれない」，「正社員

性の忌避」，「資格，その他」の 6つである（図表 4）。ここでは，「就業形態の選択理由」

の 6つの共通要素について，詳細に確認する。 

 

①要素１「時間」 

まず「時間」という要素についてみていきたい。時間という要素には，自分の都合，

労働時間の長さ，通勤時間，就業調整の 4つの内容が含まれる。 

一つ目の「自分の都合」は，多様化調査では「自分の都合のよい時間に働ける」とい

う雇用側の労働条件との関わりでの表現が用いられているのに対し，パート調査と労

働力調査では「自分の都合のよい時間に働きたい」と，より個人の意思を示した表現と

なっている。また二つ目の「労働時間の長さ」はパート調査と多様化調査において「勤

務時間・日数が短いから」74という表現で尋ねられているが，労働力調査にはない選択

肢である。この選択肢は労働時間数を問題とするものであり，非正規雇用が短時間労

 
74 多様化調査では「勤務時間や労働日数が短いから」という選択肢である。 

9.3%

3.1%

10.8%

5.6%

22.8%

4.9%

21.4%

19.2%

16.1%

3.7%

14.6%

14.2%

32.8%

10.9%

28.9%

4.5%

2.9%

6.6%

35.9%

15.6%

2.2%

26.6%

21.1%

38.2%

5.2%

5.9%

15.9%

40.6%

7.5%

15.4%

その他

体力的に正社員として働けなかったから

他の活動（趣味・学習等）と両立しやすいから

家庭の事情（家事・育児・介護等）と両立しやすいから

正社員として働ける会社がなかったから

組織に縛られたくなかったから

通勤時間が短いから

自分で自由に使えるお金を得たいから

家計の補助，学費等を得たいから

就業調整（年収の調整や労働時間の調整）をしたいから

簡単な仕事で責任も少ないから

勤務時間や労働日数が短いから

自分の都合のよい時間に働けるから

より収入の多い仕事に従事したかったから

専門的な資格・技能を活かせるから

女 男
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働であるから選択されているという理解に結び付く選択肢であろう。多くの先行研究で

指摘されているとおり日本では「フルタイムパート」と称される長時間労働のパート労働

者も多数存在しており（柴田［2017］），必ずしも非正規雇用が短時間労働であるとは

言えない状況にあるが，正規雇用はフルタイムの拘束が前提であるため，短時間労働

を希望する場合は非正規雇用でないとそのような働き方が困難であることからその就

業形態を選択しているという意味に読み取れる。この点において，労働時間を問う「勤

務時間・日数が短いから」という選択肢は，のちに述べる「正社員性の忌避」という要素

であると捉えることもできるだろう。三つ目の「通勤時間」は多様化調査と労働力調査

のみにみられる選択肢である。職場への拘束性の低さと並んで，労働時間や通勤時

間の短さは結婚・育児等による離職後に再就職する子どもがある者にとって「はじめて

の再就職における求職条件」（奥津［2009：75］）であると考えられるが，パート調査で

は，通勤時間が短いことはパートタイムという就業形態の選択理由として聞いていない。

四つ目の「就業調整」は，所得税の非課税限度額や，配偶者の雇用保険・厚生年金

の加入要件などから年収を一定額以下に抑えるために就労時間を短く抑えることから

「時間」に関係する要素として捉えたい。 

 

②要素２「両立」 

次に「両立」という要素には，育児・介護などの家庭の事情との両立と，それ以外の

事情との両立の二つの内容が含まれる。家庭の事情との両立は 3 つの調査に共通し

てみられる選択肢で，多様化調査と労働力調査では家事・育児・介護の三つとの両立

を尋ねているが，パート調査では家事との両立は含まれていない。また，家庭以外の

事情との両立については，多様化調査において「他の活動（趣味・学習等）と両立しや

すいから」という選択肢があるのみである。仕事と生活の両立，つまりワーク・ライフ・バ

ランスの課題は両立のための時間の確保という視点から，一つ目の要素である「時間」

に関連したものと捉えることもできる。しかし，たとえ時間的な問題が解決されたとして

も，ケア労働は女性が担うべきものとする役割分業意識が解消されない限り，就業選

択への影響はなくならないと考えられることから，別の要素として分けて考えるべきだ

ろう。 

 

③要素３「収入」 

「収入」という要素には，家計の補助，学費，自由に使えるお金，より多い収入という

4 つの内容が含まれる。パート調査ではパートを選んだ理由とは別に，「働いている理

由」を問う設問として「主たる稼ぎ手として，生活を維持するため」，「主たる稼ぎ手では

ないが，生活を維持する／子どもの教育費や仕送りの足しにする／住宅ローン等の返
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済の足しにする／家計の足しにする」，「自分の学費や娯楽費を稼ぐため」という選択

肢により収入に関連して尋ねている。労働力調査と多様化調査では，家計の補助と学

費は一つの選択肢として尋ねている。また多様化調査ではそのほかに「より収入の多

い仕事に従事したかったから」，「自分で自由に使えるお金を得たいから」という選択

肢があり，非正規雇用を家計補助的な労働形態ではなく，柔軟で多様な就労形態の

一つとして捉えていることがうかがえる。 

 

④要素４「正社員になれない」 

「正社員になれない」という要素には，いわゆる不本意非正規と分類される「正規の

職員・従業員の仕事がないから」という選択肢の他に，多様化調査では「正社員として

働ける会社がなかったから」と「体力的に正社員として働けなかった」の 2 つ，パート調

査では「正社員として採用されない」，「募集が見つからない」，「体力的に難しい」とい

う 3 つの内容に細かく分けて聞いている。パート調査ではさらに「仕事を辞めてからの

期間が長く正社員として働く自信がない」という選択肢もある。就業形態の選択にあた

り，求人状況という社会的な側面と，体力や本人の自信といった個人的な要因がある

ことがわかる。 

 

⑤要素５「正社員性の忌避」 

「正社員性の忌避」という要素は，「簡単な仕事で責任も少ない」，「すぐに辞められ

る」，「組織に縛られたくない」といった「責任」や「拘束性」などの内容に関わるもので，

パート調査や多様化調査ではみられるが，労働力調査では聞かれていない要素であ

る。非正規雇用という働き方に対して，正社員という働き方には，働き方や業務内容に

高い拘束性があると考えらえていることがわかるものとなっている。 

 

⑥要素６「資格・その他」 

最後に，「資格」については，多様化調査で「専門的な資格・技能を活かせるから」，

労働力調査で「専門的な技能等を活かせるから」という選択肢で聞かれている。パート

調査でも，「働いている理由」を問う設問において「資格・技能を活かすため」という選

択肢がある。また，パート調査では他に「やりたい仕事がたまたまパートだったから」と

いう選択肢もあり，業種，職種と雇用形態との間に関係があることもうかがえる。 
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図表 2－4 各種政府調査における就業形態の選択理由の共通要素 

調査名 
質問文 

労働力調査 
実施年：令和元（2019）年 
 
「どうして今の雇用形態
についているのですか」 
          

パートタイム労働者総合実
態調査（個人票） 
実施年：平成 28（2016）年 
「パートを選んだ理由は何
ですか」（該当するものすべ
て） 

就業形態の多様化に関する
総合実態調査（個人票） 
実施年：平成 26（2014）年 
「現在の就業形態を選んだ
理由は何ですか。該当する
主なものを 3 つまで選んでく
ださい」 

時間 通勤時間が短いから ― 通勤時間が短いから 

自分の都合のよい時間
に働きたいから 

自分の都合の良い時間
（日）に働きたいから 

自分の都合のよい時間に働
けるから 

― 勤務時間・日数が短いから 勤務時間や労働日数が短い
から 

― 就業調整（年収の調整や労
働時間の調整）ができるか
ら 

就業調整（年収の調整や労
働時間の調整）をしたいから 

両立 ― ― 他の活動（趣味・学習等）と
両立しやすいから 

家事・育児・介護等と両
立しやすいから 

家庭の事情（育児・介護等）
で正社員として働けないか
ら 

家庭の事情（家事・育児・介
護等）と両立しやすいから 

収入 ― ― より収入の多い仕事に従事
したかったから 

家計の補助・学費等を得
たいから 

※「働いている理由」に関
する質問の選択肢として
「自分の学費や娯楽費を稼
ぐため」がある。 

家計の補助，学費等を得た
いから 

― ― 自分で自由に使えるお金を
得たいから 

 
正社員
になれ
ない 

正規の職員・従業員の仕
事がないから 

正社員として採用されなか
ったから 

正社員として働ける会社が
なかったから 

― 正社員としての募集が見つ
からなかったから 

― 

― 正社員として働くことが，体
力的に難しいから 
仕事を辞めてからの期間が
長く正社員として働く自信
がないから 

体力的に正社員として働け
なかったから 

 
正社員
性の忌
避 

― 簡単な仕事で責任も少ない
から 

簡単な仕事で責任も少ない
から 

― ― 組織に縛られたくなかったか
ら 

― 転勤がないから ― 

― すぐ辞められるから ― 

― 正社員のような責任や人事
異動を課されて働くことが
困難・負担だから 

― 

 
資格・ 
その他 

専門的な技能等をいか
せるから 

※「働いている理由に関す
る質問の選択肢として「資
格・技能を活かすため」があ
る。 

専門的な資格・技能等を活
かせるから 

― やりたい仕事がたまたまパ
ートだったから 

― 

その他 その他 その他 

（出典）総務省「2019 年労働力調査」，厚生労働省「2016 年パートタイム労働者総合実態調査（個人
表）」，厚生労働省「2014 年就業形態の多様化に関する総合実態調査（個人表）」（2014 年）より，筆者
作成。 
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（２）選択理由の位置づけ 

現在の非正規雇用対策においては，優先的な施策の対象者は「不本意非正規」労

働者であり，それは就業形態の選択理由のうち「正規の職員・従業員の仕事がないか

ら」という内容の選択肢を選択した者を指していることは「正社員転換・待遇改善プラン」

（厚生労働省 2016 年）においても明確に示されている。それに対し，「不本意」以外

の非正規労働者は，就業形態の選択理由が多様であるにもかかわらず一つのカテゴ

リーとして取り扱われ，さらに非正規雇用で働く女性の多くに，その働き方を「自発的」

に選択しているという従来の評価が加わる。その結果，「不本意」以外の非正規労働

者は，自発的な選択をしていると捉えられることもあれば，「不本意」ではないという意

味においてその働き方は「本意」であると捉えられることもある。さらには自発と本意を

同一の意味として取り扱う場合もみられるなど，その用語は曖昧なまま混在して使用さ

れている状況である。 

不本意に対比する言葉として「本意」という用語が用いられる場合があるが，これま

で見てきたとおり「正規の職員・従業員の仕事がないから」と回答するもの以外をすべ

て「本意」理由として扱うには，その中身が指し示す内容は多様である。個々の選択肢

を確認すると，1 つのカテゴリーとして扱われるなかにも複数の異なる要素が含まれて

おり，また，同じ要素のなかにも，肯定的な表現が用いられる選択肢と，否定的な表現

が用いられる場合もみられる。 

そこで，これまでの「自発／非自発」「本意／不本意」という二項対立の分析フレー

ムではなく，「自発／非自発」を「選択行動」として捉え，「本意／不本意」を「選択行動

に対する解釈」と捉えることによる二つの分析軸から四象限マトリックスを設定した。そ

して，この二つの軸にそって，各種政府調査の「就業形態の選択理由」の選択肢を再

整理したのが，図表 2－5である。 
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図表 2－5 「行動」と「解釈」からみる「就業形態の選択理由」の位置づけ―政府調査

をもとに― 

 
（出典）総務省「2019 年労働力調査」，厚生労働省「2016 年パートタイム労働者総合実態調査（個人
表）」，厚生労働省「2014 年就業形態の多様化に関する総合実態調査（個人表）」（2014 年）より，筆者
作成。 
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国の施策の優先的な対象となる「不本意非正規」は，就業形態の選択理由のうち正

社員として働ける会社がなかったとされる内容に限定される。図表 2－5 のマトリックス

で見ると第 3 象限に位置し，就業形態の選択行動が「非自発」的であり，その選択行

動に対する解釈も「不本意」であるところに位置する75。一方で，不本意以外の非正規

労働者については，これまで見てきた先行研究においても明確に定義されておらず，

「不本意」以外の選択から浮かび上がるものとして分類される。つまりそこには，図表 2

－5 の第 1 象限の就業形態の選択行動が「自発」的で，その選択行動に対する解釈

が「本意」である場合と，第 2 象限の就業形態の選択行動は「自発的」だが，その選択

行動について「不本意」性が含まれる場合が含まれると考えられる。 

また，選択肢に示される要素で見ていくと，「両立」という要素の選択肢では，「家庭

の事情（家事・育児・介護等）と両立しやすいから」という肯定的な表現を用いたものと，

「家庭の事情（育児・介護等）で正社員として働けなかったから」という否定的な表現を

用いたものの二種類がある。これらの選択肢は，従来の二項対立の整理では「自発的」

な選択の理由として解釈されていたものだが，選択肢で用いられた文章表現に注意し

て見ると，その選択行動が自発的であっても，当人にとっては実は不本意な選択とし

て解釈されているケースもあると考えられる。この点から「自分の都合の良い時間に働

きたい」という就業形態選択の背景には，個人の意思とは関係のない「家庭の事情」が

ある場合もあり，「自分の都合」という一見すると個人の自発的な動機と思われる選択

理由に，「家庭」という純粋に個人の事情とはいえない要因が影響している場合がある

ことがわかる。 

また他にも，「正社員性の忌避」という要素の選択肢では，「簡単な仕事で責任も少

ないから」，「転勤がないから」など責任や拘束性の低さを表現することから自発性が

類推される選択肢もあれば，「正社員のような責任や人事異動を課されて働くことが困

難・負担だから」と否定的な要因として表現される選択肢もみられる。 

このように選択肢の表現と内容に注意をしながらみていくと，就業形態の選択には，

雇用情勢や，家族の状況など，本人の就業意識以外の事由が影響していると考えら

れるものも多く含まれているばかりか，同じ内容に関連する選択肢であってもその表現

が肯定的なものと否定的なものの両極が存在しており，調査によって焦点の当て方に

違いがあることが分かった。さらに，選択する時点でそれらが「自発的」な選択行動で

あったとしても，それを不本意であると本人が解釈している場合もある。また働き方の

捉え方は時間的経過によって変化することも考えられる。 

 
75 「正社員になれない」については，これまで「不本意非正規」と呼ばれていた「非自発/不本意」グ

ループだけでなく，体力等の問題から正規社員になれない「自発/不本意」グループも含まれる。 
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 就業形態の選択理由を問う質問は，複数選択により回答を得るものである。選択肢

の設定自体，それぞれが関係しあったものであり，また優先順位の違いがあることを前

提としたものと考えられ，「自分の都合のよい時間に働きたい」背景に，自分以外の家

族の事情の影響があることは想像に難くない。家事や育児負担などの無償労働が女

性に偏重している現状や，役割分業意識などのジェンダー・バイアスを内面化すること

が働き方の選択に影響を与えている可能性を考慮する必要がある。 

そのため不本意な選択理由だけでなく，「自発的」あるいは「本意」であるとされる選

択理由についても，なぜその選択をしたか選択行為の背景を詳細に検討し，個々の

非正規労働者（ここでは女性）がどのような状況に置かれているかについて分析しない

限り，女性がなぜ非正規雇用を選択しているのか，なぜより安定的であるとされる正規

雇用として働くことを求めないのか，または求めていたとしてもなぜそれが叶わないの

かを理解することはできないだろう。 

 

５．おわりに－誰にとって都合がよいのか，どのように都合がよいのか，なぜ都合がよ

いと思うのか？－ 

本章では，女性が非正規雇用という就業形態を選択する際に，その判断を推し量る

基準として使われてきた「自発／非自発」「本意／不本意」という用語に着目し，非正

規雇用を選択する理由との関係を明らかにしたうえで，非正規雇用で働く女性にとっ

て「自分の都合がよい」とはどのようなことを指すのか分析した。そして，現在の「不本

意非正規」以外を対象に含めない非正規雇用対策の課題と今後の施策の方向性を

検討するにあたって，以下の 3点の知見を得た。 

第１に，これまで政府や先行研究が使用してきた「自発／非自発」「本意／不本意」

という用語使用における曖昧さの問題である。非正規雇用という就業形態の選択につ

いて分析する際にしばしば用いられる「自発／非自発」「本意／不本意」という用語は，

「不本意」という用語以外は明確に定義づけされず，その内容も曖昧であった。つまり，

「正規雇用を希望したがなれなかった」，「正規雇用の求人がなかった」というような，本

人の希望に沿わない「不本意」非正規労働者がどのような人を指すのかが明確である

のに対し，それ以外の非正規労働者については，その就業形態の選択理由が多様で

あるにも関わらず，「自発」または「本意」というカテゴリーとして一括に扱われていた。 

就業形態の選択理由について詳細な検討がおこなわれないまま，非正規雇用とい

う就業形態が女性にとって「自分の都合のよい」働き方と一括りに扱われ，それは非正

規労働者の「自発」あるいは「本意」による選択であると解釈されていたのである。さら

に「自発」の反対に位置するものとして「不本意」という用語が用いられたり，「自発」と

「本意」を同じ意味として扱う場合があったりするなど，「自発」あるいは「本意」という用
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語は曖昧かつ混乱した状態のまま使用されている。このように，女性労働者の非正規

雇用選択理由としてこれまで政府等により用いられてきた「自発／非自発」「本意／不

本意」という用語は，女性労働者の選択を「自らに都合がよい」としてきたが，実際には，

「誰にとって都合がよいのか」「どのように都合がよいのか」「なぜ都合がよいと思うのか」

について曖昧なまま用いられていた。 

第２に，政府の各統計調査における「就業形態の選択理由」の選択肢から選択理

由の共通要素を明らかにし，非正規雇用を選択する女性にとって「自分にとって都合

がよい」とはなにを示すのかを明らかにした。「就業形態の選択理由」を分類すると，

「時間」，「収入」，「両立」，「正社員になれない」，「正社員性の忌避」，「資格・その他」

の 6つの共通要素が確認できた。 

しかし，このような共通要素に分類はできても，「誰にとって都合がよいのか」という

問題が残る。例えば，「自分の都合よい」という表現は，「家庭の事情（家事・育児・介

護等）と両立しやすいから」という選択肢との関係を考慮すれば，実際には個人として

の「自分」ではなく，「家族」との関係でケア役割などを担う「自分」の都合に合わせるた

めと解釈することもできる。つまり，「自分の都合のよい」は，「家族の都合のよい」と言

い換えることが可能である。また，真に「自分の都合のよい」働き方として非正規雇用を

選択するとしても，それは時間だけでなく，家庭の事情との両立や，経済的な状況から

みた「自分の都合のよい」働き方として，やむを得ず選択された場合を排除できない。 

長らく非正規雇用に関する研究において，有配偶女性のパートタイム労働，いわゆ

る「主婦パート」問題は，この「家族にとって都合のよい」働き方を前提にしていた。た

だしここでいう「家族」とは，配偶者や子どもを主に想定していた。しかし，核家族化と

未婚化が進展するなかで，親の介護などを考慮すれば，配偶者や子どもを持たない

「シングル」の女性でも家族的責任を有しており，家族の都合により非正規という働き

方をしていることもあり得る。既存の研究や政府統計では，この点が見過ごされる可能

性がある。また，「就業調整ができるから」という選択肢は，配偶者の雇用保険・厚生年

金の加入要件などから労働時間を調整するために非正規雇用を選択しているというこ

とである。つまり，この場合の「自分の都合の良い」とは，社会保障制度の制度設計に

合わせた働き方といえる。 

このように，「自分の都合のよい」働き方とは，純粋に個人にとっての都合がよい場

合で決定されるのでなく，家族や制度の関わりのなかでやむなく「自分の都合のよい」

働き方として選択されている場合もあれば，体調など個人の意思とは関係のない要素

に影響される場合もある。家族や制度の関わりのなかでの都合のよさは，あくまでも主

たる稼得者たる配偶者を前提とし，当人にとって「都合のよい」働き方とはいえないの

である。そのため，「自分の都合がよい」として一括りにまとめることは，個々人の多様
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な選択理由を隠すこととなり，またそのことによって非正規雇用を選択する女性の多様

性への理解を困難にする。 

第３に，各種政府調査で「就業形態の選択理由」として尋ねられている選択肢の 6

つの共通要素（「時間」，「収入」，「両立」，「正社員になれない」，「正社員性の忌避」，

「資格・その他」）と，これまで曖昧であった「自発／非自発」「本意／不本意」という用

語との関係を明らかにした点である。これまで一つのカテゴリーとして扱われてきた「不

本意」以外の非正規労働者の選択理由について，「自発／非自発」「本意／不本意」

という類型をもとにした二項対立の分析フレームではなく，「自発／非自発」という「選

択行動」と，「本意／不本意」という「選択行動に対する解釈」という視点から四象限マト

リックスを析出した。 

そして，図表 2－5 のとおり，縦軸に「自発／非自発」という「選択行動」，横軸に「本

意／不本意」という「選択行動に対する解釈」を設定し，政府調査における就業形態

の選択理由の選択肢を置きなおしたところ，同じ要素の選択肢であっても，肯定的な

表現を用いて尋ねる場合と否定的な表現で尋ねる場合があった。これにより，これまで

「自分の都合のよい」働き方として自発的にその働き方を選択してきているとされる人

のなかにも，就業形態の選択が「不本意」であるケースの存在を明らかにすることがで

きた。つまり，「自分の都合のよい」とされる働き方のなかには，選択行動としては「自発

的」であったとしても，そこに「不本意」性が含まれている内容も存在している。そのた

め，「不本意」以外を一つのカテゴリーとして扱うことは，非正規雇用という就業形態を

選択する人々の多様な想いを無視するものであり，その背景に潜む課題を見えなくし

ている。 

近年，非正規労働者数増加により男性の非正規雇用の問題が着目されるなかで，

「不本意非正規」，非正規雇用をめぐる低賃金，不安定雇用等の不利益が問題視され

るようになった。しかし，女性労働者は，「不本意非正規」以外は，相変わらず，一つの

カテゴリーとしてまとめられ，その選択理由が多様であるにも関わらず，「自分の都合

のよい」働き方であるとして就業形態を自発的に選択していると捉えられている。実際

には「自分の都合のよい」とは，育児や家事，介護の担い手として家族にとって都合の

よいものであり，従業員に「家事・育児・介護を担う家族がいる」という点で企業にとって

都合がよいものであり，またこのような状況を前提として設計された社会制度にとって

都合のよい働き方であり，必ずしも女性個人にとって都合のよい働き方とはいえない。 

今後，女性の非正規雇用の問題を検討するにあたり，非正規労働者の就業形態選

択の背景を検討することが重要である。困難を抱えた人に向けた支援を進めるにあた

り，各自の選択が自発的行動であること，当人がその行動を本意として捉えているか

は異なるという点に十分に注意しなくてはならない。そのことによって，施策のミスマッ
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チを防ぐことが可能となり，個々人の多様化した働き方・生き方が実現できる。当然で

あるが，たとえ非正規雇用という働き方が自発的に選択されていたとしても，また納得

していたとしても，その働き方に伴う不利益を補うような施策は検討されるべきであるこ

とは言うまでもない。 
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第 3章 非正規シングル女性の労働と生活の実態とその課題 

－大阪市調査結果から－  

 

１．はじめに 

1990 年代以降，パート・派遣社員といった非正規雇用者の増加が著しい。1985 年

に 470万人だった女性の非正規雇用者は，2000年には 934万人と 2倍近くまで増加

し，その後も着実にその数を増やし続けた。「大阪市調査」を実施した 2018 年には

1,451 万人に達し，女性雇用者総数に占める非正規雇用の割合は，56.0％と半数を

超える。その一方で，正規職員数は 1985 年には 994 万人だったのが，2000 年に

1,077 万人，2018 年に 1,138 万人と，30 年以上たっても 1 割ほどしか増加はなく，横

ばいといえる状況である76。 

このように雇用者全体に占める非正規の割合が増加するなかでも，低収入や不安

定雇用など非正規雇用をめぐる課題を解決するため，国は 2016 年 1 月に「正社員転

換・待遇改善実現プラン」を策定した。このプランでは，非正規雇用を取り巻く現状とし

て，正社員としての就職を望んでいるにも関わらず非正規雇用として働く，いわゆる

「不本意非正規」の数が相当数であること，その内訳をみると若年層や派遣社員・契約

社員の比率が比較的高いことなどを指摘している。そのうえで，施策の重点的な対象

を「不本意非正規」に定め，正社員転換の推進，無期転換ルールの導入などの取組

みを推進することとした。さらに，2017 年 3 月には「働き方改革実行計画」を策定し，

「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」（2018 年）などの整備

を通じて，非正規雇用を取り巻く状況の改善にむけた取組みを進めている。また，

2019 年からは就職氷河期世代支援プログラムとして３年間の集中的な支援に取り組

む方針をとりまとめるなど，より対象を絞った施策が展開されているところである。 

非正規雇用において女性雇用者の占める割合が高いという点は，「正社員転換・待

遇改善実現プラン」においても認識されており，女性が貧困に陥りやすい背景の一つ

であると指摘されている。しかし，これまでの非正規労働者に対する国の施策は，必ず

しも女性を念頭に置いたものとはなっていない。その背景には，これまで女性の非正

規雇用といえば，いわゆる「主婦パート」といわれる有配偶女性のパートタイム労働や

学生アルバイトなどが念頭に置かれ，稼得者である夫や親に扶養されている状態にあ

ると考えられているからである。そして，その労働は「家計補助的」な収入手段として捉

えられてきたということもあるだろう。そのため，女性の非正規労働者には，国の非正規

雇用対策の重点的対象である「不本意非正規」とされる者は少ないとも考えられてきた。 

 
76 厚生労働省［2019］，参照。 
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実際，プランが策定された年である 2016 年の「労働力調査」をみると，不本意非正

規にあたる「正規の職員・従業員の仕事がないから」と回答した女性は 11.5％で，男性

の 24.8％と比較してその割合は小さい77。一方，女性では「自分の都合のよい時間に

働きたいから」（28.1％），「家計の補助･学費等を得たいから」（25.1％）との回答が多く，

非正規という働き方を，「自分の都合によい働き方」または「家計補助的な働き方」とし

て，「自ら選択している」と解釈できる状況である。さらに，未婚無業を指し示す「家事

手伝い」という言葉からもわかるように，未婚の女性は「いずれ結婚する存在」として捉

えられ，非正規で働く結婚していない女性たちは，低賃金や不安定性といった働き方

の課題があったとしても，ゆくゆくは結婚し主たる稼得者を得ることによって，その課題

が解決すると，本人や親，さらには支援者さえもそのように考えてきた背景がある78。 

このように非正規雇用で働く未婚の女性たちは，父親や夫などの主たる稼得者であ

る男性に扶養されている状態の「家計補助的な労働」，あるいは将来的に結婚して扶

養されるまでの「一時的な労働」の形態として見なされていた。そのために，非正規雇

用という働き方について低賃金であることや不安定な労働条件など様々な問題が指

摘されているにもかかわらず，非正規雇用として働くことに起因する将来の生活リスク

について，周囲も，当事者である女性自身も見過ごしてきた面がある。 

非正規雇用で働く女性たちの将来不安が，本当に「結婚すればなんとかなる」のか

どうかはさておき，現実には，結婚をしない，または，結婚したくてもできない人たちが

増加している。2021年の「少子化社会白書」によれば，2019年の婚姻率は「1970年代

前半と比べると半分程度の水準」で，それ以降も低下傾向は続いており，将来的に結

婚しないまま非正規雇用による不安定な就業状況のなかで老後を迎える女性が少な

くないことは明らかである。守泉［2019］によれば「日本では結婚と出産が緊密に関連

しているため，50 歳時未婚者のほとんどは無子である」79という状況である。つまり，こ

れまで「家族」という枠組みで形作られてきた社会保障制度から漏れる存在が増えてく

るということであり，また非正規雇用という不安定雇用にあることにより，正社員を対象

にした企業による福利厚生からも外れる人々が増加しているということである。 

女性に対する施策は，結婚・子育てにより一時離職した女性を対象とした復職支援

事業や，シングルマザーを対象とした支援が十分とはいえないまでも整いつつあるが，

子どものいないシングル女性は，行政による支援が必要な対象として認知されてこな

かったため，支援が必要な状況にあったとしても使える支援が無く，自助が前提とされ

 
77 ただし実数でみると不本意非正規というべき女性労働者は男性よりも多くなる。 
78 鈴木［2013］は，「『結婚すればなんとかなる』『女性にとって労働はそれほど人生のウェイトの高

いものではない』というようなバイアスが当事者にも，周囲にもある」ために，支援につながりにくく，

「見えにくい存在にされてきた可能性」があると指摘する。 
79 守泉［2019:30］，より引用。 
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ている状況にある。しかも，子どもがいないために，子どもというチャンネルを通じて行

政からの情報に接する機会が子どものいる人と比べて少なく，そのために，低収入な

どの生活困難な状況にあったとしても支援情報が届きにくい存在でもある。さらに将来

のケアという点でみても，家族つまり次世代である子どもからの支援が期待できず，

様々なサポートから取り残された存在としてみることができる。 

つまり就労自立している状態とはいっても，正規雇用と比べて福利厚生などの恩恵

を十分に受けることもなく，退職金や年金も十分でない人たちでもある。そのため現状

においてなんとか生活を維持できているとしても，低賃金で働く状況ゆえに老後の年

金や貯蓄不足，自身の老後の生活への不安など,将来において様々な困難を抱える

ことが想定できる。さらには，子どもがいないということで親の介護を一手に引き受ける

可能性が高い存在でもあり80，大風［2014］が指摘にするように，「たとえ，夫や子の世

話役割のない未婚女性であっても」，中年期に入ると「親の高齢化にともなって家庭内

労働が増加すると，正規就業する可能性が低下する」のだ。 

「非正規雇用で働く子どものいないシングル女性」たちは，社会政策的に大きな課

題を抱えるターゲットであり，このままでは大きな社会問題となる一群であるといえよう。

それにもかかわらず，これまでは「結婚すればなんとかなる」という漠然とした期待のも

とで，当事者も，また国・地方行政をはじめとする支援者側も見過ごしてきた，または，

見ないようにしてきた面があるのだ。 

そこで本章では，「非正規雇用で働く子どものいないシングル女性」（非正規シング

ル女性）を対象とし，2016 年に大阪市で実施された「大阪市 非正規雇用で働くシン

グル女性の実態調査」（以下，「大阪市調査」とする）を用いて，非正規雇用の女性が，

なぜその働き方を選択しているのか，または選択せざるを得ないかについて検討する。

これまで支援の在り方や方向性について十分に検討されてこなかった「子どものいな

い」非正規で働くシングル女性について確認することは，非正規雇用という就業形態

に起因する不安定雇用といった状況に置かれているにもかかわらず，扶養すべき子ど

もがいないために81就労自立できている状態とみなされ，たとえ困難な状況にあったと

しても福祉の枠組みからの支援を受けにくいという課題を抱えているからである。そし

て，配偶者や子どもの状況の影響を受けない「一人の働く女性」としての状況を把握

することでもあり，人が一人で生きていくために必要とされる支援を検討するうえで土

台となる貴重な情報が得られることにもつながると考える。 

 
80 知脇［2016：36］は，親と同居する壮年未婚者が増加しており，特に娘の場合において「親の連

れ合いなど他の介護者がいても，介護が必要な親との同居により就業が抑制されやすいこと」を指

摘する。 
81 しかも守泉［2019:49］はその研究結果より，未婚かつ同棲経験のない 25～39歳の女性は，「積

極的に無子を選択しているというより，低収入や異性の交際相手の不在といった現状の困難により

子どもを持つことをあきらめている層である可能性が示唆された」とする。 
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２．非正規シングル女性に対する先行研究および調査 

（１）非正規シングル女性に着目した先行研究 

非正規雇用で働く人が抱える将来不安や生活上の困難については，2000 年代後

半から貧困問題や若年層の労働問題と関連して活発に議論されている。2008 年末の

「年越し派遣村」の動きにより，非正規雇用の低賃金や不安定性といった問題が社会

一般にも着目されることとなったが，その議論の中心は男性であった。実数で見ると男

性をはるかに上回る数の女性たちが非正規雇用として働いているにも関わらず，女性

たちが置かれている困難な状況が可視化され，議論の中心となることはなかった（伊

田［2015］，宮本［2016］等）。 

非正規雇用で働く女性の困難が，労働者一般，つまり男性の問題に関する議論の

影に隠れてしまったことの背景には，性別役割分業意識から女性には経済的自立を

求めず，特に非正規雇用で働く女性については，主たる生計維持者である労働者とし

て見てこなかったことがあるだろう。女性学や女性労働研究で繰り返し性別役割分業

や，女性の低賃金の問題などに関する研究の蓄積があるにもかかわらず，女性の労

働問題は，結婚や出産などのライフイベントによる影響を受ける女性の「特殊」な課題

としての議論としてのみ捉えられ82，実際には多くの女性たちが困難を抱えている状態

にあるにも関わらず可視化されず，「男性の労働問題」の影に隠れていたといえよう83。 

その後 2013年になって，労働政策研究・研修機構が「アンダークラス化する若年女

性－労働と家庭からの排除」というテーマで労働政策フォーラムを開催した。このフォ

ーラムでは，それまで「議論の真ん中」［労働政策研究・研修機構，2013a：2］からは抜

け去っていた若年女性の自立困難が，ようやく議論の中心に据えられた。本フォーラ

ムの内容は労働政策研究・研修機構［2013a］にまとめられ，それをもとに『下層化する

女性たち 労働と家庭からの排除と貧困』［小杉・宮本，2015］が書き下ろされた。編者

の一人である宮本は，副題に「家庭からの排除」という用語を用いたことについて，男

性の雇用の不安定化の結果，女性の未婚率が上昇し，結婚（家族形成）が出来ない

ことに加え，娘に対する家父長的支配と暴力を背景に出自家族からも排除される女性

たちが置かれる貧困を念頭に置いたとしている。 

以降，女性の貧困への関心が高まりは一般的にも拡がりを見せる。2014 年の NHK

クローズアップ現代の特集「あしたが見えない～深刻化する若年女性の貧困～」（1 月

 
82 大沢［1993a］は，「女性のみが特殊な条件を負うという枠組み」を批判し，「女性労働が特殊な周

辺領域であるという問題構成には，終止符が打たれなければならない」と主張する。また木本

［2000ｂ］も，「労働市場外部での家事・育児役割の負担関係から市場内部での労働配分や地位・

処遇条件を説明するという方法は，労働供給サイドを重視した，いわば家庭内性別分業決定論の

立場にたつものであるといわなければならない」と指摘する。 
83 労働研究のなかの女性労働研究の位置づけについては，竹中［1995］，木本［2000a］,大沢

［1993a］等がある。 
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放送）と続編の NHK スペシャル「調査報告 女性たちの貧困～“新たな連鎖”の衝撃

から」（4 月放送）の放映が大きな反響を呼び，「貧困女子」という言葉とともに，その後

もルポルタージュ等を中心に数多くの書籍が出版された（沢木［2016］，飯島［2016］

他）。このように，働く女性たちの実情と貧困と隣り合わせの暮らしの実態が着目され，

その課題についての議論も活発になってきている。また，子どもを抱えるシングルマザ

ーの置かれた厳しい生活状況についても，その困難の大きさと次世代への影響という

視点も踏まえた研究の蓄積が進んできている（湯澤［2015］，田宮［2019］他）。 

しかし非正規雇用で働く女性の困難は，若年層やシングルマザーだけの問題では

ない。壮年期から高齢期までの幅広い年代において，そして扶養すべき子どもがなく

一見すると「自由な存在」であるはずの未婚の女性たちにも存在している問題である。 

例えば，高齢期未婚女性の貧困については，『平成 25 年国民生活基礎調査』によ

り単身女性の相対的貧困率が高いことなどが示されている。直井［2015］によれば，

1975 年には高齢女性の貧困に着目した調査84が実施され，離婚・死別だけでなく，未

婚の中高年・女性にも低所得であることが既に確認されているという。直井［2015］は，

この調査に加えて，2006 年，2010 年に実施した調査をもとに，未婚女性が貧困に陥り

やすい状況について，最初の安定した職業から不安定な職業に移行していく職歴，

職場そのものの不安定さ，仕事内容への不満からの離職や親の介護などの要因によ

り職歴が中断し，それが「その後の長い一生の貧困につながっている」ことなどを指摘

する。他にも，大風［2014］は，未婚女性の非正規就業率が加齢とともに進行し，特に

中年期に入ると「親の高齢化にともなって家庭内労働が増加すると，正規就業する可

能性が低下する」ことや，「母親と近くに住むほど正規就業の可能性が低下する」こと

など，家族という要因が未婚女性の就業選択に影響することを明らかにした。また丸山

［2016］は，女性に非正規や無業など経済的基盤が脆弱な層が多く，家族に要介護者

がいた経験は男性よりも女性に対して失業など労働市場から退出させること，中高年

未婚者のうち非正規労働者や失業者に老後への準備を何もしていない者が多いこと

などを指摘している。これは，日本の社会保障制度は未婚の非正規労働者には十分

なセーフティネットを整備していないためであり，老後の所得保障政策として，中高年

層に対する就職支援や社会保険の適用拡大が未婚者の生活リスク軽減のために必

要であるとしている85。 

 
84 東京都老人総合研究所［1978］，より参照。 
85 その他，藤森［2019］は，中年単身層に着目し，単身世帯に，無業者や非正規労働者の割合が

高いこと，経済状況や，社会的孤立の可能性，家族の介護の必要性などの生活上のリスクが高い

ことを指摘し，家族の支え合いを超える公的な支え合いや地域での支え合いの強化の必要性を述

べている。また，西村［2021b］は，「従来の『男性稼ぎ主』モデルから外れた単身者と非正規におけ

る社会的リスクの可能性」を指摘し，「雇用社会において均等処遇が不十分なままでは，家族機能

が不足する単身女性の自立には依然として多くの課題が残っている」と述べる。 
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このように未婚女性のなかでも非正規雇用で働く女性に対して，高齢期になってか

らの貧困のリスクが指摘されているわけだが，その貧困は働き盛りといえる壮年期の非

正規雇用という働き方が影響している。高橋［2014］によると，2002 年から 2012 年にか

けて若年だけでなく壮年の雇用者に占める非正規労働の割合は増加し，特に男性ま

たは未婚女性の労働者数・割合が増加しているという。その上，若年フリーターとは異

なる課題として，自身の加齢，両親の他界などによる生活上の負担の増加，同年代の

正社員との間の賃金格差，転職による正社員転換の可能性が相対的に低いこと，男

性および未婚女性で仕事に対する満足度が，年齢が高まるにつれて低下していること

を挙げる。また非正規労働に至る要因については，労働政策研究・研修機構が 2012

年に実施した個人ヒアリング調査86から，正社員であった初職での長時間労働や違法

な労務管理の経験を忌避して非正規労働に至ることを指摘している。 

池田［2018］は，非正規労働のなかでも特にシングル女性に着目し，「無配偶であり

かつ非正規雇用である女性は家族生活と仕事の双方において非典型な存在」87であ

り，「非典型化を所与としてなお満足できる生活を実現する政策の在り方を検討するこ

とも重要」88という問題意識から，「外部労働市場で正社員就業の機会を探すよりも現

在の勤務先で正社員に転換する」89ことと，「内部労働市場でキャリアアップしていくこ

と」90が壮年期の女性の実情に合っているとし，無期転換や同一労働同一賃金に関す

る諸政策を通じて，企業への働きかけを強化することが重要であると結論づけている。 

このように非正規雇用の女性が抱える労働や生活上の課題に着目した研究が進む

なか，2011 年の公益財団法人せんだい男女共同参画財団による「女性の生活状況

及び社会的困難をめぐる事例調査」や，2014 年の公益財団法人横浜市男女共同参

画推進協会「非正規で働くシングル女性（35～44 歳）のニーズ・課題に関するヒアリン

グ調査」など，当事者の声を聴きまとめる取組みが始まった。2016 年には公益財団法

人横浜市男女共同参画推進協会を中心に，横浜・大阪・福岡の 3 都市を対象とした

「非正規職シングル女性の社会的支援に向けたニーズ調査」（以下，「横浜・大阪・福

岡調査」とする）が行われ，非正規雇用の女性のなかでも特に未婚で子どももいない

「非正規シングル女性」の置かれた状況がメディアでも注目を集めるに至った。 

  

 
86 労働政策研究・研修機構［2013b］，を参照のこと。 
87 池田［2018a：193］，より引用。 
88 池田［2018a：194］，より引用。 
89 池田［2018a：210］，より引用。 
90 同上。 
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（２）先行調査「非正規職シングル女性の社会的支援に向けたニーズ調査」 

①「横浜・大阪・福岡調査」の調査概要 

本調査は，2014 年度に（公財）横浜市男女共同参画推進協会が実施した個別ヒア

リング調査（「非正規で働くシングル女性（35～44 歳）のニーズ・課題に関するヒアリン

グ調査」）により，非正規雇用で働くシングル女性が不本意な選択として非正規で働い

ていることや，メンタルヘルスの課題を抱えていること，低収入であることなどの状況を

把握したことを受け，それを検証するために，大阪市と福岡市の調査協力主体（（一財）

大阪市男女共同参画のまち創生協会，福岡女子大学野依智子教授）とともに実施さ

れたものである。 

調査対象者は，横浜市，大阪市，福岡市を中心とする地域に在住し，非正規職で

働いている 35～54 歳の子どものいないシングル女性である。なお，シングルマザーは

対象外とし，非正規職には，個人事業主や業務請負など，雇用契約以外の人も含ん

でいる。 

調査方法は横浜市男女共同参画推進協会ホームページにアンケートページを設

置し，実施するものであり，SNS やウェブメディア，新聞等で回答を呼びかけた。調査

期間は 2015 年 10 月 3 日～2015 年 10 月 30 日で，回答件数は 279 件，うち有効回

答件数は 261件であった。 

居住地別の年齢分布は図表 3－1 のとおりである。主な調査項目は，①基礎属性，

②仕事の状況，③住まいと同居の状況，④家計収入の構成と住居費負担，⑤支援機

関の利用経験，⑥今後のサポートへの意向など，33項目である。 

 

図表 3－1 居住地別の年齢分布 

 全体 首都圏 近畿圏 九州圏 その他 

35～39歳 88人（33.7％） 51人 21人 8人 8人 

40～44歳 79人（30.3％） 41人 22人 8人 8人 

45～54歳 94人（36％） 54人 24人 9人 7人 

（出典）「横浜・大阪・福岡調査」をもとに，筆者作成。 

 

②調査結果 

調査結果をみると，年齢は「35～39 歳」が 33.7％，「40～44 歳」が 30.3％，「45～54

歳」が 36％で,回答者の平均年齢は 42.6 歳であった。居住地は，首都圏が 55.9％，

近畿圏が 25.7％，九州圏が 9.6％，その他の地域が 8.8％であった。最終学歴は，「大

学院修了」10.7％，「大学卒業」が 40.6％，「短大卒業」18.4％，「専門学校卒業」

13.0％，「高校卒業」10.0％であり，高学歴層の割合が非常に高い。 
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暮らしぶりについては，「同居者あり」が 52.1％，「ひとり暮らし」が 47.9％であった。

世帯の主な家計収入については，「自分の勤労収入」が 85.4％，「家族の年金」が

34.5％，「家族の勤労収入」21.8％であった。住居費負担については，「賃貸住宅（自

分が全額負担）」が 40.2％と最も多く，次いで「持ち家（家族が全額負担）」が 31.8％で

あった。 

自身の税込年収は，「200～250 万円未満」が 26.1％と最も多い。全体を 3 区分

すると「150 万円以上  250 万円未満」が 39.9％と約  4 割，「250 万円以上」が

31.8％と 3 割強，「150 万円未満」が 28.3％と全体の 3 割弱を占める。年代別にみる

と，年代が上がるほど年収が下がる。 

非正規という就業形態で働く理由としては，「正社員として働ける会社がなかったか

ら」が 61.7％と最も多く，次いで「専門的な資格・技能を活かせるから」24.5％，「体力

的に正社員として働けなかったから」22.2％，「組織や人間関係にしばられたくなかっ

たから」20.3％などがみられる（複数回答）。 

 

③「横浜・大阪・福岡調査」の特徴 

本調査は，非正規労働者のなかでも，シングル女性の数・割合ともに増加している

状況のなか，男女共同参画センターが就業支援事業の対象として十分に支援できて

いない層として非正規のシングル女性に注目したものである。調査方法として，横浜

市男女共同参画推進協会のホームページにアンケートページを設置し，調査依頼を

広めることも非正規シングル女性が抱える課題に対する啓発キャンペーンの一環とし

て実施された点や，アンケート回答者を対象としたグループインタビューを実施した点

も含め，「フェミニスト・アクション・リサーチ」91を意識して実施されていることが特徴的で

ある。つまり，非正規で働くシングルの女性に，個々人が抱える労働や生活面での不

安や課題について，個人的な問題ではなく社会的に解決すべき課題であることを，ア

ンケートの回答呼びかけを通じて，意識化することも目指しているものであった。 

また，調査結果における特徴的な点として，回答者の６割が「不本意非正規」であり，

労働力調査（2014年）における女性の「不本意非正規」（13.6％）の 5倍近い結果であ

り，「女性の非正規労働者は，積極的に非正規労働を選択しているという他調査にみ

られる解釈とは相反する結果となった」ことや，3 割が年収 150 万円未満で，仕事につ

いての悩みや不安としても低収入と雇用継続が挙がっていることなどを指摘している

［植野 2017］。 

 
91 「女性が自らの意思で調査に参加し，女性にとって重要な問題にかかわる制度・システムや

人々の意識などを変革していくことを目的とした調査法とされ，その過程で一人ひとりがエンパワメ

ントされていくものである」（横浜市男女共同参画推進協会ほか［2016:93］）。 
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本調査は高学歴者の回答が多く，「日本全体の壮年の非正規職のシングル女性の

問題を考える際には，調査でとらえ切れなかった高校卒業や学校中退などで早く学校

を離れた人，パート社員の人，サービスや生産工程の仕事に就いている人などに，別

の課題を抱えた人もいる可能性について十分に留意する必要があろう」（小杉［2017：

65］）という指摘もある。しかし，この調査結果が多くのメディアに取り上げられるなどの

反響を呼び，非正規で働くシングル女性が抱える課題に注目が集まったことは，実際

に困難を抱えている女性が少なくなかったことに他ならない。 

自由記述やその後のグループインタビューなどからは，経済的困難だけでなく，女

性でシングルであることによる心理的な圧迫を受け，傷ついていることが多くの女性か

ら語られた。さらに，娘であるということから親の介護を期待され，そのために職を失い

がちな状況もみられ，ジェンダー規範による差別を受けている状況も明らかになった

（横浜市男女共同参画推進協会ほか［2016：246－247］）。そのうえで，同調査報告書

は「女性の労働は家計補助的労働という賃金体系とそれを強化する性別役割分業の

規範が，女性を非正規職のまま“活用”し続ける現状につながっているのではないか」

とし，「非正規職シングル女性の社会的支援を考えるならば，まずは社会構造の把握

と改革が必要である。」と結論づけている。 

このように「横浜・大阪・福岡」調査では，非正規シングル女性にも「不本意非正規」

が多いことを指摘し，その厳しい生活実態を描き出し支援の必要性を説いている。 

しかし 2020 年労働力調査の結果などからは，非正規雇用という就業形態の選択理

由として正社員になれなかったとする「不本意非正規」は男女ともに減少傾向にあり，

「自分の都合のよい時間に働きたいから」は女性で 31.5％，男性で 29.9％と増加して

いる。山本［2011］の指摘にあるように，不本意非正規の割合が少ないとしても，そのス

トレス度合いは高く「失業と同様に施策的な対応」を施すことは必要だが，それ以外の

大多数の非正規雇用で働く者も様々な困難に直面し高い不安を抱えていることは明

らかだ。山本［2017］の指摘にもあるが「一見困窮せずに生活を送っているように見え

る女性非正規雇用者」にも，有期雇用ゆえの雇用不安や，非正規雇用から脱却でき

ない社会構造，年金制度への不信感などの生活課題があり，それらの困難は，不本

意非正規への支援を強調すればするほど不可視化される可能性もあるのではないだ

ろうか。 

そこで，次節では 2018 年に実施した大阪市の非正規シングル女性に対する調査

結果を用いて，非正規雇用で働く女性の労働や生活の実態を確認し，どのような理由

と背景で非正規雇用を選択しているのか，彼女らの労働・生活の課題は何なのかを確

認していきたい。 
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３，非正規シングル女性の状況－2018年「大阪市調査」の概要とその結果  

（１）調査実施の背景と概要 

大阪市では第 2次大阪市男女共同参画基本計画において，「今後も生涯未婚率が

増加するなか，非正規雇用労働者が増え続けることが予想され，なかでも壮年以上の

女性の貧困リスクの高さが懸念されており，アンケートにおいても『収入が少ない』，

『雇用継続の不安』といった仕事の悩みが最も多く，こうした女性への支援も必要」92で

あると指摘している。この指摘を受ける形で，大阪市立男女共同参画センター中央館

の研究室により 2018 年に「平成 30 年度 非正規雇用で働くシングル女性の実態調

査」が実施された。この調査は非正規雇用で働く女性が抱える課題について，「特に

社会保障や行政施策の対象となりにくい未婚で子どものいない女性の状況を把握し

その課題を明らかにすることで，これからの男女共同参画施策に資すること」を目的に

実施したものである93。 

 アンケート対象者は，大阪市内在住で，20 代～50 代の非正規労働者で子供がいな

い女性 400 名である。内訳は，未婚が 219 名，既婚が 181 名。調査方法は，インター

ネットによるアンケート調査で，調査会社登録モニターから条件該当者を抽出している
94。調査期間は 2018 年 9 月 21 日～9 月 28 日の 8 日間，回収率・有効回答率は 400

名（100％）であった。 

調査目的は，行政による既存の支援施策対象の「はざま」にあるために社会保障や

行政施策の対象となりにくいと考えられる「未婚」で「子どものいない」女性で，かつ非

正規雇用で働く者の実態を明らかにし，その課題解決に必要な施策を検討することで

ある。 

そのため，調査対象の設定については，まず対象年齢を 20 代から 50 代とし，高齢

者政策の対象となる 60 歳以上を除外した。次に，「ひとり親家庭」を対象とした施策や

子ども全般を対象とした政策アプローチは，十分と言えないまでも既に存在しているこ

とから，同居，別居を問わず子どもの「いない」人を対象とした。そのうえで，配偶者の

有無による違いを確認できるよう，各年代 100 名ずつを既婚と未婚それぞれおよそ半

数となるように割り付けて回収している。 

既婚については「戸籍婚」のみを対象とした。これは，社会保障や行政施策の対象

外であることの影響について把握するためである。なお未婚には，「事実婚」2.3％，

「離別」が 11.4％，「死別」0.5％が含まれる（図表 3－2）。年齢は各年代 100 名ずつを

 
92 大阪市［2017：44］，より引用。 
93 筆者は，調査実施主体機関の職員として，他 2名の外部研究者（服部良子：大阪市立男女共

同参画センター中央館研究室長，森詩恵：大阪経済大学経済学部教授）とともに調査設計段階か

ら調査に関わった。 
94 先行調査でもある「横浜・大阪・福岡調査」もウェブ調査により実施している。一方で，『就業形態

の多様化に関する総合実態調査』が事業所・個人双方を対象とした郵送調査である。 
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既婚と未婚それぞれおよそ半数となるように割り付けて回収している。ただし 20 代既

婚についてサンプル確保が困難だったため，未婚を多く割り付けた。また 50代につい

ても既婚より未婚を多く回収している。 

 

図表 3－2 婚姻状況 

 合計 

 

既婚 未婚 

戸籍婚 事実婚 未婚 離別 死別 

未婚 219人 12.8％ 2.3％ 85.8％ 11.4％ 0.9％ 

既婚 181人 100％ 0％ 0％ 0％ 0％ 

（出典）「大阪市調査」をもとに，筆者作成。 

 

調査項目の設定にあたっては，「労働」，「社会保障」，「生活」の 3 つの領域を定め

ている。「労働」ではキャリア形成，現在の雇用の状況とその捉え方について，「社会保

障」は所得水準，労働と並び公的に生活を支える公的医療保険・介護保険や雇用保

険，そして年金制度についてなど将来の備えについて，そして「生活」は，住まい方や

社会的なつながり（ネットワーク）や不安などの感情面について尋ねている。主な調査

項目は，①基礎属性（年齢，配偶者の有無，最終学歴，現在の就業形態），②労働

（初職の就業形態・勤続年数，現在の職種，週当たり労働時間，雇用期間の定めの有

無，非正規雇用という働き方の捉え方，正社員転換の希望），③社会保障（生計の主

な収入，個人および世帯の年収，社会保険・私的な備えの状況），④生活（住居形態，

同居の有無・理由，介護・看護の状況，自身の療養，SNS 利用状況，会話の相手，ホ

ッとできる場所（居場所），今後の希望，不満を感じること，他人の目や評価，不安につ

いて）など，30項目である。 

調査設計にあたっては，先行調査である横浜・大阪・福岡調査のほか，厚生労働省

『平成 26 年就業形態の多様化に関する総合実態調査』（2014 年）の個人調査の設問

項目を中心に，日本労働組合総連合会（略称：連合）の実施した『非正規職雇用で働

く女性に関する調査』（2017年）や内閣府『子供・若者の意識に関する調査』（2016年）

などを参考に作成している。先行調査にはない設問として，①同居家族の有無と同居

している理由，②「雇用期間の定めがある」と回答した者を対象に，期間を定めない契

約への変更希望の有無とその理由（自由記述），③非正規雇用という働き方について

どう捉えているか，「自ら望んで選択した働き方」と「やむを得ず選択した働き方」の二

択と，その理由（自由記述），④各種保険制度等の加入状況の 4点がある。 

特に，就業形態の選択理由について回答者自身に「自ら望んで選択した働き方」と

「やむを得ず選択した働き方」か，2 択により尋ねた上でその理由について自由記述
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による回答を求めている点が特徴的である。これにより，「自分自身の都合のよい時間

に働きたい」，「家事・育児・介護等と両立しやすい」，「正規の職員・従業員の仕事が

ないから」など，政府統計等でも用いられている選択肢からはうかがい知ることのでき

ない，就業形態選択に至る具体的な背景について詳細に検討することが可能である。 

 

（２）主な調査結果 

ここからは，未婚女性の結果を中心に見ていくことで，「非正規シングル（配偶者無

し，子ども無し）の女性」の状況について確認していたい。 

①回答者のプロフィール 

  未婚全体の最終学歴（図表 3－3）は「中学校・高校卒業」40.6％と最も多く，次いで

「専門学校・短大卒業」が 37.5％，「大学・大学院卒業」が 21.9％，である。一方，既婚

全体では，「専門学校・短大卒業」が 34.3％と最も多く，次いで「大学・大学院卒業」が

34.2％，「中学校・高校卒業」は 31.6％であった。 

現在の就業形態（図表 3－4）は，未婚全体では「パート・アルバイト」が 55.7％と最

多で，続いて「派遣社員」（25.1％），「契約・嘱託職員」（19.2％）であった。いずれの年

代でも，「パート・アルバイト」が最も多い就業形態となり，30 代では 6 割を占める。また

40 代で「契約・嘱託職員」が 24％と他の年代よりも多い結果となった。一方，既婚全体

では「パート・アルバイト」が 66.9％と最多で，続いて，「派遣社員」（17.6％），「契約・嘱

託社員」（14.4％）であった。 

 

（出典）図表 3－2，と同じ。 
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図表3－3 最終学歴

中卒・高卒・高校相当卒 短大・専門学校卒 大学・大学院卒
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（出典）図表 3－2，と同じ。 

 

②労働 

学校卒業後について初職の形態（図表 3－5）は，未婚全体では，「正社員」が

55.7%だが，「パート・アルバイト」（33.3％）や「契約・嘱託職員」（7.3％）など，非正社員

も半数近くにのぼる。一方，既婚全体では，「正社員」が 72.9％が最も多く，「パート・ア

ルバイト」（18.2％），「契約・嘱託職員」（6.1％）など，非正社員は 3 割弱にとどまる。ま

た未婚全体の初職の勤続年数（図表 3－6）は，「1 年未満」が 20.5％，「1 年以上～3

年未満」が 33.3％と，半数以上が 3年以内に初職を辞めていることがわかる。 

 

（出典）図表 3－2，と同じ。 
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図表3－5 初職（学校卒業後に始めた就いた仕事）の就業形態
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（出典）図表 3－2，と同じ。 

 

現在の勤め先での職種は，未婚全体では，「事務的な仕事」が 40.2％と最も多く，

次いで「サービスの仕事」（25.1％），「販売の仕事」（8.7％）となる。既婚全体でも，「事

務的な仕事」が 43.6％と最も多く，次いで「サービスの仕事」（22.7％），「販売の仕事」

（9.4％）と，大差はない。現在の就業形態の選択理由（主な理由１位）は，未婚・既婚と

もに「自分の都合のよい時間に働けるから」が最も多い。未婚全体で 41.6％，既婚全

体で 43.1％である。それに続く回答は，未婚全体では「年齢的に正社員として働けな

かったから」（10.0％），「自分の体調管理・療養と両立しやすいから（6.8％），既婚全体

では「家庭の都合（家事）と両立しやすいから」（18.2％），「家計の補助，学費を得たい

から」（7.2％）が上位に選択された。年代別にみると，「自分の体調管理・療養と両立し

やすいから」が未婚 20代で 10.4％，未婚 30代で 12.0％と，全体よりも高い。また未婚

50 代では，「年齢的に正社員として働けなかったから」（21.2％）も全体よりも高い結果

となっている。 

また，仕事のかけもち状況について，未婚全体で 81.3％が「かけもちはしていない」

と回答しているが，2 割近くは 2 つまたはそれ以上の仕事を掛け持ちしている「ダブル

ワーク（あるいはトリプルワーク）」状態にある。また，雇用期間途中での解雇や雇止め

の経験については，未婚全体より，既婚全体で，解雇や雇止めいずれかの経験率が

やや高い結果であった（未婚全体 23.7％，既婚全体 28.2％）。 

1 週間の実労働時間数（図表 3－7）は，未婚全体の 25.6％が週 40 時間以上勤務

している。社会保障の加入対象となる週 30 時間以上でみると 60.7％と 6 割を超えて

いる。一方で既婚全体では，20時間未満で 48.6％と約半数を占める。 

32.7

42

20

10.4

28.8

33.2

25.1

17.9

4

14

17.9

18.8

23.8

14.6

38.8

32

26

38.8

31.5

29.3

33.3

9.6

12

30

28.4

16.5

11.6

20.5

1.9

10

10

4.5

4.5

2.2

6.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無配偶50代

無配偶40代

無配偶30代

無配偶20代

全体(n400)

有配偶(n181)

無配偶(n219)

図表3－6 初職の勤続年数

5年以上 3年以上～5年未満 1年以上～3年未満 1年未満 覚えていない
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（出典）図表 3－2，と同じ。 

 

現職の雇用期間については，未婚全体の 75.3％が「雇用期間の定め無し」と回答し

ている。また「雇用期間の定めあり」と回答した 24.7％のうちの半数は無期雇用への変

更を「希望しない」としている。希望しない理由としては，「辞めやすいから」（30 代契

約），「会社に縛られたくない」（40 代派遣）など積極的に有期雇用を選択していると思

われる記述が見られた。他には「毎年契約更新できるので」（30 代契約），「更新を拒

否されることはないので」（30 代契約），「更新はされると思うから」（50 代パート）などの

これまで契約更新がされてきたことに基づく希望的観測に基づく判断とみられる記述

も見られた。一方で，無期転換を希望すると回答した者の理由には，「将来が不安」

（30代契約），「将来的な不安の解消になる」（30代契約），「慣れた会社で慣れた業務

を続けて行きたいから」（30 代派遣），「雇い止めが不安だから」（40 代契約）など，将

来不安に関する記述が多くみられた。 

現在の就業形態を選んだ理由（主なものを 3 位まで選択）の 1 位結果を全体の降

順でみると，未婚では「自分の都合のよい時間に働けるから」（41.6％）が最も高く，続

いて「年齢的に正社員として働けなかったから」（10.0％），「自分の体調管理・療養と

両立しやすいから」（6.8％）の順である。既婚では「自分の都合のよい時間に働けるか

ら」（43.1％）が最も高く，続いて「家庭の都合（家事）と両立しやすいから」（18.2％），

「家計の補助，学費を得たいから」（7.2％）となった。 

非正規雇用という働き方をしていることをどう捉えているか（図表 3－8）については，

未婚の 31.1％が「やむを得ず選択した働き方である」，68.9％が「自ら望んだ働き方で

ある」と回答している。その理由についての自由記述（図表 3－9）をみると，「やむを得

ず選択」した者の自由記述には「正社員に受からない」（20 代嘱託），「正社員の仕事

16.8

16.6

16.9

18.3

32

6.8

17.8

20.4

15.5

28.3

19.9

35.1

19.1

11.1

25.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n400)

有配偶(n181)

無配偶(n219)

図表3－7 1週間の実労働時間数

10時間未満 10～20時間未満 20～30時間未満 30～40時間未満 40時間以上
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が見つからなかった」（50 代パート）など，いわゆる「不本意非正規」の定義と同じ内容

の記述が散見される。 

 

（出典）図表 3－2，と同じ。 

 

  

75.8

84

68.9

24.3

16

31.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n400)

有配偶(n181)

無配偶(n219)

図表3－8 非正規雇用という働き方の捉え方

自ら望んで選択した働き方である やむを得ず選択した働き方である
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図表 3－9 現在の就業形態の捉え方（未婚・自由記述（一部抜粋）） 

自ら望んで選択 やむを得ず選択 

「時間を縛られたくないから」（20 代契約） 

「長時間働くのがしんどいから」（20 代パート） 

「体調面が安定しないため」（20 代パート） 

「気が楽だから」（20 代パート） 

「前職がブラック正社員だったから」（20 代パー

ト） 

「正社員が辛かったから」（20代パート） 

「正社員になる前に非正規雇用としてたくさんの

挑戦をしたかったから」（20 代派遣） 

「経験のために」（20 代パート） 

「正社員登用もあるから選択した」（30 代パート） 

「雇って貰いやすかったから」（30 代契約） 

「勤務地が変わらないから」（30 代パート） 

「環境や勤務地など選べる」（30 代派遣） 

「休みが自由にとれる」（30 代パート） 

「辞めるのも自由で働き方も自由だから」 

（30 代パート） 

「社員で働くよりも自由だから」（30 代派遣） 

「正規雇用で働く自信がない」（30 代契約） 

「ブランクがあり，正社員で働くには不安だった

から」（30 代契約） 

「介護支援が必要な家族がいるから」 

（40 代パート） 

「採用されやすい」（40 代パート） 

「重い責任がほとんどないから」（40 代派遣） 

「縛られたくないから」（40 代パート） 

「社員には二度となりたくない」（40 代パート） 

「通院しながら続けられるので」（50 代パート） 

「親と同居のためフルタイムの仕事ができない」 

（50 代パート） 

「実家の父の介護もあるので正社員は不都合」 

（50 代パート） 

「年齢のことを考えて」（50 代派遣） 

「すぐに仕事したい時に便利だったから」 

（50 代派遣） 

「資格勉強中のため」（20 代パート） 

「体調を崩し,正社員での就職が難しいので」 

（20 代パート） 

「正社員登用があるから」（20代契約） 

「就職活動方法がわからなかったから」（20 代派

遣） 

「早く働き始めたかった」（20 代派遣） 

「会社がアルバイトからと決まっている」 

（20 代パート） 

「正社員に受からない」（20 代嘱託） 

「職歴も浅く,経験がないため一時しのぎで働いて

いる」（20 代派遣） 

「体を壊したため」,「病気のため」（30 代パート） 

「親の介護があるため,半日出勤など時短を希望す

る日があるため」（30代パート） 

「正社員でなかなか仕事が見つからず,貯金も無く

なってきたから」（30 代派遣） 

「正社員の仕事がなかったので」（30 代パート）（30

代派遣） 

「とりあえず働けるところってことで」（30 代パート） 

「正社員採用してもらえないから」（30 代派遣） 

「通院中にて」（40 代パート） 

「やめたらこれより上の水準には到達できない」

（40 代契約） 

「正社員になりたいけどなかなかなれないから」

（40 代派遣） 

「年齢的に仕方ない」（40 代パート） 

「正社員で就労できるスキルがない」（40 代パート） 

「採用されない」（40 代契約） 

「正社員の職を得る機会が殆どなかった」 

（40 代パート） 

「資格を取得するための期間」（50 代パート） 

「正社員ではなかなか仕事に就けないから」 

（50 代派遣） 

「正社員を希望して活動しても，全く就業できない

ため」（50 代派遣） 

「年齢的に正社員は難しいから」（50 代パート） 

（出典）図表 3－2，と同じ。 
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③社会保障 

社会保障については，現在の収入状況，社会保険等の加入状況（雇用保険，厚生

年金，国民保険，健康保険）と個人による生活リスクに対する備えの状況（民間保険

等），そして職場の制度・施設利用状況について尋ねている。 

生計の主な収入（図表 3－10）をみると，未婚全体では，「本人の勤労収入」が

71.2％と，7 割以上が「主たる生計維持者」であることがわかった。一方で，「親の勤労

収入」（14.2％），「親の年金」（5.5％）の合計が 19.7％と，約 2 割が生計を親の収入に

頼っていることもわかる。未婚について年代別にみると，20代，30代では 2割が「親の

勤労収入」，40 代，50 代では 1 割が「親の年金」が生計の主な収入である。一方で既

婚では年代に関係なく「配偶者の勤労収入」が主な収入源になっている（図表８）。 

本人の年収状況（図表 3－11）は，未婚全体では「100 万円～200 万円未満」が

40.2％と最も高く，次いで「200 万円～300 万円未満」（38.4％），「100 万円未満」が

12.3％であった。つまり未婚の 7割は本人の勤労収入により生計を維持しているが，全

体の 53.2％と半数以上が本人年収 200万円未満という状況にあるということである。一

方で，既婚全体では，「100 万円未満」が 42.5％と最も高く，次いで「100 万円以上～

200万円未満」（33.7％），「200万円～300万円未満」（21.0％）である。 

世帯年収（図表 3－12）で見ると，未婚全体では「200 万円未満」が 26.9％，「200 万

円以上～300万円未満」が 34.7％と，6割以上が世帯年収 300万円未満であった。一

方，既婚全体では約 8 割が世帯年収「400 万円以上」で，配偶者の有無により世帯の

収入状況に大きな差があることが明らかである。 

 

 

（出典）図表 3－2，と同じ。 

 

42.3

7.2

71.2

44.8

91.2

6.4

7.8

0

14.2

3

0

5.5

2.4

1.7

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n400)

既婚(n181)

未婚(n219)

図表3－10 生計の主な収入

自身の勤労収入 配偶者・パートナーの勤労収入 親の勤労収入 親の年金 その他
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（出典）図表 3－2，と同じ。 

 

 

（出典）図表 3－2，と同じ。 

 

このような収入状況のなかで，将来の備えである社会保障についてどうなっている

かについても確認している。雇用保険への加入状況は，未婚で 65.8％，既婚では

47.5％と，未婚の方と加入率が高い傾向にあった。また年金制度への加入状況（図表

3－13）は，未婚全体の 49.8％と約半数が厚生年金に本人が被保険者として加入して

いた。この点は，2012 年から始まった厚生年金被保険者拡大の成果と考えることがで

きるだろう。また，疾病などのリスクに備える健康保険の加入状況（図表 3－14）は，未

婚では「本人が被保険者として加入」が 43.8％，「国民健康保険加入」が 17.8％であ

った。  

ただし雇用保険，年金保険，医療保険，ともに「無回答」が 3 割以上を占めており，

このことからも，社会保障に対する関心の無さや理解不足，また，回答したくない，とい

う思いを垣間見ることが出来る。 

  

26

42.5

12.3

37.3

33.7

40.2

30.5

21

38.4

4.3

1.7

6.4

2.1

1.1

2.8

全体(n400)

既婚(n181)

未婚(n219)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

図表3－11 個人年収

100万円未満 100万円以上～200万円未満 200万円以上～300万円未満

300万円以上～400万円未満 400万円以上

3.5

1.7

5

13

2.2

21.9

23.5

9.9

34.7

11.8

7.7

15.1

48.5

78.4

23.3

全体(n400)

既婚(n181)

未婚(n219)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

図表3－12 世帯年収

100万円未満 100万円以上～200万円未満 200万円以上～300万円未満 300万円以上～400万円未満 400万円以上
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図表 3－13 年金加入状況 

 
厚生年金に被
保険者として加

入 

国民年金第3号
被保険者 

国民年金保険
料免除 

国民年金保険
料滞納 

公的年金を受
給している 

無回答 

全 体

（n400） 
42.0 17.0 5.5 2.0 0.8 33.8 

未婚 

(n219) 
49.8 0.0 8.7 2.7 0.9 38.8 

既婚 

(n181) 
32.6 37.6 1.7 1.1 0.6 27.6 

（出典）図表 3－2，と同じ。 

 

図表 3－14 健康保険加入状況 

 被保険者として加入 被扶養者になっている 国民健康保険に加入 無回答 

全 体

（n400） 
37.0 16.0 14.0 33.3 

未婚 

(n219) 
43.8 4.1 17.8 34.7 

既婚 

(n181) 
28.7 30.4 9.4 31.5 

（出典）図表 3－2，と同じ。 

 

また，個人による備え（図表 3－15）については，「民間の生命保険・医療保険に加

入」が未婚全体で 33.3％，既婚全体で 51.9％，「預貯金がある」が未婚全体で 22.4％，

既婚全体で 35.4％，「個人型年金保険に加入している」が未婚全体で 11.4％，既婚

全体で 14.9％であり，いずれも未婚の方が低く，備えが十分でない状況がみてとれる。 

 

図表 3－15 個人による備えの状況（複数回答） 

 
民間の生命保険・
医療保険に加入 

個人型年金保険に
加入 

預貯金がある その他（個人型確定拠
出年金，投資等で運用
している） 

無回答 

全 体

（n400） 
41.8 13.0 28.3 9.5 44.3 

未婚 

(n219) 
33.3 11.4 22.4 7.7 52.1 

既婚 

(n181) 
51.9 14.9 35.4 11.6 34.8 

（出典）図表 3－2，と同じ。 

 

さらに，法定外の福利厚生について確認するために，職場での制度・施設利用等

(図表 3－16)についても尋ねている。 

通勤手当については 46.1％が，年次有給休暇制度については 50.2％が「実際に

利用している」と回答している。仕事に必要な研修や教育は，46.6％が「勤務先にある

制度」として認知しているが，「実際に利用している」とする回答は 28.8％にとどまる。ま

た，キャリアアップのための研修や教育についても，34.2％が「勤務先にある制度」とし
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て認知しているが，「実際に利用している」とする回答は 13.2％にとどまる。育児休業

制度，介護休業制度については，「制度がない／あるかどうかわからない」とする回答

が，育児休業制度で 68.5％，介護休業制度では 81.7％あった。 

 

図表 3－16 職場での制度・施設利用について（未婚・複数回答） 
 勤務先にある制度・設

備 

あなた自身が利用

できる制度・設備 

あなた自身が実際

に利用している制
度・設備 

制度・設備がない

／あるかどうか分か
らない 

通勤手当（n219） 
64.8 48.4 46.1 32.9 

年次有給休暇（n219） 
65.3 53.9 50.2 32.0 

仕事に必要な研修や教育

（n219） 46.6 32.0 28.8 51.1 
キャリアアップのための研修や

教育（n219） 34.2 18.7 13.2 64.4 
育児のための休業制度（n219） 

31.1 11.9 4.6 68.5 
介護のための休業制度（n219） 

17.8 7.3 2.7 81.7 

（出典）図表 3－2，と同じ。 

 

④生活 

生活については，住まい方，社会的なつながり（居場所，やりとりする相手）等につ

いて，そして不安などの感情面について尋ねている。 

住まい方については，「一人暮らし」は 50.7％で，シングルといっても半数近くには

同居者がいる。同居者の内訳は，「恋人・パートナー」の 10.5％と比べて，「母」36.5％，

「父」22.8％，「兄弟姉妹」14.6％と家族との同居率が高い（複数回答）。同居の理由

（図表 3－17）は「自分自身が一人暮らしするには経済的に困難だから」が 43.5％と最

も多く，次いで「実家を出る機会がなかったから」（20.4％），「自分が家計の担い手だ

から」（8.3％）と続く。住居にかかる費用（図表 3－18）は，「自分が全額負担する賃貸

住宅」が 45.2％と最も多く，次に「家族が全額負担する持ち家」（22.8％）である。費用

負担の別にみると，「自分が全額負担」が 51％，「家族が全額負担」が 35.6％となる。 

 

 

（出典）図表 3－2，と同じ。 

7.4 43.5 8.3 6.5 5.6 20.4 8.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無配偶（n108)

図3‐17 同居理由（未婚・単一回答）

事実婚関係にあるから 自分自身が一人暮らしするには経済的に困難だから

自分が家計の担い手だから 同居人の介護・看護の必要があるから

家事・炊事をしてもらえるから 実家を出る機会がなかったから

その他
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（出典）図表 3－2，と同じ。 

 

居場所（ホッとできる場所）（図表 3－19）として「そう思う」（「そう思う」と「どちらかと言

えばそう思う」の計）と回答した者の割合は，「自分の部屋」が 95.4％と最も高く，「家

庭」（「実家や親族の家を含む」）が 76.7％と続く。「職場」でも 31％にのぼり非正社員

であっても職場への帰属意識を持っていることをうかがわせる回答となった。また，公

共施設は 18.7％と 2割弱，お店等は 45.6％と 5割近い回答となった。普段の生活で

やりとりする相手（図表 3－20）は，「友人」（78.0％）が最も高く，「親」（55.7％），「兄弟

姉妹」（43.4％），「職場の人」（40.6％）と続く。 

図表 3－19 居場所（ホッとできる場所）（未婚・単一回答） 

 そう思う どちらかと言えば  
そう思う 

どちらかと言えば  
そう思わない 

そう思わない 

自分の部屋（家） （n219） 
79.9 15.5 1.8 2.7 

家庭（実家や親族の家を含む）
（n219） 41.6 35.2 10.5 12.8 
職場（n219） 

5.0 26.0 37.4 31.5 
地域にある公共施設（n219） 

0.9 17.8 37.0 44.3 
インターネットカフェ（n219） 

2.7 16.9 27.4 53.0 
お店・飲食店等 

（インターネットカフェ以外）（n219） 5.9 39.7 30.1 24.2 
インターネット空間（n219 ） 

7.8  25.6  29.7  37.0 

（出典）図表 3－2，と同じ。 

 

 

 

自分が全額負担（持ち家）, 

6%

自分が全額負担（賃貸）, 

45%

自分が一部負担（持ち家）, 

4%

自分が一部負担

（賃貸）, 9%

家族が全額負担（持ち家）, 

23%

家族が全額負担（賃

貸）, 13%

図3－18 住居にかかる費用（未婚・単一回答）
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図表 3－20 普段の生活でやりとりする相手（未婚・複数回答） 

 親 兄弟姉妹 友人 恋人・パートナー 職場の人 

未婚全体(n219） 55.7 43.4 78.5 33.8 40.6 

未婚 20代(n67) 76.1 46.3 76.1 52.2 34.3 

未婚 30代(n50) 66.0 40.0 76.0 36.0 48.0 

未婚 40代(n50) 44.0 34.0 80.0 18.0 38.0 

未婚 50代(n52) 30.8 51.9 82.7 23.1 44.2 

（出典）図表 3－2，と同じ。 

 

「不満を感じること」に関する質問（図表 3－21）では，「賃金」（59.8％），「仕事の内

容・やりがい」（34.7％），「雇用の安定性」（29.7％）と，雇用に関するものが上位にあが

る。その一方で「今望んでいることや目ざしたいこと」に関する質問（上位 3つ選択）（図

表 3－22）では，「収入を増やしたい」（33.8％），「今の職場で働き続けたい」（22.8％）

が，「正社員になりたい」（9.1％），「転職したい」（8.2％）よりも多かった。 

また「現在感じている悩みや不安」について，自由記述により回答を得ている（図表

3－23）。記述内容を見ていくと，仕事，収入，老後に関する記述が多く見られた。特に

収入については，低収入で将来の生活を維持できるかどうか不安に思っていることや，

税金や社会保障費の負担感の大きさを示す記述内容となっている。また，シングルと

して将来を迎えること対する不安や，「特に考えないようにしている」，「あきらめている

ので特になし」など，諦念といえる感情が垣間見える記述もあった。 

 

図表 3－21 不満を感じること（未婚・複数回答） 

 全体 未婚 既婚 

1 位 賃金 51.8％ 賃金 59.8％ 賃金 42.0％ 

2 位 やりがい 33.5％ やりがい 34.7％ やりがい 32.0％ 

3 位 雇用の安定性 25.5％ 雇用の安定性 29.7％ 評価・処遇 20.4％ 

（出典）図表 3－2，と同じ。 

 

図表 3－22 今望んでいることや目ざしたいこと（1位結果） 
 全体 無配偶 有配偶 

1位 収入を増やしたい 29.8％ 収入を増やしたい 33.8％ 今の職場で働き続けたい
28.7％ 

2位 今の職場で働き続けたい
22.8％ 

今の職場で働き続けたい
22.8％ 

収入を増やしたい 24.9％ 

3位 ゆっくりペースで働きたい
10.0％ 

正社員になりたい 9.1％ ゆっくりペースで働きたい
13.8％ 

4位 転職したい 6.8％ 転職したい 8.2％ 子どもが欲しい 12.7％ 

5位 子どもが欲しい 6.0％ 結婚したい 7.3％ 転職したい 5.0％ 

（出典）図表 3－2，と同じ。 
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図表 3－23 現在感じている悩みや不安（自由記述）（未婚・一部抜粋） 

仕事 

 

・「やりたいことがあり，時間が取れる職場に転職をしたが，実際今の生活に
いっぱいいっぱいでやりたいことを勉強する時間や，お金に余裕がないこ
と。お金を貯めているうちにどんどん歳をとっていき，結局できなくなりそうで
不安」（20代契約） 
・「正社員になりたいけど職歴も就活もしたことがなくて，どうしたらいいかわ
からずズルズル目先のお金欲しさにバイトを詰めてしまう」（20代パート） 
・「通勤時間が長い。拘束時間が長い」（30代パート） 
・「スキルアップの勉強をするにも，何をしたらいいかわからない」（30代派遣） 
・「派遣の立場は弱い」（30代派遣） 
・「５年の雇用期間の間に自身の希望に沿った次の就職先が見つかるか，ま
たそこへ就業できるかが不安です。」(40代契約） 
・「職場の基準に基づく，昇給のためのスキルアップ項目がいくつかあるが，
スキルアップを満たせる教育がなかなか受けられない」（40代パート） 
・「年齢を重ねるにつれて，仕事があるかどうか」（40代契約） 
・「派遣元に正社員になれるからと言われて派遣になったのに，いざ働いて
みたら社員になれていない派遣社員で前が詰まってました。現状を把握で
きていない派遣元の会社に呆れました。」（40代派遣） 
・「いつまで派遣で仕事（オフィスワーク）が出来るか。派遣で仕事ができなく
なったら，他に仕事があるか不安。年齢で断られることも多く，あっても低賃
金で，一人暮らしだとやって生活していけないから」（50代派遣） 
・「今派遣で働いていますが，今の就業先にいつまで行けるのか。また直接
雇用の道があるのかどうかわからない」（50代派遣） 

収入 
「収入が安定しないので裕福な生活ができないこと」（20代パート） 
「収入が無いのに税金や年金で出費が酷く，生きていけないのではないかと
思う」（20代パート） 
「生活するだけのお金しかなく，趣味なども楽しめない。暮らしていく楽しみ
や人生においての目標，好きだったものも心底どうでもよく，生きていくだけ
で一杯一杯な現状のまま将来が漠然と不安」（20代派遣） 
「収入も少なく，これから大丈夫かと心配になる」（20代パート） 
「残業がないとギリギリの生活」（20代派遣） 
「金銭的に余裕が欲しい」（30代パート） 
「10年以上今の職場だが時給が 1円も上がらない」（40代契約） 
「賃金が低いし，ワンオペで 10時間働くのはつらい」（40代パート） 
「このままの収入でやっていけるのか」（40代パート） 
「収入と貯金が少ない」（40代パート） 
「将来，年金がもらえない」（40代パート） 
「女性一人暮らしに対して減税が全くないのはどうかと思います。税金が高
すぎます。」（40代パート） 
「市民税や府民税などの公的機関のお金が異常に高い」（50代派遣） 
「収入が少なくほとんど貯金ができないため，将来・老後の生活がとても不
安」（50代パート） 

将来・老後 「いつ結婚できるのか」（20代パート） 
「この先ずっと一人で生きていくのか」（20代パート） 
「年金あるんだろうか。職業は将来どれだけ残っているんだろうか。田舎な地
元は 20年度はどうなっているんだろうか等たくさんあります」（20代派遣） 
「将来年金で暮らしていけるかどうか」（30代パート） 
「ずっと契約社員のまま働くのは，いつか一人で暮らすとき大丈夫なのか不
安」（30代契約） 
「頼れる人が誰もいない」（40代パート） 
「このまま結婚できなくて孤独死しないか不安です。」（40代パート） 
「このままではいずれホームレスになるであろうこと」（40代派遣） 
「一人でいるのに不安を感じる」（40代派遣） 
「両親が亡くなった後の生活」（50代パート） 

諦念 
「書きたくない」（30代パート） 
「特に考えないようにしている」（40代派遣） 
「あきらめているので特になし」（50代契約） 

（出典）図表 3－2，と同じ。 
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（３）「大阪市調査」から見えてくる非正規シングル女性の労働と生活の実態と課題 

「大阪市調査」から結果から，非正規シングル女性が置かれた労働と生活の実態に

ついて，以下の３点を確認することができた。 

第 1 に，「主たる生計維持者」であるにも関わらず，自ら望んで非正規雇用を選択し

ているという点である。調査結果をみると，非正規シングルといっても，労働時間からみ

ても大半はフルタイムといえる働き方で，7割は自身の勤労収入によって生計を立てて

いる。つまり未婚の場合，「家計補助」ではなく，「家計自立型」といえる働き方として非

正規雇用という就業形態に就いていることがわかり，既婚の 9 割が「配偶者・パートナ

ーの勤労収入」によって生計を立て，その労働時間も就業調整していたこととは対照

的な結果であった。またこのような働き方のなかで，「期間の定めがある」働き方をして

いると認識している者のうち半数は無期雇用への転換を希望していないことも明らかと

なった。つまり，非正規シングル女性は「主たる生計維持者」として働いているにも関わ

らず，自ら望んで非正規雇用を選択し，今後も非正規雇用であり続けることを望んで

いるとも解釈できる結果であった。 

第 2に，家族と支えあうことで成り立つ厳しい生活実態である。「主たる生計維持者」

として働いているとはいえ，低収入で厳しい生活実態にあることがわかった。年収「100

万円未満」という「貧困」といえる状況にある者も 1 割以上あり，2018 年の貧困線（等価

可処分所得の中央値の半分）が 127 万円となっていることから考えると95，1 割以上が

貧困線以下の状況にあり，生活保護予備軍もしくは生活保護受給世帯，または対象

にあるものの受給していない状況にあることがわかる。 

また，「シングル」といっても「自分自身が一人暮らしするには経済的に困難だから」

という理由で家族と同居している者も多い。世帯収入で見ても 6 割は年収「300 万円」

と低収入であることから，親と同居していてもそれは支援を受けているというよりは「支

えあっている」状況であると言うことができる。現在は親と同居していても将来的には単

身世帯となることが予想され，親なき後の生活において，住まいの確保の問題や経済

的困窮などの困難が予想される。子どもがいないということは，次世代からの支援も見

込めないということを意味しており，住まいの確保も含めて，家族による相互支援の枠

から外れる人たちの困難の増加が懸念される。 

第 3 に，生活リスクに対するアンビバレントな態度である。現状において低収入であ

ることは，将来の年金額に直結する問題である。さらに，低収入であるために貯金など

個人による備えもできていない。自由記述回答からは，将来の生活に対する不安感の

高さだけでなく，低収入のなかで税・社会保障負担が大きいことと，将来において十分

な年金がもらえないだろうという思いから，社会保障に対する不満が強いことも垣間見

 
95 厚生労働省［2020：14］，を参照のこと。 
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える。社会保障面と個人による備えの両面において将来の備えが不十分であることを

自覚するが故に，老後に対する不安感はますます高くなっている。 

しかし，将来に対する不安感が高い一方で，雇用への楽観的な現状認識や，備え

に向けた行動が不十分であることも明らかとなった。自由記述には雇用や老後の生活，

親の介護などに対する不安についての記述が見られるが，現在の雇用契約について

は大半が無期雇用契約であると認識し，有期雇用の者もその半数が無期転換を希望

していない。「これまで契約更新されていたからこの先も大丈夫」という希望的観測に

基づいた判断とも思われる自由記述回答もあり，働き方の捉え方は楽観的であるとも

言えよう。社会保険の加入状況についての「無回答」の多さや，現在の職場での介護

休業について「制度がない／あるかどうかわからない」とする回答が 8割を占めることな

どからは，不安に対処するための情報収集が不十分であることも明らかとなった。 

 

４．むすびにかえて 

繰り返しになるが，女性の非正規雇用といえば，いわゆる「主婦パート」の家計補助

的な働き方や結婚するまでの若年女性の一時的な働き方として想定されることが多く，

非正規雇用として働くことに起因する将来の生活リスクが軽視されがちである。本章で

は，大阪市調査の結果分析を通じて，非正規シングル女性の労働と生活実態とその

課題を確認することを通じて，非正規雇用で働く女性がどのような労働・生活の状況に

あり，不安や困難を抱えているかを確認した。 

その結果，非正規シングル女性は，家計補助としてではなく，主たる生計維持者と

して働いているものの，その労働・生活実態は貧困と隣り合わせの厳しい状況であり，

将来に対する不安を抱えていることがわかった。その一方で，働き方という点では，何

らかの理由から「自ら望んで非正規雇用」という就業形態を選択し続けている実態も明

らかになり，高い不安感を抱えながら収入増を望む一方で，状況改善にむけた認識

や準備の不足といったアンビバレントな態度をとっていることもわかった。 

ただし，現在感じている悩みや不安に関する自由記述（図表 3－23）では，「書きた

くない」（30 代パート），「特に考えないようにしている」（40 代派遣），「あきらめているの

で特になし」など，諦念ともいうべき諦めの感情に関する記述が見られた。金銭的にも

時間的にも今を生きるのに「いっぱい，いっぱい」であるともいえる労働・生活実態が，

高い不安感に対して認識し備えるという行動が不足するアンビバレントな行動と態度を

引き起こしていることにも注意を払う必要がある。 

そこで，次章では，非正規シングル女性における就業形態の捉え方に関する自由

記述を詳細に分析することを通して，非正規シングル女性が，自ら望んで非正規雇用

を選択するその背景について，具体的に検討する。  
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第 4 章 自由記述からみる非正規シングル女性における就業形態選択の捉え方に関

する考察 

 

１．はじめに 

従来の研究や各種政府統計調査では，非正規雇用を選択する理由は，「家計補助」

や「柔軟な働き方を望むため」であり，特に女性にとって非正規雇用は「自分の都合の

よい」働き方とし，その就業形態を「自発的」に選択していると考えられてきた。また，そ

うでない場合については，正社員としての就職を望んでいるにも関わらず非正規雇用

として働く，いわゆる「不本意非正規」として位置づけられ，それらの人々を重点的な

対象に据えて，正社員転換や無期転換を中心とした施策がとられてきた。 

しかし，これまでみたように，非正規雇用で働く女性の大半は「『不本意非正規』以

外」の人々であり，非正規労働者に対しては，正規労働者との格差是正に向けた待遇

改善の必要性が言われつつも，重点的な施策はとられてきていないのが実情である。

それは，女性が非正規雇用を「本意」あるいは「自発的」に選択しているという理解のも

と，低賃金，不安定雇用などの状態にあったとしても，日々の生活においては主たる

稼得者（それらは，主に父親や夫など男性であるとされることが多い）によって扶養さ

れており，生活に困らないと考えられてきたためである。また，たとえ生活上の困難に

直面していたとしても，柔軟な働き方や自分の都合を優先させたことへの「自己責任」

であるかのように捉えられてきた面さえもあった。 

また，第 2 章で各種政府調査選択肢96の内容と位置づけを確認したとおり，「『不本

意非正規』以外」の非正規労働者は，その就業形態を選択した理由が多様であるにも

かかわらず，「本意」あるいは「自発」として一つのカテゴリーに扱われていた。縦軸に

選択行動（「自発／非自発」），横軸に選択行動に対する解釈（「本意／不本意」）とい

う四象限マトリックスを用いて選択肢を分析したところ，選択行動が「自発」であったとし

ても，その選択行動に対する解釈は「本意」である場合と「不本意」である場合があるこ

とが確認でき，不本意非正規とは分類されない労働者のなかにも「不本意ながらも自

発的に非正規雇用を選択する」可能性があることが明らかとなった。 

例えば，第一象限（「自発」×「本意」）には「勤務時間・日数が短いから」，「転勤が

ないから」，「家庭の事情や他の活動（趣味・学習等）と両立しやすいから」，「簡単な仕

事で責任も少ないから」など，非正規雇用という就業形態に就いていることを肯定的に

 
96 各種政府調査とは，「労働力調査」，「パートタイム労働者総合実態調査」，「就業形態の多様化

に関する総合実態調査」を指す。一般的に就業形態の選択理由について触れる際に取り上げら

れるデータは労働力調査の「現職についた主な理由」であることが多い。労働力調査で「現職の雇

用形態についた主な理由」について調査を始めたのは 2013年の調査票の変更からであるが，そ

れ以前からも「パートタイム労働者総合実態調査」や「就業形態の多様化に関する総合実態調査」

において，現在の就業形態を選んだ理由は調査されてきた。 
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捉えていると考えられる選択肢が位置する。一方で，第 2 象限（「自発」×「不本意」）

には，選択行動が「自発」であっても「家庭の事情（育児・介護等）で正社員として働け

ないから」や，「正社員のような責任や人事異動を課されて働くことが困難・負担だから」

という選択肢のように，「働けない」，「困難・負担だから」など正社員として働くことを否

定し，消極的な選択として非正規を選んでいることをうかがわせる選択肢がある。さら

に「正社員として働くことが，体力的に難しいから」，「体力的に正社員として働けなか

ったから」，「仕事を辞めてからの期間が長く正社員として働く自信がないから」など，

「正社員になれない」ことを理由としながらも，自発的に非正規雇用を選択したことがう

かがえる選択肢も含まれている。 

つまり就業形態の選択には，「自発／非自発」や，「本意／不本意」という二分法で

は分けきれない多様な状況が想定され，非正規雇用で働く人のなかには，その働き方

を「自発」で「本意」と捉えていたとしても，そこに不本意性が含まれる可能性もあるとい

うことである。いわゆる「不本意非正規」以外に分類される非正規雇用者は，特に女性

において，その働き方が女性にとって「自分の都合のよい」働き方であると一括りに取

り扱われがちであり，このことが，支援施策の対象として十分に認識されていない一つ

の理由として考えられる。 

また，第 3 章「大阪市調査」結果分析からは，非正規シングル女性の約 7 割が，そ

の就業形態を「自ら望んだ働き方」であると回答していることがわかった。しかし，「柔軟

な働き方を望むため」，あるいは「自分の都合のよい」働き方として非正規雇用を自ら

望んで選択していたとしても，それは「家計補助」的な働き方ではないことが明らかとな

った。実際の労働・生活状況も併せて確認すると，非正規シングル女性は「主たる生

計維持者」として，ほぼフルタイムに近い働き方をしているにもかかわらず，低収入で

厳しい労働・生活実態にあり，これまで言われてきたような「家計補助」という言葉から

イメージされるゆとりのある生活からは程遠い状況にある。さらに，非正規雇用という就

業形態ゆえに，契約更新への不安や，今後年齢を重ねた先の就労の見通しの立たな

さ，経験やスキル不足など，さまざまな不安な気持ちを抱えている状態であることもわ

かった。その一方で，就業形態の選択という点においては，働き方にまつわる不安が

あるにも関わらず「自らその働き方を選択し，転職を希望せず，非正規雇用の現職で

あり続けることを希望する」という，一見すると非合理と思われる選択をしている。 

これらの「不本意ながらも自発的に非正規雇用を選択する」非正規シングル女性は，

その働き方ゆえに，低収入や雇用不安などの様々な困難を抱える厳しい労働・生活

実態にある。それにも関わらず，なぜ，自らの意思で非正規雇用を選択し，その働き

方であり続けたいと考えているのだろうか。そこで，本章では「大阪市調査」の自由記

述回答から，非正規シングル女性の就業形態選択の理由と背景について詳細に検討
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することで，「自発」や「本意」とされる就業形態選択に含まれる不本意性について明ら

かにし，その実情を描き出すことを試みたい。 

 

２．非正規シングル女性における就業形態選択の背景とその実情－「大阪市調査」の

自由記述回答から－ 

（１）６つの要素別にみる自由記述内容 

「大阪市調査」は，就業形態の選択を回答者自身がどのように捉えているか，「自ら

望んだ」と「やむをえず選択」の 2 択により回答してもらい，さらにその理由について自

由記述による回答を得ている。この設問により，これまでその指し示す内容が曖昧なま

まに取り扱われていた「本意」という意味について，回答者自身がどのように捉えてい

るか，自ら選択肢を選ぶことを通じて確認することができる。さらに，それぞれの自由記

述から就業形態選択の背景にある多様な事情について探ることも可能となる。 

「大阪市調査」をみると，未婚では，非正規雇用という就業形態を「自ら望んで選択

した働き方である」と回答したものが 68.9％，「やむを得ず選択した働き方である」と回

答したものが 31.1％とであった。一方，既婚では「自ら望んで選択した働き方である」

が 84.0％，「やむを得ず選択した働き方である」が 16.0％であった。 

そこで，第 2 章において析出した「自発／非自発」という「選択行動」と「本意／不本

意」という「選択行動に対する解釈」の二つの分析軸からなる四象限マトリックスを用い，

就業形態の選択の捉え方と，その自由記述回答の内容についての詳細な分析を通じ

て，各種政府調査で用いられる選択肢からは，明らかにすることができなかった就業

形態選択の理由とその背景を，より具体的に明確にしたい。 

分析にあたっては，就業形態を「自ら望んだ」と回答した者の自由記述を「選択行動

に対する解釈」の「本意」として，「やむを得ず選択」と回答した者の自由記述を「選択

行動に対する解釈」の「不本意」として横軸に配置し，さらに自由記述の内容から「選

択行動」の自発性を類推して「自発／非自発」の縦軸に配置した。 

第 2章で確認した通り，各種政府調査の「現在の就業形態の選択理由」に関する選

択肢は，①時間，②両立，③収入，④正社員になれない，⑤正社員性の忌避，⑥資

格，その他，の 6つの要素に整理することができる。ここからは，この 6つの要素別に，

自由記述の内容をマトリックスに配置し，自由記述における特徴的な内容，政府調査

選択肢の位置づけとの共通点や相違点について確認したい。なお，「大阪市調査」は

未婚，既婚の双方から回答を得ているが，本章では未婚の回答を中心に，既婚の回

答にも触れながら分析を進めることとする。 
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①要素１「時間」 

「時間」という要素に関係する各種政府調査の選択肢は，「自分の都合のよい時間

（日）に働きたいから」，「勤務時間が短いから」，「就業調整ができるから」である。非正

規雇用という就業形態の選択を肯定的に捉え，自ら選択しているとみなすことのできる

選択肢であり，第 1象限（「自発」×「本意」）に位置する内容である。 

「大阪市調査」の自由記述回答を確認すると，非正規雇用という就業形態を「自ら望

んだ」と回答した者（以下，「本意選択」とする）の回答では，この「時間」という要素に関

する記述が多い（図表 4－1）。 

未婚の回答（図表では下線）では，「趣味に使うための休みを自由に取りたかったた

め」（30 代パート），「休みを自由に選択できるから」（50 代パート）など，プライベートの

時間を優先して働くために，積極的な選択として非正規雇用という就業形態を選んで

いる記述が目立つ。これらは，いわゆる「自分の都合のよい」時間に働けることを理由

にした回答といえる。また，「時間を縛られたくないから」（20 代契約），「定時で上がれ

るため」（20代派遣），「時間の融通がきく」（40代パート）など，労働時間の融通を望む

記述も多い97。 

一方で，既婚の場合は，「配偶者の扶養の範囲内だから」（40 代パート），「税金対

策のため」（40 代パート）など，就業調整に関連した記述が目立つ。つまり，既婚女性

とっての「自分の都合のよい時間」とは，「自分の都合」というよりも，「家族の都合」や，

税や社会保障などの「制度に合わせた都合」と捉えることができるだろう。 

また数は多くないが，非正規雇用という就業形態を「やむを得ず選択した」と回答し

た者（以下，「不本意選択」とする）の回答においても時間に関する記述がみられた。

「家から近い」（40 代パート）という回答は，各種政府調査選択肢の「通勤時間が短い

から」に相当する自由記述と考えられるが，「不本意選択」の自由記述として記されて

いた。また「残業できないから」（30 代パート）という記述は，政府調査選択肢の「勤務

時間・日数が短いから」または「就業調整ができるから」に相当する回答と考えられるが，

働き方の捉え方としては「不本意選択」の自由記述として記されていた。 

 

  

 
97 既婚女性の回答においても，「希望したシフトで働きたいから」（既婚 20代パート），「残業がな

いため」（既婚 20代派遣），「時間の融通が利いていい」（既婚 30代パート）など，労働時間の融

通を望む記述は見られる。ただし，既婚女性の場合は働き方の融通を求める背景に，家事・介護

等，家庭の事情が含まれることも想定される。 
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図表 4－1 「行動」と「解釈」からみる「就業形態の選択理由」（自由記述）の位置づけ 

（要素１「時間」） 
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②要素２「両立」 

「両立」という要素は，各種政府調査の選択肢では，育児・介護などの「家庭の事情

との両立」と，「他の活動との両立」の二つの内容が含まれている。 

「家庭の事情との両立」に関する選択肢としては，「家庭の事情で正社員として働け
．．

ない
．．

から」（傍点筆者）という否定的な表現と，「家庭の事情（家事・育児・介護等）と両

立しやすい
．．．．

から」（傍点筆者）という肯定的な表現が用いられ，第 1象限（「自発」×「本

意」）と第 2 象限（（「自発」×「不本意」）の双方に位置づけられる要素である。「大阪市

調査」の自由記述回答で確認すると，各種政府調査の選択肢と同じように，「家庭の

事情との両立」に関する記述が，「本意選択」と「不本意選択」の双方で両立に関する

記述を確認することができた。そこで記述された内容は，介護，家事，実家の仕事とい

った「家庭の事情」との両立に関するものである（図表 4－2）。 

そのなかでも，介護との両立に関する記述は，未婚・既婚双方の回答に登場してい

る。未婚の回答を見ると，「本意選択」の回答に，「介護支援が必要な家族がいるから」

（40 代パート），「親と同居のためフルタイムの仕事ができない」（50 代パート），「実家

の父の介護もあるので正社員は不都合」（50 代パート）など，家族の介護を理由とする

記述があり，「不本意選択」の回答にも「親の介護があるため，半日出勤など時短を希

望する日があるため」（30代パート）という記述が見られる。同じように既婚の回答でも，

「本意選択」の回答に，「家事やら介護やらがあるので」（30 代パート），「旦那が自宅

療養しているから」（30代パート），「不本意選択」の回答に，「家族の介護問題」（50代

派遣）などの記述がある。 

また，各種政府調査選択肢にある「他の活動（趣味・学習等）と両立しやすいから」

相当する内容として，自由記述回答では「本意選択」の回答に，「プライベートとの両

立」という表現が，未婚・既婚双方で登場している。さらに，既婚の「本意選択」にのみ

見られる回答には，「子どもが欲しいから」（20代パート），「妊活中なので」（30代派遣）

など，子どもを持つことを望んでいる，いわゆる「妊活」中であることを理由とする記述

がある。 
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図表 4－2 「行動」と「解釈」からみる「就業形態の選択理由」（自由記述）の位置づけ      

（要素 2「両立」） 
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③要素３「収入」 

「収入」という要素は，各種政府調査の選択肢では「家計の補助，学費等を得たい

から」，「自分で自由に使えるお金を得たいから」など第 1象限（「自発」×「本意」）に位

置した内容として尋ねられている。「大阪市調査」の自由記述回答で確認すると，収入

に関する記述はそれほど多くはない。「本意選択」理由として，未婚の回答に「効率よ

く稼げる」（20代契約社員），既婚の回答に「家庭を優先しつつも収入が欲しい」（30代

パート）という回答が見られる（図表 4－3）。 

一方で，各種政府調査選択肢の位置づけと異なり，「不本意選択」としての回答に

も，「収入」という要素に関わる記述がある点に着目したい。未婚の「不本意選択」理由

にある「正社員でなかなか仕事が見つからず，貯金もなくなってきたから」（30 代派遣），

「やめたらこれより上の水準には到達出来ない」（40 代契約）という記述からは，政府調

査で想定している「家計補助」としての理由だけではなく，生計維持のための収入が必

要であることがわかる。主たる生計維持者であるために生活のための収入確保を急い

でおり，そのために就職が容易かつ確実な非正規雇用を選択していることが類推でき

る。 
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図表 4－3 「行動」と「解釈」からみる「就業形態の選択理由」（自由記述）の位置づけ

（要素 3「収入」） 
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④要素４「正社員になれない」 

「正社員になれない」という要素について，各種政府調査の選択肢では，いわゆる

「不本意非正規」と分類される「正規の職員・従業員の仕事がないから」が第 3 象限

（「不本意」×「非自発」）に位置する。その他に，「正社員として働くことが，体力的に

難しいから」，「仕事を辞めてからの期間が長く正社員として働く自信がないから」など，

体力や自信の無さを理由とする選択肢が第 2象限（「不本意」×「自発」）に位置する。

いずれにせよ，政府調査選択肢では「不本意選択」の内容として尋ねられているもの

である。 

大阪市調査の自由記述回答で確認すると，「正社員になれない」という要素は，「不

本意選択」だけではなく「本意選択」の理由としても登場することが確認できる。そこで

記述される内容は，「体調」に関する内容や，「スキル・経験不足」，そして「自信の無さ」

などに関する内容である。 

まず，「体調」を理由に正社員になれないとする記述は，配偶者の有無に関わりなく

「本意選択」・「不本意選択」の双方でみられる。たとえば「不本意選択」では，「体調を

崩し，正社員での就職が難しいので」（未婚 20 代パート），「体調を崩して勤務日数を

減らしたため」（既婚 50代パート）などの記述があり，「本意選択」では「通院しながら続

けられるので」（未婚 50 代パート），「毎日就労できる体力がないので」（既婚 50 代パ

ート）などがある。これらは体調管理や病気治療と，仕事との「両立」という視点でとらえ

ることもできる内容である。本人の捉え方によって，非正規雇用が体調管理との両立が

可能な働き方として「本意選択」と認識されることもあれば，体調を理由に正社員にな

れないという「不本意選択」の理由として捉えられている場合もあることがわかる。 

次に，各種政府調査選択肢の「仕事を辞めてからの期間が長く正社員として働く自

信がないから」は「不本意選択」に位置する選択肢として分類したが，自由記述回答を

みると，「自信の無さ」を理由に正社員になれないとする記述は「本意選択」で確認で

きる。例えば，未婚で「ブランクがあり，正社員で働くには不安だったから」（30 代契約），

「正規雇用で働く自信がない」（30 代契約）などが，既婚では「正社員で働ける自信が

ない」（30 代派遣）などがある。また「不本意選択」では，未婚で「正社員で就労できる

スキルがない」（未婚 40代パート），「正社員で職を得る機会が殆どなかった」（40代パ

ート）や，既婚で「正社員で就労できるスキルがない」（40 代パート）など「スキル・経験

不足」に関連する記述があった。 

また，「正規の職員・従業員としての仕事がないから」という記述は，自由記述にお

いても「不本意選択」でのみ確認できる内容であり，各種政府調査選択肢と同じように，

「正社員として採用されない」というものと，「正社員の募集がない」というものの 2 種類

の記述があった。たとえば，「正社員での募集に受からなかったから」（20 代派遣）や，
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「正社員の求人が無かった」（30代派遣）などで，これらは，いわゆる「不本意選択」とし

て分類される非正規雇用という就業形態選択理由である。  

さらに，「正社員になれない」という否定的な表現ではなく，非正規なら仕事があると

言い換えることができる記述も多く見られた98。例えば未婚の「本意選択」で「雇っても

らいやすかったから」（30 代派遣），「採用されやすい」（40 代パート），「すぐに仕事し

たい時に便利だったから」（50 代派遣）がある。「不本意選択」でも「早く働き始めたか

った」（20 代派遣）などの記述がみられた。前述の「収入」という要素では，生活維持の

ために収入確保を急ぐために，不本意ながらも自発的に非正規雇用を選択している

人の存在が明らかになったが，それと同様の背景による理由である。 

  

 
98 「非正規なら仕事がある」に関連する内容として，正社員登用について触れた記述も，本意選

択，不本意選択の双方でみられる。ただし，正社員登用を理由とする非正規就業は，正社員登用

が必ずしも保障されているわけではない点にも注意をする必要があるだろう。 
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図表 4－4 「行動」と「解釈」からみる「就業形態の選択理由」（自由記述）の位置づけ

（要素 4「正社員になれない」） 
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⑤要素５「正社員性の忌避」 

5 つ目の要素「正社員性の忌避」について，各種政府調査の選択肢では「すぐに辞

められるから」「組織に縛られたくなかったから」「簡単な仕事で責任も少ないから」など

第 1象限（「自発」×「本意」）に位置するものと，「正社員のような責任や人事異動を課

されて働くことが困難・負担だから」という第 2 象限（「自発」×「不本意」）に位置した内

容の選択肢として尋ねられている。 

「大阪市調査」の自由記述回答では，「本意選択」の理由としての記述のみ確認す

ることができた。未婚では「社員で働くよりも自由だから」（30 代派遣），「辞めるのも自

由で働き方も自由だから」（30代派遣），「正社員の枠に縛られたくない」（40代派遣），

「重い責任が殆どないから」（40 代契約）など，働き方の自由さや，責任の軽さにふれ

た記述がみられる。また，既婚では「配偶者の転勤があるため，辞めやすいパートを選

んだ」（20 代契約），「責任が軽く，いつでも辞めやすい雇用形態だから」（20 代契約）

など，夫の働き方にあわせて非正規雇用の方が仕事を辞めやすいとする記述がある。 

一方で，未婚でのみ見られる記述に，「前職がブラック正社員だったから」（30 代パ

ート），「正社員が辛かったから」（40 代パート）など，正社員である前職での就労経験

を理由に，正社員として働くことを忌避していることを示す記述がみられた。本意選択

の理由として記述されてはいるが，前述の要素４「正社員になれない」では「不本意選

択」の理由としても記述されていた「体調を崩した」ことを理由に非正規雇用を選択す

る記述99と重複する内容といえよう。 

  

 
99 要素４「正社員になれない」という要素に関連する自由記述として，「体調を崩し，正社員での就

職が難しいので」（20代パート），「10年程前に，体を壊し無理が効かなくなったから」（40代派遣）

などがある。体調を理由に正社員になれないとする背景には，長時間労働やストレスなど前職での

働き方が影響していることが想定される。 
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図表 4－5 「行動」と「解釈」からみる「就業形態の選択理由」（自由記述）の位置づけ 

（要素 5「正社員性の忌避」） 
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⑥要素６「資格・その他」 

最後に，「資格」については，各種政府調査の選択肢では，「専門的な資格・技能を

活かせるから」，「やりたい仕事がたまたまパートだったから」など第 1 象限（「自発」×

「本意」）に位置する選択肢である。 

大阪市調査の自由記述回答で確認すると，「資格」に関する記述は，本意理由，不

本意理由の双方で確認できる。また，「その他」の記述として，「経験」について触れた

記述は，「本意選択」と「不本意選択」の双方に記述がみられる。「経験がない」と否定

的な表現として用いて「不本意選択」の理由として記述されることもあれば，「経験のた

め」という表現で非正規就業を積極的な機会として捉え，「本意選択」の理由として記

述される場合もあった。このように同じ「経験」という内容であっても，本人の捉え方によ

って異なる評価を導き出すことがわかる。 

さらに「本意選択」の理由にある，「なんとなく」（30 代パート），「特に理由はない」

（50 代パート）などの自由記述からは，「悩みや不安」に関する設問での自由記述にあ

った「特に考えないようにしている」（40代派遣），「あきらめているので特になし」（50代

契約）といった回答は，「諦念」とも解釈できる内容であり，非自発的な選択として位置

付けた。 
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図表 4－6 「行動」と「解釈」からみる「就業形態の選択理由」（自由記述）の位置づけ 

（要素 6「資格・その他） 
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（２）選択理由の位置づけからみる自由記述の特徴 

ここまで「大阪市調査」の自由記述回答について，第 2 章で確認した①時間，②両

立，③収入，④正社員になれない，⑤正社員性の忌避，⑥資格，その他の 6 つの要

素に，選択行動（「自発／非自発」）と選択行動に対する解釈（「本意／不本意」）という

二つの分析軸からなる四象限マトリックスに分類し，その就業選択の理由と背景を分

析した。これらの結果と各種政府調査選択肢の位置付けとを比較するなかで，以下の

点が明らかになった。 

まず，第 2 章で各種政府調査選択肢の分析を通じて明らかにしたように，女性が

「自分の都合の良い時間に働きたい」という理由から就業形態を選択する背景には，

体調不良・経験不足などの「個人の都合」と，介護という個人の意思だけの問題とはい

えない「家庭の事情」という要因が影響していると点を確認した。 

また，「両立」（要素２）に関する自由記述内容のなかでも，介護という「家庭の事情」

との両立に関する記述や，体調や体力を理由に「正社員になれない」（要素４）とする

自由記述は，「本意選択」「不本意選択」双方の理由として登場するという点も確認で

きた。 

例えば，介護について触れた記述では，「親の介護があるため，半日出勤など時短

を希望する日があるため」（30 代パート）という回答がある。この回答は，一見すると非

正規雇用を，「働き方が柔軟」な雇用形態として肯定的に捉えているように見受けられ

るが，実際には「不本意選択」の理由としての記述であった。また，「実家の父の介護も

あるので正社員は不都合」（50 代パート）という回答からは，親の介護という「制約」が

正社員として働けない理由となっていることがわかり，消極的に非正規雇用を選択して

いるようにも思われるが，「本意選択」の理由として記述されたものであった。 

自由記述回答からは，介護という「家庭の事情」との両立を理由に非正規雇用を選

択することについて，たとえ選択行動が自発的だとしても，当人にとっては「不本意選

択」である場合があることが確認できる。さらに，これらの「介護」に関する自由記述は，

未婚・既婚双方で確認できたことから，介護というケア役割に関する家族的責任が，配

偶者の有無に関わらず就業形態の選択に影響するということも明らかになった。 

高齢化の進展により，介護と仕事の両立は，ますます大きな課題となっており，核家

族化と未婚化により，配偶者と子どもを持たないシングル女性も，親の介護という家族

的責任を担っていることから，「シングル」の女性が非正規雇用という就業形態を選択

するうえで，家族の介護という理由が一つの要因となっていることが明らかとなった。 

さらに，「収入」（要素 3）では，各種調査選択肢にみられる「家計補助」的な「本意選

択」の理由としてではなく，「不本意選択」の理由として回答されている点を確認した。

各種政府調査選択肢では，「収入」という要素は，「家計補助」や「自由に使えるお金」
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など，「本意選択」の理由として第 1 象限（「自発」×「本意」）に位置づけられていた。

一方，自由記述回答から確認すると，「本意選択」としてだけではなく，「不本意選択」

の理由としても収入に関する記述を確認することができた。例えば，「やめたらこれ以

上の水準には到達できない」（40 代契約），「正社員でなかなか仕事が見つからず，貯

金もなくなってきたから」（30 代派遣）という回答である。そこからは，生計維持者として

収入確保を急いでいることや，現在の収入源の維持を切望している状況など，切実な

労働実態が垣間見える。つまり，収入確保を急ぐためにやむを得ず非正規雇用を選

択しているケースがあるということを，自由記述回答において新たに確認できた。 

 

３．就業形態選択における「捉え方のグラデーション」 

前節でみてきたとおり，6 つの要素別に自由記述を確認するなかで，女性が非正規

雇用という就業形態を選択する背景には，①体調や経験不足など，「自分自身の都合」

と，②介護や家事など「家庭の都合」，そして③そもそも募集が少ないなどの需要側の

要因や，年齢や経験など応募要件との兼ね合いなど採用環境に関する状況など，

様々な影響があることがわかった。そのなかでも，特に介護と仕事との両立に関する記

述や，経験に関する記述，体調に関する記述は，「本意選択」「不本意選択」の双方の

選択理由として登場していた。 

家庭の事情（家事・育児・介護等）との両立は，各種政府調査選択肢においても，

「家庭の事情と両立しやすいから」という肯定的な表現を用いた選択肢と，「家庭の事

情で正社員として働けなかったから」という否定的な表現を用いた選択肢の 2 種類が

あることからも，「本意選択」「不本意選択」双方に位置づけられよう。「大阪市調査」の

自由記述回答でも，介護との両立に関する内容が，配偶者の有無に関わらず，「本意

選択」「不本意選択」の双方で確認できた。 

この，家族の「介護」が必要であることが，非正規雇用という就業形態選択が「本意

選択」の理由にも，「不本意選択」の理由にもなりうる，ということはどういうことであろう

か。それは，一言で「介護との両立」が理由といっても，介護を主にしたいという人，介

護と仕事を両立したいが現状の正社員に求められている就労は無理だと本人が判断

している人，そして正社員として働く意思があっても介護をせざるを得ない状況にある

人まで，それぞれの選択に至る背景には多様な状況があるということである。 

同じように「本意選択」「不本意選択」の双方に登場する選択理由に，「病気」に関す

る自由記述がある。ここでは，「不本意選択」の理由として「体調を崩し，正社員での就

職が難しいので」という表現がある一方で，「本意選択」の理由としても「体調的に問題

があるため」「通院しながら続けられるので」といった表現が見られる。これらの自由記

述からは，体力に合わせてゆっくり働きたいと本人が考えている場合もあれば，通院の
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ための時間がいる，フルタイムで働く体力が無い，そもそも正社員の時の働き方が原

因で体調を崩したために正社員そのものを忌避している，など選択の背景に多様な状

況があるということである。 

その他にも，「本意選択」と「不本意選択」に共通して登場する「残業ができないから」

という記述からは，「本意選択」で「残業」をしたくないから労働時間の融通がきく（と考

えられる）非正規雇用を選択しているものがある一方で，「不本意選択」で「残業できな

い」ために，やむを得ず非正規雇用という働き方を選択したと捉えていることがわかる

記述もみられる。さらに「経験」に関する記述として，「経験がない」ことを「不本意選択」

の理由とする人もいれば，非正規雇用なら「経験を積める」と前向きにとらえる人もいる

こともわかる。 

このように，自由記述回答から非正規雇用という就業形態選択に対する捉え方を確

認すると，就業形態の選択背景は様々であり，同じ事柄であったとしても，「本意選択」

「不本意選択」という異なる結果を導き出すことがわかる。働き方を選択するきっかけや

原因が同じであっても，非正規雇用という働き方を「本意」と捉えるか，「不本意」と捉え

るかについては個々人の捉え方に「幅」があり，また年齢を重ねることにより「流動的に」

変化するといえ，それは「捉え方のグラデーション」という言葉で表すことができる。つま

り，個々人の置かれた状況，つまり年齢や家族構成や関係性，本人あるいは家族の

性別役割意識，などの影響により，その就業選択の捉え方は自ら望んだ選択であるか

らポジティブで，やむを得ない選択だからネガティブであるといった具合に単純に二分

することはできない。 
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（出典）「大阪市調査」をもとに筆者作成。 

 

４．むすびにかえて―非正規雇用を「本意」に選択するとは何か― 

ここまで，就業形態選択に関する各種政府調査選択肢および，「大阪市調査」結果

と自由記述回答の分析により，特にシングル女性が，生活や労働における不安や不

満を抱えているにも関わらず，非正規雇用を自発的に選択している場合があることを

確認し，その背景と理由について検討してきた。 

まず，自由記述分析からは，就業形態の選択の背景には多様な状況があることが

わかった。その状況とは，体調や経験など個人に起因するもの，介護や家事など家族

に起因するものなど様々である。さらに，働き方の選択に対する捉え方は，「本意」「不

本意」という二分法では分けきれるものではなく，本人がその働き方を「本意」と捉えて

いたとしても，自由記述内容からそこに「不本意」性が垣間見られる場合もあった。この

ように「本意」という用語一つをとっても，選択を肯定的に捉えている「本意」から，不本

意性を含んだ「本意」，はっきりと自覚された「不本意」，「不本意ながら」も自発的にな

された選択，など就業形態の選択にはさまざまな背景があり，それは就業形態選択の

「捉え方のグラデーション」として表れていた。 

この就業形態選択の「捉え方のグラデーション」に着目することは，「労働者」である

当事者を主体に置き，女性が非正規雇用という就業形態選択の背景を理解することと

図表 4－7 非正規シングル女性における就業形態選択の「捉え方のグラデーション」
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いえる。就業形態選択に「捉え方のグラデーション」があることに着目すれば，柔軟な

働き方を求める理由や正規雇用をあえて選択しないことの背景に，体調などの個人の

事情や，介護などの家族の事情があること，主たる稼ぎ手だからこそ就労を焦る気持

ちなどがあることが見えてくる。就業形態選択に様々な事情があり，その選択背景には

「幅」があることを意識し，多様な事情に応じた個別の対応を検討することが重要であ

る。 

また，「大阪市調査」の自由記述分析からもわかるように，非正規雇用という就業形

態を「自発」的に選択し，それがその人にとって「自分の都合のよい」働き方であったと

しても，その就業形態の選択自体を「不本意」であると捉えている場合がある。また，就

業形態の選択を「本意」と捉えていたとしても，その選択の背景には，社会状況や家庭

の事情など，「働く上での制約」がある場合もある。いずれにしても，少なからぬ人が，

様々な事情で，非正規雇用を「自発」的に選択していると考えられるが，各種政府調

査選択肢および「大阪市調査」自由記述回答の分析からも明らかになったように，「自

発」的行動であるから「本意」であるとは言い切れない。つまり，「自発」的な就業形態

の選択行動と，その就業形態が「本意」かどうかは，区別して検討する必要があるのだ。

これまで「自発的」あるいは「本意」という用語を一つのカテゴリーで曖昧に取り扱って

きたことは，非正規雇用という就業形態選択の理解を阻害することだといえよう。 

そして，従来，非正規雇用を「自発」的に選択する理由の一つと考えられてきた「自

分の都合のよい」働き方を求めることには，「個人の都合」と，個人の意思とは関係のな

い「家族の都合」が影響している。「自分の都合のよい」を「個人の都合」と捉えた場合

には，希望したシフトで働きたい，自由な休みが欲しい，プライベートとの両立を求め

る，など，「柔軟な働き方」を望んだ結果としての選択理由である。 

ただし，その背景には，病気を理由とする体力不足や，治療との両立の必要性など

から，働き方に「柔軟性」，つまりフレキシビリティを求めていることがわかった。自身の

体調との両立が必要となる背景には，そもそも正社員として勤務していた前職での働

き方が原因という場合もある。そのために，正規雇用としての働き方では体調管理と仕

事との両立が無理であると本人が捉えている状況も浮かび上がった。つまり，正規雇

用に求められる働き方が，労働時間やストレスという点で過重労働であり，就業形態の

選択に大きな影響を及ぼしている。言い換えると，非正規雇用という就業形態の選択

が，長時間労働に代表される正社員に求められる働き方や拘束性を忌避した結果で

あるとも考えられる。 

また，「自分の都合のよい」働き方を，「家族の都合」という点からみると，これまで

「家族」の影響を受けない自由な立場として考えられてきた配偶者や子どもを持たない

「シングル」の女性も，介護などの家族的責任を有しており，その影響があることがわか
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った。配偶者や子どもを持たない「シングル」女性に家族介護の負担が偏る可能性は，

非正規シングル女性の支援を考えるうえで，今後さらに考察する必要がある点である。  
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おわりに－「捉え方のグラデーション」を踏まえた支援の充実に向けて－ 

本論文では，非正規雇用で働く子どものいないシングル女性（非正規シングル女性）

に焦点を当て，各種政府調査選択肢の位置づけからみる国の視点と，アンケート調査

自由記述から見る当事者の視点を通じて，女性が非正規雇用という就業形態を選択

する理由と背景について，多面的にその意識と選択行動に対する解釈を分析してき

た。また，大阪市調査から，これまで十分に把握されてこなかった非正規シングル女

性の労働と生活の実態を明らかにした。さいごに，各章について簡潔に振り返ったうえ

で，今後の非正規シングル女性支援の重要性とその支援策の視点について提示する。 

第 1 章では，わが国の女性の就業形態と取り巻く労働政策の展開を時系列に再整

理することを通じて，労働者としての女性が，その時々に，労働力不足を補う形で「活

用」され，また同時に家庭を守る立場として家事・育児・介護等の家族的責任を担うこ

とが求められてきたことを確認した。また，男女雇用機会均等法の整備と国際的な女

性の社会的地位向上に向けた機運の高まりと同時に，雇用形態の多様化によって非

正規雇用が量的増大し，その労働条件の整備や保護に向けて，社会状況や要請に

応じた施策が取られていることも確認できた。しかし，非正規雇用の女性を対象にした

施策があるわけではなく，未婚化が進展するなかで，これまで十分に支援されてこな

かった非正規シングル女性に対する施策も必要であることが認識された。 

第 2 章では，非正規雇用で働く女性の就業形態における選択理由を明確にするた

めに，各種政府調査選択肢を縦軸に「自発/非自発」，横軸に「本意/不本意」をおく

四象限マトリックスによって再整理した。このことによって，これまでの先行研究で示さ

れていたような，「自発／非自発」「本意／不本意」という従来の二項対立にはとどまら

ない，就業形態選択の選択理由・背景の多様性が明らかとなった。また，女性の非正

規雇用者における就業形態の選択理由が多様であるにも関わらず，①政府の支援対

象となっているのは「不本意非正規」のみで，それは女性の非正規雇用者の一部であ

ること，②「不本意非正規」以外の非正規労働者は，「自発」あるいは「本意」というカテ

ゴリーとして一括して扱われてきたこと，③「自発的選択」や「自分の都合のよい」働き

方と捉えられてきた働き方のなかには「不本意ながら自発的に非正規雇用」を選択し

た結果が含まれる可能性があること，が明らかとなった。 

そして，④「不本意ながら自発的に非正規雇用」のカテゴリーにおいても，大枠では

その働き方が「自分の都合のよい」働き方で捉えられているが，特に女性の場合，家

族の都合に合わせた働き方であったり，社会保障制度に合わせた働き方である可能

性が示唆された。つまり，本当の意味での「自分」にとって都合がよいかどうかは判断

がつかず，それが「自分にとって都合のよい」としてひとまとめにされ，個々人の多様な

選択理由の理解を困難にしていることを確認した。 
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そこで，第 3 章では 2018 年に実施した「大阪市調査」の結果を用いて，「非正規シ

ングル女性」の労働と生活の実態を明らかにした。調査結果からは，「非正規シングル

女性」の労働・生活実態として，①従来認識されていたような「家計補助的」な働き方

ではなく，「主たる生計維持者」として働いていること，②低収入で厳しい生活実態で

あること，③そのため一人では生活できず家族と住居を同じにしていること，が把握で

きた。しかし，それにも関わらず，④無期雇用への転換を望まない人も多く，非正規雇

用という働き方を自ら選択し，またその働き方であり続けるという，一見すると非合理な

態度にあることも明らかとなった。さらに，⑤将来の生活に対する不安は高いにもかか

わらず，非正規雇用という働き方ゆえに社会保障面と貯金や保険等の個人の備えも

不十分な状況にあった。また，⑥老後に対する不安感は極めて高い状況である一方

で，雇用への楽観的な現状認識や備えに対する行動が不十分というアンビバレントな

態度をとっていることも明らかとなった。 

このような状況のなかで，非正規雇用という就業形態の選択について，本人がどの

ように捉えているかをより具体的に明らかにするため，第 4 章では自由記述分析を通

じて分析した。分析にあたり「大阪市調査」」を用いた理由は，就業形態の選択につい

て，回答者自身に「自ら望んだ」と「やむを得ず選択」の 2択による回答を求めているこ

とと，それぞれの選択理由について自由記述による回答を得ていることから，就業形

態選択に対する当事者の捉え方とその背景にある多様な事情を探ることが可能となる

ためである。また調査対象が，女性の非正規雇用労働者の中でも，特に子どものいな

い未婚者を対象に実施しており，これまで支援の在り方や方向性について十分に検

討されてこなかった非正規雇用で働く子どものいないシングル女性の実態と就業形態

選択の背景を探ることが可能となるためである。 

その結果，就業形態選択の背景には，①体調や経験不足などの自分自身の都合

と，②介護や家事など家族の都合，そして，③求人状況など社会的な状況が影響して

いることが把握できた。特に，介護と仕事の両立に関する記述や，経験に関する記述，

体調に関する記述は，「本意選択」「不本意選択」の双方の選択理由として登場する。

これらの自由記述内容から，就業形態選択は，選択を肯定的に捉えた「本意」から，

不本意性を含んだ「本意」，そしてはっきりと自覚された「不本意」などがあり，その捉え

方には個々人多様な「幅」があり，「本意／不本意」という二項対立では，その背景を

捉えきれず，年齢を重ねることにより流動的であることが明らかとなった。それを本稿で

は就業形態選択の「捉え方のグラデーション」という言葉で表した。 

もう一度振り返れば，非正規シングル女性は，主たる生計維持者として働いている

にも関わらず，非正規雇用という就業形態ゆえに低賃金で厳しい生活実態にある。ま

た，日々の生活に精一杯の状況で，老後の備えも十分でなく，社会保障制度での対
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応も限られていることから，将来の生活に対する不安感は非常に高い。一方で，その

不安を生み出す要因でもある非正規雇用という就業形態から，正社員への転職や無

期雇用への転換を希望するなど，状況改善に向けた行動とる気持ちがあるかというと，

そうとは限らないようであった。むしろ，苦しい生活実態や，不安感がありつつも，家族

の介護や自身の体調などの理由から，非正規雇用という就業形態であり続けることを

望んでいる人が多いことが分かった。 

その一方で，非正規雇用という就業形態を自ら望んで選択し，またその就業形態で

あり続けることを望んでいるにもかかわらず，その選択行動を肯定的に捉え，満足して

いるのかというとそうではない。就業形態の捉え方の位置づけとその選択理由に関す

る自由記述を分析すると，「本意」「不本意」という二項対立には整理しきれない複雑な

思いを抱えていることがわかる。そこには，非正規雇用という就業形態を選択したこと

を肯定的に捉えている「本意」から，不本意な気持ちを抱えながらもその選択は「本意」

であるという場合，さらには，はっきりと「不本意」であると自覚している場合などが入り

交じり，「捉え方のグラデーション」として表れている。 

このように，非正規雇用という就業形態を選択する背景に「捉え方のグラデーション」

がみられるなかで，「非正規シングル女性」が，非正規雇用という就業形態であり続け

ることを望むのは，家族の都合や，自身の都合などから，フレキシビリティのある柔軟な

働き方を求めているためであった。「柔軟な働き方」とは，従来，非正規雇用が女性に

とって「自分の都合のよい」働き方であると言われていたのと同じ意味ではあるが，そ

の中身を詳細に確認すると，第 2 章の各種政府調査選択肢や第 4 章の自由記述回

答の分析においても確認したとおり，純粋に個人にとっての都合がよい場合で決定さ

れるのでなく，家族や制度の関わりのなかでやむなく「自分の都合のよい」働き方とし

て選択されている場合や，体調など個人の意思とは関係のない要素に影響される場

合，さらには制度の関わりのなかでの都合がよいとされる場合もあることが明確となっ

た。つまり，個々人の気持ちや状態，家族や周囲の状況など様々な要因により，「本意」

から「不本意」まで「捉え方のグラデーション」があり，柔軟な働き方が可能だからと自

発的にその就業形態を選択しているからといって，その選択が，肯定的に捉えられた

本意とは限らない。この「捉え方のグラデーション」が示される背景には，家族の在り方

の変化や働き方の変化があり，「柔軟な働き方」が意味する内容もそれらと共に変化し

ているといえよう。 

そのため，労働・生活に困難を抱えている非正規シングル女性を支援するには，よ

り個別化したライフプランを想定し，支援の道筋を立てることが重要である100。「不本意

 
100 守泉［2017：181‐182］は，「社会保障制度が特定のライフコースを支持していることで，生き方

の多様化を阻害する状況も発生している」とし，昨今の結婚・出産行動の変化を踏まえ，「一生シン

グルで生きるライフコースを基礎にして，社会的リスクに備える制度設計」の必要性を述べる。 



98 

 

非正規」に対しては正社員転換，無期転換といった画一的な支援ではなく，本人のニ

ーズやそこに至る状況を細やかに確認したうえで，個別の状況に応じた支援を行わな

い限り，ミスマッチが生じるであろう。 

以上を踏まえて，今後の非正規シングル女性に対する支援における重要な視点とし

て，以下の 3点を提案したい。まず 1点目として，女性が非正規雇用を選択する理由

やその背景について，「自分の都合のよい」という内容が示す意味について再認識

し，多様な女性の非正規労働者に対する支援拡大を実施する必要がある点である。

つまり，これまでのように女性が非正規雇用を選択した理由やその背景を「自発／非

自発」「本意／不本意」というような二項対立，また画一的な認識での取り扱いを再検

討する必要がある。女性が非正規雇用を選択する背景には，個々人のおかれた状況

によって異なる多様な理由があり，それらが現状の働き方の捉え方の認識にも大きな

影響を与えている。そのため，同じ非正規雇用を選択し，労働や生活に困難を抱えて

いるとしても，それぞれの非正規雇用選択の理由や背景を理解し，本人のニーズやそ

こに至る状況を細やかに確認したうえで，より個別化したライフプランを作り出し，支援

の道筋を立てることが重要である。 

2点目として，「不本意非正規」以外の非正規労働者，そのなかでも特にシングル女

性や行政に対して，労働・生活環境を改善するための支援の対象となりうる存在であ

ることへの気づきを促すことである。繰り返しになるが，現在の非正規対策の施策は，

「不本意非正規」が重点的な対象である。この用語が広く認知されるなかで，非正規

雇用という就業形態を本意に選択していると捉えている人は，就業形態ゆえに導き出

される様々な困難があったとしても，支援の対象であると十分に自覚できていない可

能性がある。 

これらの人々は，現状において就業していることから現在の社会政策の枠組みでは

支援が特に必要でないと認識されている状況であり，また，自身も同じように認識して

いるということが考えられる。しかし，現状，なんとか生活ができているとはいえ，将来的

な困難も予想され，また自身もそのことに対する不安を抱いている存在でもある。その

ため，非正規シングル女性が，将来の不安を少しでも解消できるような力や知識をつ

ける支援，エンパワメント施策101を打ち出すことが必要である。子どもがいるシングルマ

ザーと比べ，子どもがいない人は，支援現場において優先順位が下がることも予想さ

れるが，社会資源との接点は子どものいない人の方が少なく，今（壮年期）には問題に

ならなくても，老年期に入ったときの社会資源との接点を持った経験の多寡が，情報

収集能力や機会の差として現れる可能性もある。このようなことを踏まえて，非正規シ

 
101 女性の経済的エンパワメント施策について，飯島［2017］は，労働形態の一つとして起業に着

目し，女性の経済的なエンパワーメント獲得への効果を論じている。 
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ングル女性に対する政策不足を念頭に，より積極的な情報提供を必要としている存在

であることに特に留意し，政策を打ち出す必要があるといえる。 

3点目として，「社会保障リテラシー」獲得支援の必要性である。労働契約をはじめ

とするワークルールについての理解と社会保障に関する理解の向上，つまり「社会保

障に関するリテラシー」の向上に向けた支援が求められる102。例えば，「大阪市調査」

における自由記述回答では，非正規雇用を選択した理由として「正社員性の忌避」と

いう状況が明らかとなった。しかし，これは，経験や正しい情報が不足し，限られた情

報のなかで，自分自身のキャリアプランを判断している可能性も読み取れた103。非正

規シングル女性は，自身の労働条件についての理解が不足しているという可能性や，

あえて今の状況を理解せず，曖昧なままにとどめておく心理状態に置かれているとい

う状況であることから考えても，正しい労働・社会保障の知識を獲得する必要がある。

今を生き延びるのに精一杯な状況のなかでも，すこし先を見通す力をつける支援は不

可欠である。特に，非正規雇用労働者とシングル人口の増加により，これまでの「標準

世帯」をベースとした社会保障制度が立ち行かなくなることが想定される状況におい

て，調査結果からも，社会保障制度に対する諦めや，無関心が垣間見られた。それで

も，社会保障は労働の連続性のなかに保障されることを理解し，今の生活がこれから

の生活に続いていくという視点から，備えるための意識づくりをすることは，今後の日

本の社会保障制度を考えるうえでも極めて重要といえよう。また，新たな情報入手チャ

ンネルの確保という点からも，労働運動との連携が必要である104。労働組合の加入率

が減少しているとはいえ，現状を改善していく上では，労働運動が持つ力と実効性105

は重要である。非正規労働者が労働・社会保障の知識を身につけるために労働運動

の果たす役割は大きい。社会全体として社会保障リテラシーを高め，現状ある支援や

社会保障の仕組みを活用し，少しでも良い労働と生活の環境を作りだしていくことが

今後必要である。 

 
102 社会保障リテラシー獲得の必要性については，森［2022］を参照のこと。 
103 久本［2018：6‐7］は，実際の正社員の働き方が多様であるにもかかわらず，残業も転勤も拒否

できない雇用区分として「正社員像」が画一化されており，非正社員を自発的に選ぶ人が少なくな

い理由は，「イメージされる正社員の働き方がひどいからにすぎない」と指摘する。 
104 近年では，女性が多く勤める図書館や DV相談等の公務サービスにおける「会計年度任用職

員」制度の問題をめぐり，当事者たちが「公務非正規女性全国ネットワーク（はむねっと）」を結成

し，実態調査や情報発信につとめている。 
105 伊藤［2013：154］は，地方都市において，請負労働者組合に加盟する（男性）労働者に関する

研究を通じて，彼ら一人一人が「主体としての労働者」として組合運動を通じて，権利を獲得する

道のりを描いた。筆者は「労働運動は，私たちの眼前にある事実，現実からしか出発できない」とい

う立場に共感しつつも，伊藤が描いた運動の道筋が，非正規シングル女性にそのまま活用するこ

とはできないとも考える。男女というジェンダーの違いからくる違いや，大阪と四国の徳島という都市

部と地方都市での生活実感からくる考え方の違いなども影響するかもしれない。 
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また，副査の伊藤大一先生，塚谷文武先生には，お忙しい中，本論文の副査として

時間を割いていただき，貴重なご意見を頂きましたこと，心よりお礼申し上げます。 

そして，勤続 20年を迎え，多忙ながらも慣れた仕事環境の中で悶々としていた私

に，社会人学生として研究をするという道を指し示し，導いてくださった，クレオ大阪中

央研究室長の服部良子先生に心より感謝申し上げます。また，仕事をしながらでも研

究者としての一歩を踏み出すことを許してくれた勤務先の一般財団法人大阪市男女

共同参画のまち創生協会にも，感謝します。 

服部良子先生に背中を押していただき，森詩恵先生に，手を引き導いていただくこ

とで，20代の時には諦めた研究者としての道のスタート地点に，こうしてなんとか立つ

ことができました。本当に感謝の言葉しかありません。 

博士課程 2年目からコロナ禍に入り，キャンパスでの大学生活を満喫することは叶

いませんでしたが，オンラインを活用することで，なんとか仕事と両立しながら研究を進

めることができました。仕事をしながらも博士論文に取り組む各地の友人と，オンライン

上で会って励ましあうことができたのも，コロナ禍ならではの貴重な経験でした。 

最後に，思いがけず再び迎えた学生生活を応援してくれた両親と，仕事と研究の両

立にもがき体調管理も乱れる中で，生活面でも精神的にも支えてくれたパートナーに

感謝を伝えます。 

岸上真巳 

 

 


